
％C 事業計画期間中に新型コロナウイルス感染症が発生したこともあり、ヘルパーの派遣自体が難しかったり、対象者の方が外部への接触を避けることがあったり
と、その後の事業の実施自体に一部影響があった。その中でも必要な家庭には家事育児支援を実施し、児童の適切な養育環境を確保することができた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 45

訪問事業が必要と考えられる家庭では、
疾患や家庭の事情等を理由に外部との接
触を避けることがあり、家庭内の状況（不
適切な養育環境等）が潜在化しやすく、把
握が難しい。

次年度に向け
ての対応

母子保健担当などの関係機関との連携を
強化し情報収集に努め、ケース検討会で
養育支援の必要性を個別に検討する。

健康増進課や保育園等の関係機関との
連携を強化することで、家庭状況の把握
に努め、ケース検討会で養育支援の必要
性を個別に検討する。

母子保健担当の乳幼児家庭全戸訪問事
業や、保育園等などの関係機関と連携す
ることにより家庭状況の把握に努め、ケー
ス検討会で養育支援の必要性を個別に検
討する。

母子保健担当の乳幼児家庭全戸訪問事
業や、保育園等などの関係機関と連携す
ることにより家庭状況の把握に努め、ケー
ス検討会で養育支援の必要性を個別に検
討する。

母子保健担当の乳幼児家庭全戸訪問事
業や、保育園等などの関係機関と連携す
ることにより家庭状況の把握に努め、ケー
ス検討会で養育支援の必要性を個別に検
討する。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響より外
出機会が減少していることから、潜在化し
やすい家庭内の状況（不適切な養育環境
等）の把握が課題となる。

昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感
染症の影響等から外出機会が減少している
ため、潜在化しやすい家庭内の状況（不適
切な養育環境等）の把握が課題となる。

新型コロナウイルス感染拡大期の閉じこ
もり傾向から、引き続き外部との接触回避
が見られており、潜在化しやすい家庭内
の状況（不適切な養育環境等）の把握が
難しい。

育児訪問事業が必要と考えられる家庭で
も、疾患や家庭の事情等を理由に外部と
の接触を避ける家庭に入りにくく、潜在化
しやすい家庭内の状況（不適切な養育環
境等）の把握が難しい。

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
821件）

事業の成果

家庭児童相談員等からの助言・指導やヘ
ルパーによる保育園の送迎や調理等の支
援により、保護者の身体及び精神的な負
担が軽減され、子どもとの関係性や養育
環境の改善につなげることができた。

訪問した家庭では、家庭児童相談員の助
言・指導やヘルパーによる家事支援等に
より、保護者の身体・精神的な負担が軽
減され、養育環境の改善等につながった
ため、今後も必要のある家庭に対して積
極的に活用していく。

訪問した家庭では、家庭児童相談員の助
言・指導やヘルパーによる家事支援等に
より、保護者の身体・精神的な負担が軽
減され、養育環境の改善等につながった
ため、今後も必要のある家庭に対して積
極的に活用していく。

訪問した家庭では、家庭児童相談員の助
言・指導やヘルパーによる家事支援等に
より、保護者の身体・精神的な負担が軽
減され、養育環境の改善等につながった
ため、今後も必要のある家庭に対して積
極的に活用していく。

訪問した家庭では、家庭児童相談員の助
言・指導やヘルパーによる家事支援等に
より、保護者の身体・精神的な負担が軽
減され、養育環境の改善等につながった。
今後も必要のある家庭に対して積極的に
活用していく。

関係する事業
等の状況

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
524件）

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
644件）

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
654件）

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
800件）
※現在精査中のため、今後修正の可能性
あり。

養育支援が必要な家庭に家庭児童相談
員による訪問支援及びヘルパーによる家
事・育児支援を実施、児童の適切な養育
環境を確保した。
利用申請はあったものの、訪問日当日の
キャンセルが多く、訪問回数がのびなかっ
た。

年度評価 A C C A C

取組内容

養育支援が必要な家庭に家庭児童相談
員による訪問支援及びヘルパーによる家
事・育児支援を実施、児童の適切な養育
環境を確保した。

養育支援が必要な家庭に家庭児童相談
員による訪問支援及びヘルパーによる家
事・育児支援を実施、児童の適切な養育
環境を確保した。
ただし、家庭児童相談件数は増加してい
るが、本事業を必要とする家庭が少な
かった。

養育支援が必要な家庭に家庭児童相談
員による訪問支援及びヘルパーによる家
事・育児支援を実施、児童の適切な養育
環境を確保した。
昨年度よりヘルパー等の利用は増加した
ものの、全体として本事業を利用する家庭
が少なかった。

養育支援が必要な家庭に専門職や家庭
児童相談員による訪問支援及びヘルパー
による家事・育児支援を実施し、児童の適
切な養育環境を確保した。

Ｒ６年度

訪問回数（ヘルパー）　30回
訪問回数（相談員）　　4回

年度目標
訪問回数（ヘルパー）　33回
訪問回数（相談員）　　10回

訪問回数（ヘルパー）　39回
訪問回数（相談員）　　13回

訪問回数（ヘルパー）　39回
訪問回数（相談員）　　13回

訪問回数（ヘルパー）　39回
訪問回数（相談員）　　13回

訪問回数（ヘルパー）　51回
訪問回数（相談員）　　24回

年度実績
訪問回数（ヘルパー）　28回
訪問回数（相談員）　　13回

訪問回数（ヘルパー）　2回
訪問回数（相談員）　　2回

訪問回数（ヘルパー）　22回
訪問回数（相談員）　　4回

訪問回数（ヘルパー）　75回
訪問回数（相談員）　　5回

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

担当課

事業内容と目標
乳幼児家庭全戸訪問事業等により把握した養育支援が特に必要であると判断される家庭に対して、保健師等が居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行います。（専門的相談支援及
び家事・育児支援）

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

訪問回数（ヘルパー） 24回 51回

訪問回数（相談員） 4回 24回

こども育成相談課施策の方向 ① 地域における子育ての支援サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 育児支援家庭訪問事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 60
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援

資料１－１
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％B 支援会員数はこれまで増減を繰り返しており、現状のままでは今後、需要に対して供給が追いつかなくなる可能性がある。そのため、安定的な支援体制を維持
するためにも、引き続き支援会員の確保に向けた取り組みを継続していく必要がある。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 103.8

新たに開始した利用費の一部助成につい
て、利用者が等しく制度の恩恵を受けるこ
とができるよう利用状況等を注視し、必要
に応じて制度のあり方を検討する必要が
ある。

課題

例年は年３回実施している支援会員研修
会が、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため全て中止となり、支援会員、両方
会員の増加を図ることができなかった。

例年は年３回実施している支援会員研修
会が、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため２回中止となり、支援会員、両方
会員の十分な増加を図ることができな
かった。

支援会員数について、令和３年度に減少
した影響もあり当初の目標を達成できな
かったため、会員確保のため引き続き周
知活動を行っていく。

次年度に向け
ての対応

感染防止対策を行った上で支援会員研修
会を行い、支援会員、両方会員を増加さ
せることで、よりスムーズな相互援助活動
が可能な体制の実現を図る。

感染防止対策を行った上で支援会員研修
会を行い、支援会員、両方会員を増加さ
せることで、よりスムーズな相互援助活動
が可能な体制の実現を図る。

感染症対策にも一定の配慮を行いつつ、
活動内容をコロナ禍以前の状態に戻し、
支援体制の充実を図る。

支援会員を確保するため、支援員研修の
年間予定を年度当初に公表し、受講者が
余裕を持って日程調整できるよう配慮す
る。また、利用者の負担を軽減するため、
利用費の一部助成事業を新規に行い更
なる利用促進を図る。

依頼会員数と両方会員数は目標を達成す
ることができた。支援会員数は、微増と
なったが目標を達成することはできなかっ
た。なお、年間の延べ活動件数は、8,910
件と前年度の7,477件から1,433件増加し
た。

BB

児童数の減少に伴い依頼会員数は減少
しているが、依頼件数は増加していること
から、高まる需要に対応するため、引き続
き支援会員の確保に努める。

依頼会員数は増加傾向にあるが、支援会
員数は増減を繰り返しているため、安定し
て事業を実施できるよう支援会員の確保
に努める。

事業の成果

体調管理チェックリストを運用した上での
相互援助活動が可能となり、子ども、会員
同士の体調を考慮した上で依頼会員の預
かり・送迎の依頼に応えることが可能と
なった。

体調管理チェックリストを運用した上での
相互援助活動が可能となり、子ども、会員
同士の体調を考慮した上で依頼会員の預
かり・送迎の依頼に応えることが可能と
なった。

依頼会員及び両方会員について、年度当
初の目標を達成することができた。支援会
員については、目標を達成することができ
なかったが、令和３年度の減少分を取り戻
し、コロナ禍以前の会員数に近づけること
ができた。

依頼会員数のみ年度当初の目標を達成
することができた。支援会員数及び両方
会員数は、前年度より会員数が減少し、
目標を達成することができなかった。な
お、年間の延べ活動件数は、7,477件と前
年度の6,453件から1,024件増加した。

Ｒ６年度

2,946人 3,000人

支援会員数 544人 600人

両方会員数 470人 500人
年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

年度評価 B B B

市内の公共施設や幼稚園・保育園・児童
クラブでの会員募集ポスターの掲示や、
民間事業者が運営するWEBマガジンでの
制度紹介などを通じ、事業の周知を行っ
ている。

取組内容

コロナ禍における会員同士の安全な相互
援助活動に向け、体調管理チェックリスト
を作成し、会報誌とホームページを通した
周知を行った。

コロナ禍における会員同士の安全な相互
援助活動に向け、体調管理チェックリスト
を作成し、会報誌とホームページを通した
周知を行った。

コロナ禍における会員同士の安全な相互
援助活動に向け、体調管理チェックリスト
を作成し、会報誌とホームページを通した
周知を行った。また、令和２年度、３年度
に実施回数を制限していた支援会員研修
会について、コロナ禍前と同様の年間３回
開催し、会員数増加に繋げることができ
た。

関係する事業
等の状況

市内の公共施設や幼稚園・保育園・児童
クラブでの会員募集ポスターの掲示や、
小学校の新入学児童保護者説明会での
会員募集チラシの配布を通し、事業の周
知を行っている。

市内の公共施設や幼稚園・保育園・児童ク
ラブでの会員募集ポスターの掲示や、小学
校の新入学児童保護者説明会での会員募
集チラシの配布を通し、事業の周知を行って
いる。

市内の公共施設や幼稚園・保育園・児童
クラブでの会員募集ポスターの掲示や、
小学校の新入学児童保護者説明会での
会員募集チラシの配布を通し、事業の周
知を行っている。

市内の公共施設や幼稚園・保育園・児童
クラブでの会員募集ポスターの掲示や、
小学校の新入学児童保護者説明会での
会員募集チラシの配布を通し、事業の周
知を行っている。

支援会員の確保に向けて年間３回の支援
員研修を実施した。依頼会員に対しては、
登録時の事前打合せで使用する「事前打
ち合わせ票」を簡略化し依頼会員の負担
軽減を実現した。また、支払方法に電子支
払いを取り入れ利便性の向上を図った。

支援会員の確保を目的として、年間３回の支援
員研修を実施した。あわせて、受講者から寄せら
れた意見を踏まえ、研修の年間予定を事前に決
定・公表し、受講しやすい環境づくりに努めた。ま
た、依頼会員に対しては、6月から利用費の一部
助成を開始した。１時間あたりの利用料金を、世
帯区分に応じて、200円から最大全額まで市が補
助することで経済的負担の軽減に努めた。

依頼会員数　3,000人
支援会員数　　550人
両方会員数　　490人

依頼会員数　3,000人
支援会員数　　600人
両方会員数　　500人

年度実績
依頼会員数　2,969人
支援会員数　　536人
両方会員数　　483人

依頼会員数　2,977人
支援会員数　　518人
両方会員数　　475人

依頼会員数　3,067人
支援会員数　　535人
両方会員数　　485人

年度目標
依頼会員数　3,000人
支援会員数　　550人
両方会員数　　480人

依頼会員数　3,000人
支援会員数　　550人
両方会員数　　480人

依頼会員数　3,000人
支援会員数　　550人
両方会員数　　480人

依頼会員数　3,059人
支援会員数　　522人
両方会員数　　484人

依頼会員数　3,228人
支援会員数　　527人
両方会員数　　501人

担当課

指標
依頼会員数

事業内容と目標
子どもを預かってくれる人（支援会員）、子どもを預かってほしい人（依頼会員）、両方したい人・できる人（両方会員）が会員同士で子育てを支援する相互援助活動を行います。また、会員に
対して、子育て情報の提供も行うなど、安心して子育てができる環境づくりを目指し、機能強化を図ります。

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

こども政策課施策の方向 ① 地域における子育ての支援サービスの充実
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 ファミリー・サポート・センター事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 60
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％C
令和５年度に、小学生までのこどもを持つ保護者を対象に実施したアンケート調査では、「年間、何日くらい事業を利用する必要があると思いますか」という質問に対し、年間10
日～19日と回答した保護者の割合が一番高い結果（約25.5％）であった。このような結果にも関わらず、利用者が増えない要因としては、事業の周知不足や、こどもを夜間に預
けることへの保護者の心理的な抵抗が考えられる。今後は、本事業が保護者の疾病や育児疲れといった場合にも利用可能であること、また登録から利用までの手順を分かり
やすく伝えることで、利用促進を図っていく。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 52.7

施策の方向 ① 地域における子育ての支援サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 子育て短期支援事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 60
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援

Ｒ４年度 Ｒ５年度

担当課

事業内容と目標
保護者が病気などの理由で、家庭において子どもの養育が困難な場合、児童養護施設で一時的に養育する子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業）を実施しま
す。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

利用日数（ショートステイ） 111日 214日

利用日数（トワイライトステイ） 159日 184日

こども政策課

Ｒ６年度

ショートステイ　　  183日
トワイライトステイ   27日

年度目標
ショートステイ　　　 132日
トワイライトステイ　164日

ショートステイ　　　 151日
トワイライトステイ　169日

ショートステイ　　　 170日
トワイライトステイ　174日

ショートステイ　　　 200日
トワイライトステイ　174日

ショートステイ　　　 214日
トワイライトステイ　184日

年度実績
ショートステイ　　　 215日
トワイライトステイ　103日

ショートステイ　　　 211日
トワイライトステイ　  48日

ショートステイ　　　 256日
トワイライトステイ　　41日

ショートステイ　　  201日
トワイライトステイ   17日

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

保護者が育児疲れや共働きのため、こど
もの養育が困難な場合に利用申請を受け
付け、委託先の児童養護施設でこどもの
預かりを実施した。

年度評価 B B B C C

取組内容

保護者が育児疲れや共働きのため、子ど
もの養育が困難な場合に利用申請を受け
付け、委託先の児童養護施設で子どもの
預かりを実施した。

保護者が育児疲れや共働きのため、子ど
もの養育が困難な場合に利用申請を受け
付け、委託先の児童養護施設で子どもの
預かりを実施した。

保護者が育児疲れや共働きのため、子ど
もの養育が困難な場合に利用申請を受け
付け、委託先の児童養護施設で子どもの
預かりを実施した。

保護者が育児疲れや共働きのため、子ど
もの養育が困難な場合に利用申請を受け
付け、委託先の児童養護施設で子どもの
預かりを実施した。

―

事業の成果

ショートステイ事業とトワイライトステイ事
業の利用日数をトータルで考えると、概ね
年度目標値を達成でき、事業の成果が出
たものと考える。

ショートステイ事業とトワイライトステイ事
業の利用日数をトータルで考えると、年度
目標値を若干下回ったものの、概ね達成
でき、事業の成果が出たものと考える。

利用世帯数に大きな変動はなかったが、ト
ワイライト事業の利用者は減少し、ショート
ステイ事業の利用者が増加した。利用日
数をトータルで考えると、年度目標値を若
干下回ったものの、概ね達成でき、事業の
成果が出たものと考える。

登録世帯数及び登録児童数は増加し、ショー
トステイ事業の利用日数は目標値を上回った
が、トワイライトステイ事業の利用日数が大きく
減少した。減少の要因としては、利用者が固定
化しており、利用頻度が高い方が対象年齢を
超え、利用がなくなったことが考えられる。

ショートステイ及びトワイライトステイのい
ずれも、利用日数は目標を下回った。減
少の要因としては、利用者が固定化して
おり、特定の利用者の利用頻度に実績が
大きく左右されやすいことが考えられる。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

事務の効率化や新規利用者を確保するた
め、委託事業者と制度の見直しに向けた
協議を行う。

課題

広く制度の周知を図り、幅広い方の利用
ができるようにする。

広く制度の周知を図り、幅広い方の利用
ができるようにする。

制度を広く周知すること及び、利用者に係
る手続きを簡素化する等、利用者しやす
い環境を整備する。

新規の利用者が増えていないことが課題
であるため、制度を知ってもらう機会の確
保や利用に係る負担の軽減等について検
討する。

新規利用者の確保に向けて、手続きの簡
素化や、こどもを預けることに対する保護
者の心理的な抵抗を軽減するための取り
組みを検討していく。

次年度に向け
ての対応

引き続き、市ホームページ等での広報を
図り、幅広い方が利用できるようにする。

引き続き、市ホームページ等での広報を
図り、幅広い方が利用できるようにする。

引き続き、市ホームページ等での広報をを
行いつつ、委託先と事務手続きの簡素化
について協議する。

引き続き、市ホームページ等での広報を
行いつつ、窓口や電話等における利用案
内や支援が必要な方に関する庁内連携
が図られるよう努める。

3



％A
積極的な情報発信や関係団体等との連携を継続的に行った結果、施設の利用者数は年々増加し、令和６年度の年間利用者数は、コロナ禍前の令和元年度と
比較して、7,654人増加した。令和７年度からは指定管理者制度を導入して、開設日の拡大（北口は年末年始以外、その他は日曜、年始以外開設）等、更なる
利便性の向上を図る。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 96.6

こども政策課施策の方向 ① 地域における子育ての支援サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 子育て支援センター事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 60
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 茅ヶ崎駅北口、茅ヶ崎駅南口、浜竹、香川の計4か所の子育て支援センターが相互に連携を図りながら、子育て家庭に対する相談・情報提供を充実させます。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

0～2歳1人当たりの利用回数／年 5.8回 5.8回

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

5.6回

年度目標 5.8回 5.8回 5.8回 5.8回 5.8回

年度実績 1.6回 2.4回 4.0回 5.1回

市ホームページやインスタグラムを活用
し、イベント情報や混雑の状況などを発信
した。また、助産師相談、栄養士相談など
の専門相談を毎月実施するとともに、季節
のイベントや各種講座を開催し利用促進
に努めた。

年度評価 C C C A A

取組内容

フリースペースの利用や栄養士・保育士・
助産師による専門相談は、人数制限を設
け、予約制とした。子育てに関する相談も
継続して行い、毎月、母子保健コーディ
ネータ－と各支援センターで情報共有を
行った。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点よ
り、フリースペースの利用や栄養士・保育士・
助産師による専門相談は、人数制限を設け、
予約制とした。毎月、母子保健コーディネータ
－と各支援センターで情報共有を引き続き行う
ほか、新たに保育コンシェルジュとの交流会や
浜見平保育園地域育児センターの情報交換
会を行い、相互連携を図った。

感染症対策として行っていた利用制限を
令和４年７月に一部解除し、利便性の向
上を図った。具体的には、フリースペース
や専門相談の予約制を撤廃した。また、
同時期にインスタグラムを開設し、混雑情
報やイベント情報等の配信を開始した。感
染症対策としては、午前午後の入替制や
施設の消毒を継続して実施した。

令和5年5月8日に新型コロナウイルス感
染症が第5類感染症に変更されたことを受
け、感染症対策として行っていたフリース
ペースの午前午後の入替制を解除し、コ
ロナ禍以前の運営体制に戻した。また利
用者にイベント情報等を分かりやすく伝え
るため、施設ごとのイベントカレンダーを
毎月作成し、市ホームページで公表した。

北口利用者支援事業の担当者をまとめ役
とし、支援センター間の情報共有を行うほ
か、サロン・サークルや子育て関係機関と
の連携を図っている。

事業の成果

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
より、４～６月は臨時休館をし、７月からは
人数制限を設け予約制とした。すべての
支援センターにおいて、定員率は７月以降
ほぼ100％であり、予約をお断りするケー
スも散見され、コロナ禍にもかかわらず一
定の役割を果たせた。

利用者支援事業の拠点を香川駅前子育
て支援センターから茅ヶ崎駅北口子育て
支援センターに移したことにより、施設へ
のアクセスがしやすくなり、利用者の利便
性が向上し、また、関係機関との連携もし
やすくなった。

予約制の撤廃により利用者の増加に繋
がった。なお、混雑緩和のため、距離が近
い北口と南口が連携し、混雑していない施
設を案内することで、利用者の安全を確
保しつつ、より多くの方に利用していただ
けるよう配慮した。

午前午後の入替制の解除や施設ごとにイ
ベントカレンダーを作成し毎月周知したこ
となどにより、年間の延べ利用者数は、コ
ロナ禍前の令和元年度と比較しても4,092
人増加した。
（R1年度37,382人、R5年度41,474人）

市ホームページやインスタグラムを活用し
た情報発信とともに、他事業で実施した
WEBマガジンの掲載や住宅情報誌の記事
広告の掲載など、子育て支援センターに
関する情報発信の充実に努め、年間利用
者は45,036人となり、前年度と比較して
3,562人増加した。

関係する事業
等の状況

様々な相談に対応できるように、支援セン
ター間の情報共有、利用者支援事業や子
育て関係機関への連携を図っている。

北口利用者支援事業の担当者をまとめ役
とし、支援センター間の情報共有を行うほ
か、サロン・サークルや子育て関係機関と
の連携を図っている。

北口利用者支援事業の担当者をまとめ役
とし、支援センター間の情報共有を行うほ
か、サロン・サークルや子育て関係機関と
の連携を図っている。

北口利用者支援事業の担当者をまとめ役
とし、支援センター間の情報共有を行うほ
か、サロン・サークルや子育て関係機関と
の連携を図っている。

土日祝日に開館日を拡大することで、利
用者の利便性の向上を図る。また、フリー
スペース等の利用時間の拡大に向けて指
定管理者と調整を進める。

課題

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
より予約制としていることから、今までどお
り気軽に立ち寄れなくなってしまった。その
結果、初めて利用する方にとっては敷居
が高いものとなってしまった。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
より予約制としていることから、利用者の
偏りが生じてしまい、未就学児を抱えなが
ら孤立している家庭をどのように掘り起こ
すのかが課題と考えられる。

感染症対策に一定の配慮をしつつ、利用
制限を段階的に解除し、利便性の向上を
図ることが今後の課題である。

更なる利便性の向上を目指して、他都市
のとの比較や利用者のニーズ調査等、課
題の洗い出し及び解消に向けた検討を行
う。

更なる利便性の向上を図るため、令和７
年度からの指定管理者制度の導入に向
けた取り組みを実施した。

次年度に向け
ての対応

利用者支援事業の拠点を香川駅前子育
て支援センターから茅ヶ崎駅北口子育て
支援センターに移すことにより、利用者の
利便性向上と関係機関との連携強化を図
る。

子育て支援センター職員が、離乳食講習
会や育児相談に出向き、子育て支援セン
ターのＰＲに努めていきたい。

利用者の増加に向けて、情報発信や相談
事業等において浜見平育児センターとの
連携強化を図る。

機能拡充を図るため、短期的な対応とし
て開設時間を見直すこと及び抜本的な対
応として指定管理者制度の導入に向けた
取組を行う。
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％A
コロナ禍で思うように活動できない時期があったが、その後については最終年度に目標達成には至らなかったものの、80%以上については達成することができ
た。また、令和５年度5,528人に対して令和６年度は5,709人とのべ利用者数も伸びており、交流できる場所としての活動量は増すことができており、今後も期待
できる状況となった。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 96.6

保育課施策の方向 ① 地域における子育ての支援サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 公立保育所における地域子育て支援拠点事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 60
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 浜見平保育園において、乳幼児やその保護者が交流できる場所を開設し、子育てについての相談や情報の提供を行います。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

0～2歳1人当たりの利用回数／年 5.8回 5.8回

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

5.6回

年度目標 5.8回 5.8回 5.8回 5.8回 5.8回

年度実績 1.6回 2.4回 4.0回 5.1回

入室制限も無く通常の運営を行っている。
フリースペースの開放や来場された方に
対する育児相談等に取り組んだ。

年度評価 C C C A A

取組内容

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から４～６月は休止した。７月からは、感
染症対策（ランチタイムの休止、入室制限
等）を実施しながら再開し、フリースペース
の開放や来場された方に対する育児相談
等に取り組んだ。

感染症対策（ランチタイムの休止、入室制
限等）を実施しながら、フリースペースの
開放や来場された方に対する育児相談等
に取り組んだ。

感染症対策（ランチタイムの休止、入室制
限等）を実施しながら、フリースペースの
開放や来場された方に対する育児相談等
に取り組んだ。

入室制限は無くし、コロナ前と同様の運営
を行っている。
フリースペースの開放や来場された方に
対する育児相談等に取り組んだ。

園庭開放やふれあい広場などの事業も再
開している。

事業の成果

約3か月間休止したことや、入室制限をし
たことにより、年度目標を達成することは
できなかったが、前年度の約半数の来場
者があるなど、一定の役割を果たすことが
できた。

感染症対策として入室を１０組程度に制限
したことなどから、年度目標を達成するこ
とはできなかったが、来場者は前年度と比
較し１３２％となり、一定の役割を果たすこ
とができた。

感染症対策として入室を１０組程度に制限
したことなどから、年度目標を達成するこ
とはできなかったが、来場者は前年度と比
較しもどりつつある。

SNS（インスタグラム）を活用して、公立保
育園の地域子育て支援に関する情報発
信を実施した。
コロナ前に近い水準まで利用者数が戻っ
ている。

SNS（インスタグラム）を活用して、公立保
育園の地域子育て支援に関する情報発
信を実施した。
コロナ前に近い水準まで利用者数が戻っ
ている。

関係する事業
等の状況

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、浜見平保育園の園庭開放は１年を
通して休止した。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、浜見平保育園の園庭開放は１年を
通して休止した。

新型コロナウイルス感染症の状況をみ
て、浜見平保育園の園庭開放は５月の連
休明けから再開した。

園庭開放やふれあい広場などの事業も再
開している。

公立保育園として地域子育て支援の拡充
に向け、保育士と保育課で議論しながら
取り組みを推進する。

課題

十分な感染症対策をしつつも、気軽に利
用できる場所及び子育てに役立つ情報を
提供する。

休止している事業の再開を目指し、必要
な感染症対策等について検討を行う。

休止している事業の再開を目指し、必要
な感染症対策等について検討を行う。

コロナで利用者が減少していた時期が数
年あったため、その間に出産した保護者
への周知を図る。

利用回数を伸ばすため、SNSを利用を工
夫するなど周知を強化する図る。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症の状況を把握
し、感染症対策を実施しながらも、地域に
おける子育て支援に取り組む。

子育て支援の拡充と感染症対策の両立に
向けた取り組みを推進する。

子育て支援の拡充と感染症対策の両立に
向けた取り組みを推進する。

公立保育園として地域子育て支援の拡充
に向け、保育士と保育課で議論しながら
取り組みを推進する。

5



地域における子育ての支援 要保護・要支援児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進
地域における子育ての支援サービスの充実 児童虐待防止対策の充実

家庭における適正な児童養育、家庭児童福祉の向上を図るため家庭児童相談室を設置し、家庭児童相談員による相談業務を行います。
子ども家庭総合支援拠点を設置し、子ども及びその家庭、妊産婦等を対象に、実情の把握、情報提供、相談・指導、関係機関との連絡調整等の支援を一体的に提供します。
要保護児童対策地域協議会の調整機関として、児童相談所や警察、地域の関係機関等との連携により、児童虐待が発生した家庭等における子ども及びその保護者を支援します。

５年間の
振り返り

評価

A

５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

％社会情勢や家庭環境が変化する中で、様々な相談ニーズに対応し、要保護児童対策地域協議会をはじめとする関係機関等との連携により、こどもと保護者の
適切な支援を実施することができた。

施策の方向 ① ①

項目 現状値（H３０）

（　相談解決率　） （　63.9%　） 目標となる指標の数値設定なし

こども育成相談課

児童虐待に至る前の早期の養育相談
を重点に置き、関係機関と連携を図り
ながら適切な対応を行った。

年度目標
相談に対し適切な対応を行う。特に児
童虐待等に至る前の早期の児童養育
相談に重点をおき対応する。

計画
体系

基本施策 1 5
担当課

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 家庭児童相談事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 61・90

相談に対し適切な対応を行う。特に児童
虐待等に至る前の早期の児童養育相談
に重点をおき対応する。

相談に対し適切な対応を行う。特に児童
虐待等に至る前の早期の児童養育相談
に重点をおき対応する。

相談に対し適切な対応を行う。特に児童
虐待等に至る前の早期の児童養育相談
に重点をおき対応する。

年度実績
児童虐待に至る前の早期の養育相談
を重点に、適切な対応を行った。

児童虐待に至る前の早期の養育相談を
重点に、関係機関と連携を図りながら適
切な対応を行った。

児童虐待に至る前の早期の養育相談を
重点に置き、関係機関と連携を図りながら
適切な対応を行った。

児童虐待に至る前の早期の養育相談を
重点に置き、関係機関と連携を図りながら
適切な対応を行った。

Ｒ６年度

事業内容と目標

実績

家庭における児童の健全育成のための指
導・助言を行うとともに、関係機関と連携
を取りながら児童虐待の早期発見と支援
を行った。
（現状値：67.1％）
※家庭児童相談件数 821件（前年813件）

年度評価 A A A A A

取組内容

家庭における児童の健全育成のための指
導・助言を行うとともに、関係機関と連携
を取りながら児童虐待の早期発見と支援
を行った。
（現状値：60.3％）
※家庭児童相談件数 524件（前年593件）

家庭における児童の健全育成のための指
導・助言を行うとともに、関係機関と連携
を取りながら児童虐待の早期発見と支援
を行った。
（現状値：63.2％）
※家庭児童相談件数 644件（前年524件）

家庭における児童の健全育成のための指
導・助言を行うとともに、関係機関と連携
を取りながら児童虐待の早期発見と支援
を行った。
（現状値：６１.０％）
※家庭児童相談件数 654件（前年644件）

家庭における児童の健全育成のための指
導・助言を行うとともに、関係機関と連携
を取りながら児童虐待の早期発見と支援
を行った。
（現状値：６９.１％）
※家庭児童相談件数 8１３件（前年654
件）

相談に対し適切な対応を行う。特に児童
虐待等に至る前の早期の児童養育相談
に重点をおき対応する。

・子育て世帯訪問支援事業（訪問回数（ヘ
ルパー）：30回、訪問回数（相談員）：4回）
・茅ヶ崎市要保護児童対策地域協議会
（代表者会議：1回、実務者会議：2回、個
別ケース検討会議：122回）

事業の成果

相談の複雑化・長期化により解決率は下
がっているが、相談件数は前年より減少
（前年度比：88％）し、早期の段階での「要
支援児童・特定妊婦」の相談支援を積極
的に行うことができた。

新型コロナウイルス感染症の影響等による相
談の複雑化・長期化により、相談件数は前年
より増加（前年度比：122％）しているものの、
解決率は上がっており、関係機関と連携を図
ることで早期の段階での「要支援児童・特定妊
婦」の相談支援を積極的に行うことができた。

新型コロナウイルス感染拡大期の影響等
による相談の複雑化・長期化が引き続き
見られ、相談件数は前年より微増（前年度
比：102％）しているものの、解決率は上
がっており、関係機関と連携を図ることで
早期の段階での「要支援児童・特定妊婦」
の相談支援を積極的に行うことができた。

複雑化・長期化が引き続き見られ、相談
件数は前年より増加（前年度比：122％）し
ているものの、解決率は上がっており、関
係機関と連携を図ることで早期の段階で
の「要支援児童・特定妊婦」の相談支援を
積極的に行うことができた。

複雑化・多様化する案件が増えていることで、
長期化するケースが引き続き見られ、相談件
数は前年より微増（年度比：101％）しているも
のの、引き続き高い解決率を維持しており、関
係機関と連携を図ることで早期の段階での「要
支援児童・特定妊婦」の相談支援を積極的に
行うことができた。

関係する事業
等の状況

・育児支援家庭訪問事業（訪問回数（ヘルパー）：28
回、訪問回数（相談員）：13回）
・茅ヶ崎市要保護児童対策地域協議会（代表者会
議：1回、実務者会議：1回、個別ケース検討会議：98
回）

・育児支援家庭訪問事業（訪問回数（ヘル
パー）：2回、訪問回数（相談員）：2回）
・茅ヶ崎市要保護児童対策地域協議会（代表
者会議：1回、実務者会議：1回、個別ケース検
討会議：165回）

・育児支援家庭訪問事業（訪問回数（ヘル
パー）：22回、訪問回数（相談員）：4回）
・茅ヶ崎市要保護児童対策地域協議会
（代表者会議：1回、実務者会議：1回、個
別ケース検討会議：134回）

・育児支援家庭訪問事業（訪問回数（ヘル
パー）：75回、訪問回数（相談員）：5回）
・茅ヶ崎市要保護児童対策地域協議会
（代表者会議：1回、実務者会議：2回、個
別ケース検討会議：144回）

小中学校や保育園等の関係機関を訪問
し、密に連携を図るとともに、継続的な相
談・支援を実施する。また、要保護児童対
策地域協議会での対応や通報・相談につ
いて、関係機関との会議や研修の中で周
知を図る。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響より外
出機会が減少していることから、潜在化し
やすい家庭内の状況（不適切な養育環境
等）の把握が課題となる。

コロナ禍であっても早期発見ができるよう
関係機関との連携を深めたが、引き続き、
潜在化しやすい家庭内の状況の把握のた
め、見守る側の意識の向上が必要であ
る。

コロナ禍であっても早期発見ができるよう
関係機関との連携を深めたが、引き続き、
潜在化しやすい家庭内の状況の把握のた
め、見守る側の意識の向上が必要であ
る。

潜在化しやすい家庭内の状況の把握のた
め、地域を含めた関係機関との連携や見
守る側の意識の向上が必要である。

潜在化しやすい家庭内の状況の把握のた
め、地域を含めた関係機関との連携や見
守る側の意識の向上が必要である。

次年度に向け
ての対応

家庭児童相談室や県のLINE相談・24時間365
日対応の相談専用ダイヤル「189」等、相談先
の周知を行うとともに、新たな相談のニーズが
潜在化することがないよう、関係機関と連携
し、相談・支援を実施する。

コロナ禍における新たな相談のニーズが潜在
化することがないよう、様々な媒体を活用した
相談先の周知を行うとともに、児童相談所や
保育園、小中学校等の関係機関と密に連携
し、相談・支援を実施する。

新型コロナウイルス感染拡大期の影響に
よる相談ニーズに対応するため、様々な
媒体を活用した相談先の周知を行うととも
に、児童相談所や保育園、小中学校等の
関係機関と密に連携し、相談・支援を実施
する。

様々な媒体を活用した相談先の周知を行
うとともに、児童相談所や保育園、小中学
校等の関係機関と密に連携し、相談・支
援を実施する。また、要対協や通報・相談
について、関係機関の意識向上のため周
知を深めていく。
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％A 相談者の視点に立った、相談者が安心できる支援・相談を提供するために、各相談業務の枠組みを整理して周知するとともに、スーパーバイザーからの指導
助言を生かし、学校や関係諸機関との連携を図りながら事業を実施することができた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

教育センター施策の方向 ① 地域における子育ての支援サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 青少年教育相談事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 61
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
児童・生徒及び青少年が直面する問題及び不安や悩みの相談に対応し、健全育成、非行化防止及び自立を目指して、きめ細やかな相談活動を電話、面接、訪問等それぞれのケースに適
した形で展開します。また、複雑化、多様化している相談内容について、心理学の研究的な視点を持ち、相談機能の質の向上を目指します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　相談件数　） （　2,805件　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援し
た。

年度目標
児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援す
る。

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援す
る。

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援す
る。

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援す
る。

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援す
る。

年度実績
児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援し
た。

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援し
た。

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援し
た。

児童・生徒及び保護者等からの電話、
面接、訪問等の相談に応じ、支援し
た。

スーパーバイザーの指導助言を受けながら、
電話相談（青少年相談、一般教育相談、「ここ
ろ」の電話相談、「いじめ」電話相談、特別支援
電話相談）及び面接（来所）相談を実施。学校
やあすなろ教室に通うことができない、不登校
またはその傾向にある児童・生徒への支援・
相談業務として、不登校児童・生徒訪問相談を
実施。（現状値：2,479件）

年度評価 A A A A A

取組内容

スーパーバイザーの指導助言を受けながら、
電話相談（青少年相談、一般教育相談、「ここ
ろ」の電話相談、「いじめ」電話相談、特別支援
相談）及び面接（来所）相談を実施。学校及び
適応指導教室に通うことができないひきこもり
傾向の児童・生徒への支援・相談業務として、
不登校児童・生徒訪問相談を実施。
（現状値：2,550件）

スーパーバイザーの指導助言を受けながら、
電話相談（青少年相談、一般教育相談、「ここ
ろ」の電話相談、「いじめ」電話相談、特別支援
電話相談）及び面接（来所）相談を実施。学校
やあすなろ教室に通うことができない、不登校
またはその傾向にある児童・生徒への支援・
相談業務として、不登校児童・生徒訪問相談を
実施。（現状値：2,380件）

スーパーバイザーの指導助言を受けながら、
電話相談（青少年相談、一般教育相談、「ここ
ろ」の電話相談、「いじめ」電話相談、特別支援
電話相談）及び面接（来所）相談を実施。学校
やあすなろ教室に通うことができない、不登校
またはその傾向にある児童・生徒への支援・
相談業務として、不登校児童・生徒訪問相談を
実施。（現状値：2,403件）

スーパーバイザーの指導助言を受けながら、
電話相談（青少年相談、一般教育相談、「ここ
ろ」の電話相談、「いじめ」電話相談、特別支援
相談）及び面接（来所）相談を実施。学校及び
適応指導教室に通うことができないひきこもり
傾向の児童・生徒への支援・相談業務として、
不登校児童・生徒訪問相談を実施。
（現状値：2,064件）

小中学校関係者に支援・相談業務に関す
る説明会を実施、小中学校及び関係諸機
関、児童・生徒等へのリーフレット、チラシ
の配布、広報紙等により市民へ相談室に
ついて周知。

事業の成果

青少年の様々な問題（いじめ・不登校・し
つけ等）や悩みについて、学校や他の関
係諸機関と連携を図りながら事業を実施。
臨床心理士含む10人の相談員で対応し、
不登校、その傾向の児童・生徒、その保
護者等の心のケアに努めた。

青少年の様々な問題（いじめ・不登校・し
つけ等）や悩みについて、学校や他の関
係諸機関と連携を図りながら事業を実施。
臨床心理士含む10人の相談員で対応し、
不登校、その傾向の児童・生徒、その保
護者等の心のケアに努めた。

青少年の様々な問題（いじめ・不登校・し
つけ等）や悩みについて、学校や他の関
係諸機関と連携を図りながら事業を実施。
臨床心理士を含む9人の相談員で対応
し、不登校児童・生徒やその保護者等の
心のケアに努めた。

青少年の様々な問題（いじめ・不登校・し
つけ等）や悩みについて、学校や他の関
係諸機関と連携を図りながら事業を実施。
臨床心理士を含む10人の相談員で対応
し、不登校児童・生徒やその保護者等の
心のケアに努めた。

青少年の様々な問題（いじめ・不登校・し
つけ等）や悩みについて、学校や他の関
係諸機関と連携を図りながら事業を実施。
臨床心理士を含む10人の相談員で対応
し、不登校児童・生徒やその保護者等の
心のケアに努めた。

関係する事業
等の状況

小中学校関係者に特別支援・相談業務に
関する書面を配布、小中学校、児童・生徒
等へのリーフレット、チラシの配布、広報
紙等により市民へ相談室について周知。

小中学校関係者に特別支援・相談業務に関す
る書面を配布、小中学校、児童・生徒等への
リーフレット、チラシの配布、広報紙等により市
民へ相談室について周知。

小中学校関係者に支援・相談業務に関す
る説明会を実施、小中学校及び関係諸機
関、児童・生徒等へのリーフレット、チラシ
の配布、広報紙等により市民へ相談室に
ついて周知。

小中学校関係者に支援・相談業務に関す
る説明会を実施、小中学校及び関係諸機
関、児童・生徒等へのリーフレット、チラシ
の配布、広報紙等により市民へ相談室に
ついて周知。

相談者の視点に立った、相談者が安心で
きる支援・相談を提供するために、各相談
業務の枠組みを整理して周知するととも
に、スーパーバイザーからの指導助言を
生かし、学校や関係諸機関との連携を図
りながら事業を実施する。

課題

登校が困難な児童・生徒への支援、発達
障害に関する相談などに適切に対応でき
るよう学校と連携しながら相談業務を実施
していく必要がある。

登校が困難な児童・生徒への支援、発達
障害に関する相談などに適切に対応でき
るよう学校と連携しながら相談業務を実施
していく必要がある。

登校が困難な児童・生徒への支援、発達
障がいに関する相談などに適切に対応で
きるよう学校や関係諸機関との連携を図
りながら事業を実施していく必要がある。

登校が困難な児童・生徒への支援、発達
障がいに関する相談などに適切に対応で
きるよう学校や関係諸機関との連携を図
りながら事業を実施していく必要がある。
また、不登校支援に関する情報を保護者
等に適時提供する必要がある。

登校が困難な児童・生徒への支援、発達
障がいに関する相談などに適切に対応で
きるよう学校や関係諸機関との連携を図
りながら事業を実施していく必要がある。
また、不登校支援に関する情報を保護者
等に適時提供する必要がある。

次年度に向け
ての対応

よりよい支援・相談業務を推進するため
に、相談業務の周知とスーパーバイザー
からの指導助言を受けながら相談業務を
実施する。

よりよい支援・相談業務を推進するため
に、相談業務の周知とスーパーバイザー
からの指導助言を受けながら相談業務を
実施する。

相談者の視点に立った、相談者が安心で
きる支援・相談を提供するために、各相談
業務の枠組みを整理して周知するととも
に、スーパーバイザーからの指導助言を
生かし、学校や関係諸機関との連携を図
りながら事業を実施する。

相談者の視点に立った、相談者が安心で
きる支援・相談を提供するために、各相談
業務の枠組みを整理して周知するととも
に、スーパーバイザーからの指導助言を
生かし、学校や関係諸機関との連携を図
りながら事業を実施する。

7



（ ① 3歳児からの講座　8講座（5回） ）
（ ② 2歳児向けの講座　6講座（1回） ）
（ ① 3歳児からの講座　32人 ）
（ ② 2歳児向けの講座　47人 ）

％A プログラムを通して、相談員と顔の見える関係ができ、子育てに悩む保護者への早い段階での関わりの中で、保護者の負担感を軽減する方法を一緒に考える
ことができた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

こども育成相談課施策の方向 ① 地域における子育ての支援サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 子育て練習講座「ほしつ☆メソッド」の実施 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 61
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
子育てに悩みを持つ保護者に対し、しつけの技術を身に着けることで親子関係の改善を目指す「ほしつ☆メソッド」（ほめる・しかる・つたえる子育て練習講座）を実施し、子育て中の家庭を
支援するとともに、児童虐待の未然防止を図ります。

実績

項目 現状値（H３０）

（実施回数）
目標となる指標の数値設定なし

（受講者数）

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

広報紙やホームページ等で開催案内を掲載し
たほか、様々な媒体を通じて周知を行った。
また、継続的な支援が必要な参加者について
は、個別に対応した。

年度目標

・様々な媒体を利用した講座の周知を行
う。
・支援の必要な参加者に対し、講座受講
後も継続的なフォローを行う。

・様々な媒体を利用した講座の周知を行
う。
・支援の必要な参加者に対し、講座受講
後も継続的なフォローを行う。

・様々な媒体を利用した講座の周知を行
う。
・支援の必要な参加者に対し、講座受講
後も継続的なフォローを行う。

・様々な媒体を利用した講座の周知を行
う。
・支援の必要な参加者に対し、講座受講
後も継続的なフォローを行う。

・様々な媒体を利用した講座の周知を行
う。
・支援の必要な参加者に対し、講座受講
後も継続的なフォローを行う。

年度実績
CATVや広報紙、地域報紙などを通じて講座の一部を紹
介する形も取りながら周知を行った。また、参加者に対
し、必要に応じて継続的に支援を行った。

CATVや広報紙、地域報紙などを通じて講座の
一部を紹介する形も取りながら周知を行った。
また、参加者に対し、必要に応じて継続的に支
援を行った。

広報紙による開催案内や地域情報誌での講
座内容の一部を紹介する連載など、様々な媒
体を通じて周知を行った。また、参加者に対
し、必要に応じて継続的に支援を行った。

広報紙による開催案内や地域情報誌での講
座内容の一部を紹介する連載など、様々な媒
体を通じて周知を行った。また、参加者に対
し、必要に応じて継続的に支援を行った。

公共施設への案内配架のほか、様々なメ
ディアを通じて積極的な周知を行った。ま
た、関係機関向けに講師養成講座を開催
し、さらなるスキル向上に努めた。
（現状値：①3歳児からの講座 34回・34
人、②2歳児向けの講座 6回・33人）

年度評価 A A A A A

取組内容

新型コロナウイルス感染症の影響で年度の前
半は中止としたが、後半からは感染症対策を
行いながら講座を開催した。また、公共施設へ
の案内配架のほか、様々なメディアを通じて積
極的な周知を行った。
（現状値：①3歳児からの講座 25回・13人、②2
歳児向けの講座 2回・8人）

新型コロナウイルス感染症の対策を行い
ながら講座を開催した。また、公共施設へ
の案内配架のほか、様々なメディアを通じ
て積極的な周知を行った。
（現状値：①3歳児からの講座 50回・31
人、②2歳児向けの講座 9回・38人）

新型コロナウイルス感染症の対策を行い
ながら講座を開催した。また、公共施設へ
の案内配架のほか、様々なメディアを通じ
て積極的な周知を行った。
（現状値：①3歳児からの講座 45回・36
人、②2歳児向けの講座 8回・58人）
また、関係機関向けに講師養成講座を開
催し、さらなるスキル向上に努めた。

公共施設への案内配架のほか、様々なメ
ディアを通じて積極的な周知を行った。ま
た、関係機関向けに講師養成講座を開催
し、さらなるスキル向上に努めた。
（現状値：①3歳児からの講座 40回・40
人、②2歳児向けの講座 6回・26人）

家庭児童相談事業において、適宜、個別
講座を実施している。

事業の成果

講座受講前と受講後に行ったアンケートで
は、「子どもを怒鳴る頻度が減少した」、
「親の負担感が減少した」、「子どもに親の
話が伝わると感じる」等、親子関係の改善
に効果があった。

講座受講前と受講後に行ったアンケートで
は、「子どもを怒鳴る頻度が減少した」、
「親の負担感が減少した」、「子どもに親の
話が伝わると感じる」等、親子関係の改善
に効果があった。

講座受講前と受講後に行ったアンケートで
は、「子どもを怒鳴る頻度が減少した」、
「伝わりやすい環境を作るようになった」、
「子どもに親の話が伝わると感じる」等、親
子関係の改善に効果があった。

講座受講前と受講後に行ったアンケートで
は、「子どもを怒鳴る頻度が減少した」、
「伝わりやすい環境を作るようになった」、
「子どもがすぐに行動しなくても少し待てる
ようになった」等、親子関係の改善に効果
があった。

受講前後に行ったアンケートで「こどもの
できることに目を向けほめることを実践で
きようになった」「ロールプレイで練習する
ことで、家庭でも声掛けを実践でき、イライ
ラの頻度が減少した」等、親子関係の改
善、保護者の負担感の軽減に効果があっ
た。

関係する事業
等の状況

家庭児童相談事業において、適宜、個別
講座を実施している。

家庭児童相談事業において、適宜、個別
講座を実施している。

家庭児童相談事業において、適宜、個別
講座を実施している。

家庭児童相談事業において、適宜、個別
講座を実施している。（5世帯）

広報の媒体の工夫、周知先の拡大を行
う。
参加定員の拡大を目指しながら、安定的
な講座を開催する。

課題

・講座の更なる周知の強化
・講師の人材育成（スキル向上）

・講座の更なる周知の強化
・講師の人材育成（スキル向上）

・講座の更なる周知の強化
・参加しやすい開催場所や日程

・講座の更なる周知の強化
・参加しやすい開催場所や日程
・講師の人材育成(スキル向上）

・講座の周知や参加しやすい日程・場所
の調整
・講師の人材育成(スキル向上）

次年度に向け
ての対応

様々な媒体を活用した講座の周知を行う
とともに、新型コロナウイルス感染症の対
策を実施しながら、継続して安定的に講座
（託児含む）を開催する。

様々な媒体を活用した講座の周知を行う
とともに、新型コロナウイルス感染症の対
策を実施しながら、継続して安定的に講座
（託児含む）を開催する。

ＬＩＮＥによる新たな情報発信を行うととも
に、開催場所を各公民館で実施するなど
試行しながら、アフターコロナを見据え参
加定員を拡大する。

様々な媒体での活動や周知先の拡大を
行うとともに、開催場所を複数箇所（公民
館等）とすることで参加定員の拡大を目指
しつつ、安定的に講座を開催する。
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％A 社会情勢の変化により増加する相談ニーズに対応し、保護者と保育現場への支援を実施することができた。
５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

こども育成相談課施策の方向 ② 子育て支援のネットワークづくり

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 巡回相談事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 63
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 こどもセンターの相談員・臨床心理士が保育所等を巡回し、支援が必要と思われる子どもの特性理解・対応方法などを助言し、集団適応や発達促進を支援します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　巡回回数　） （　217回　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

保護者の疑問や不安を解消するとともに、
保育現場での子どもの理解促進の支援を
行った。年間319件の巡回相談を実施。

年度目標
適切な事業実施により、保護者の疑問
や不安を解消するとともに、保育現場
での子どもの理解促進の支援をする。

適切な事業実施により、保護者の疑問や
不安を解消するとともに、保育現場での子
どもの理解促進の支援をする。

適切な事業実施により、保護者の疑問や
不安を解消するとともに、保育現場での子
どもの理解促進の支援をする。

適切な事業実施により、保護者の疑問や
不安を解消するとともに、保育現場での子
どもの理解促進の支援をする。

適切な事業実施により、保護者の疑問や
不安を解消するとともに、保育現場での子
どもの理解促進の支援をする。

年度実績
保護者の疑問や不安を解消するとともに、保
育現場での子どもの理解促進の支援を行っ
た。年間237回の巡回相談を実施。

保護者の疑問や不安を解消するとともに、保
育現場での子どもの理解促進の支援を行っ
た。年間261回の巡回相談を実施。

保護者の疑問や不安を解消するとともに、保
育現場での子どもの理解促進の支援を行っ
た。年間293回の巡回相談を実施。

保護者の疑問や不安を解消するとともに、保
育現場での子どもの理解促進の支援を行っ
た。年間324件の巡回相談を実施。

保護者及び市内の保育園や幼稚園といっ
た保育の現場に出向き、巡回相談を実施
することで、保護者の養育に関する疑問
に対する助言をするとともに、保育の現場
での子どもへの支援の方法等を伝え、子
どもの理解促進と関わり方の工夫につい
て助言を行った。（現状値：319件）

年度評価 A A A A A

取組内容

保護者及び市内の保育園や幼稚園といった保
育の現場に出向き、巡回相談を実施すること
で、保護者の養育に関する疑問に対する助言
をするとともに、保育の現場での子どもへの支
援の方法等を伝え、子どもの理解促進と関わ
り方の工夫について助言を行った。
（現状値：237回）

保護者及び市内の保育園や幼稚園といっ
た保育の現場に出向き、巡回相談を実施
することで、保護者の養育に関する疑問
に対する助言をするとともに、保育の現場
での子どもへの支援の方法等を伝え、子
どもの理解促進と関わり方の工夫につい
て助言を行った。
（現状値：261回）

保護者及び市内の保育園や幼稚園といっ
た保育の現場に出向き、巡回相談を実施
することで、保護者の養育に関する疑問
に対する助言をするとともに、保育の現場
での子どもへの支援の方法等を伝え、子
どもの理解促進と関わり方の工夫につい
て助言を行った。
（現状値：293回）

保護者及び市内の保育園や幼稚園といっ
た保育の現場に出向き、巡回相談を実施
することで、保護者の養育に関する疑問
に対する助言をするとともに、保育の現場
での子どもへの支援の方法等を伝え、子
どもの理解促進と関わり方の工夫につい
て助言を行った。（現状値：324件）

療育相談事業（相談件数：4,669件）

事業の成果

子どもの発達に関わる相談を受けて助言等を行い、
また、他の関係機関と連携して保護者の子どもの養
育への疑問の解決や不安の軽減に成果が出てい
る。
市内認可保育園や幼稚園の保育の現場には、巡回
相談を実施することで保育の現場での子どもへの
支援の方法等を伝え、子どもの理解促進と関わり方
の工夫に成果が出ている。

子どもの発達に関わる相談を受けて助言等を行い、
また、他の関係機関と連携して保護者の子どもの養
育への疑問の解決や不安の軽減に成果が出てい
る。
市内認可保育園や幼稚園の保育の現場には、巡回
相談を実施することで保育の現場での子どもへの
支援の方法等を伝え、子どもの理解促進と関わり方
の工夫に成果が出ている。

子どもの発達に関わる相談を受けて助言等を行い、
また、他の関係機関と連携して保護者の子どもの養
育への疑問の解決や不安の軽減に成果が出てい
る。
市内認可保育園や幼稚園の保育の現場には、巡回
相談を実施することで保育の現場での子どもへの
支援の方法等を伝え、子どもの理解促進と関わり方
の工夫に成果が出ている。

子どもの発達に関わる相談を受けて助言等を行い、
また、他の関係機関と連携して保護者の子どもの養
育への疑問の解決や不安の軽減に成果が出てい
る。
市内認可保育園や幼稚園の保育の現場には、巡回
相談を実施することで保育の現場での子どもへの
支援の方法等を伝え、子どもの理解促進と関わり方
の工夫に成果が出ている。

子どもの発達に関わる相談を受けて助言等を行
い、また、他の関係機関と連携して保護者の子ど
もの養育への疑問の解決や不安の軽減に成果
が出ている。市内認可保育園や幼稚園の保育の
現場には、巡回相談を実施することで保育の現
場での子どもへの支援の方法等を伝え、子ども
の理解促進と関わり方の工夫に成果が出てい
る。

関係する事業
等の状況

療育相談事業（相談件数：2,834件） 療育相談事業（相談件数：3,531件） 療育相談事業（相談件数：3,800件） 療育相談事業（相談件数：4,250件）

個別の相談対応時に保育園や幼稚園等
と情報共有する頻度を高めることで巡回
相談の実効性を向上させる。

課題

巡回相談のニーズが高く、一度の巡回相談で
対象となるこどもの人数も多くなっており、一人
のこどもに割ける時間が少なくなっている。一
人一人に必要な時間を確保をできるよう検討
する必要がある。

巡回相談のニーズが高まっており、一度の巡
回で対象となる子どもの人数も多くなっている
ため、一人一人に必要な時間を確保をできる
よう検討する必要がある。専門性をもって運営
しているこどもセンターの魅力の維持と事業実
施に支障がない体制づくりが必要である。

年間の巡回回数を増やし（72回→93回）
ニーズに対応しましたが、引き続き専門性
をもって運営しているこどもセンターの魅
力の維持と事業実施に支障がない体制づ
くりが必要である。

事業を利用する保育園や幼稚園等に偏り
がある。全体的に巡回相談のニーズが高
く、効率的・効果的な体制づくりが必要で
ある。

事業を利用する保育園や幼稚園等に偏り
がある。全体的に巡回相談のニーズが高
く、効率的・効果的な体制づくりが必要で
ある。

次年度に向け
ての対応

事業を利用する、保育園や幼稚園等に一
部偏りがあったため、より多くの機関によ
り必要とするタイミングで訪問できるよう、
運用の見直しを図る。

事業を利用する保育園や幼稚園等に偏り
があったため、より多くの機関に必要とす
るタイミングで訪問できるよう、運用の見
直しを図る。

事業を利用する保育園や幼稚園等に偏り
があったため、より多くの機関に必要とす
るタイミングで訪問できるよう、運用の見
直しを図るとともに、研修など保育士への
支援方法の検討を図る。

研修等による保育園や幼稚園等への支
援方法の検討を図る。
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％A 適切な時期に滞りなく更新及び周知を行うことができた。本事業は広告収入を原資としており、市の費用負担なしで発行しているため、今後も継続的な発行を
可能とするために、広告効果を最大限引き出せるよう、引き続き周知に努めていく。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 86.6

こども政策課施策の方向 ② 子育て支援のネットワークづくり

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 子育て情報の収集・提供 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 63
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
各種子育て支援サービスの情報を一元的にまとめた子育てミニマップや子育てガイドブックを作成するとともに市ホームページの充実を図ります。また、インターネットを活用した子育て関連
情報の発信事業を充実させます。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

子育てガイドブックの発行 隔年発行20,000部 隔年発行20,000部

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

6,000部

年度目標 20,000部 0部（隔年発行のため） 20,000部 0部（隔年発行のため） 20,000部

年度実績 20,000部 0部（隔年発行のため） 20,000部 0部（隔年発行のため）

2024年4月時点の最新情報を反映し、
2024年度版を発行した。あわせて、発行
間隔を隔年から毎年へと変更し、常に最
新の情報を掲載できるよう努めた。また、
サイズをA4からB5に変更し、持ち運びや
すいポケットサイズとした。

年度評価 A A A A C

取組内容

子育てに関する情報を幅広くまとめた子
育てガイドブック2020年度版を発行した。
ホームページにもデジタルブックとして掲
載した。

2020年度版に2021年４月時点の最新情
報を盛り込んだ用紙を差し込んだ。
2022年度版の発行に向けて、各課かいで
関係する事業の掲載内容について、照会
を行った。

子育てに関する情報を幅広くまとめた子
育てガイドブック2022年度版を発行した。
ホームページにもデジタルブックとして掲
載した。

2022年度版に2023年4月時点の最新情報
を盛り込んだ用紙を差し込んだ。
2024年度版の発行に向けて、関係課との
調整を行った。

市役所、コミュニティセンター、公民館、出
張所等の公共施設において、子育てガイ
ドブックを配架している。

事業の成果

手当、医療証、健康診断、予防接種等の
さまざまな事業や、公園や子ども食堂など
の地域に密着した情報をまとめた子育て
世帯向けの冊子を発行することができた。

転入世帯や妊娠がわかった家庭に、子育てガ
イドブックを配付しているため、子育て世帯に
向けて、子育て情報を提供することができた。
ホームページでもデジタルブックとして掲載し
ているため、幅広く周知している。

手当、健康診断、予防接種等の基本的な情報
から、子育て支援制度や施設紹介など子育て
に役立つ情報を掲載した。また、市内出身・在
住者による「茅ヶ崎での子育ての座談会」、市
公式YouTubeの講座、ダンス、料理など子ども
と一緒に楽しめる動画の特集など地域に密着
した情報も掲載した。

転入世帯や妊娠がわかった家庭に、子育
てガイドブックを配付しているため、子育て
世帯に向けて、子育て情報を提供すること
ができた。
ホームページでもデジタルブックとして掲
載しているため、幅広く周知している。

転入世帯や妊娠が判明した家庭に、子育
てガイドブックを配布するとともに、保育園
や幼稚園などのこどもに関わる施設にも
配布を行った。また、市ホームページには
デジタルガイドブックを掲載し、利便性の
向上に努めた

関係する事業
等の状況

母子健康手帳と一緒に配布したり、公共
施設に配架することで、子育て世帯が手
に取りやすくしている。

コミュニティセンター、公民館、出張所等の
公共施設において、子育てガイドブックを
配架している。

市役所、コミュニティセンター、公民館、出
張所等の公共施設において、子育てガイ
ドブックを配架している。

市役所、コミュニティセンター、公民館、出
張所等の公共施設において、子育てガイ
ドブックを配架している。

2025年度版の発行に向けて関係各課と調
整を行う。また、2025年度版の配布時期ま
でに、可能な限り前年度版を配布する。

課題

よりわかりやすく掲載内容の充実を図る。 よりわかりやすく掲載内容の充実を図る。 よりわかりやすく掲載内容の充実を図る。 よりわかりやすく掲載するため内容の充実
を図る。

本事業は広告収入を原資としており、市
の費用負担なしで発行しているため、より
多くの方に手に取っていただき読んでもら
えるよう努める。

次年度に向け
ての対応

子育てガイドブックについては2020年度版
に2021年４月時点の最新情報を盛り込む
と共に、2022年度版の発行に向けた準備
を行った。

2022年度版の発行に向けて、各課かいで
関係する事業の照会を行い、よりわかりや
すく充実した子育てガイドブックが作成で
きるよう準備を行う。

2024年度版の発行に向けた準備を行う。 2024年度版の発行に向けて、庁内関係課
との調整、全体の構成及びサイズの見直
し等、利便性の向上に向けた検討を行う。

10



％C
コロナ禍にあってはオンラインでのおはなし会を開催するなど、ボランティアの協力を得ながら、子ども読書活動推進に向け、様々な取り組みを進めてきた。ブッ
クスタートのバックを持って嬉しそうに図書館に通う子どもたちの姿を目にすることが増え、一定の効果は見込めるものの、より多くの子どもに読書の喜びを伝
えていくことが課題である。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 72.3

図書館施策の方向 ③ 子どもの健全育成

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 子どもの読書活動の推進 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 64
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 子どもの心の健やかな発達の支援として、読書活動を推進します。乳児期から本を楽しむ環境づくりと、本を通した親子のふれあいを目指しブックスタート事業を行います。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

対象児へのブックスタートパック配布率 76.17% 80%

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

57.90%

年度目標 80% 80% 80% 80% 80%

年度実績 45.37% 48.22% 61.05% 60.17%

令和５年度に引き続き、すくすく７か月児育児
相談に合わせて、図書館がおすすめする絵本
をボランティアが読み聞かせで紹介し、ブック
スタートパック（絵本２冊及びコットンバッグ）を
手渡した。育児相談に参加していない方へは、
図書館窓口や訪問相談等で手渡し、合計８５４
組に配布を行った。

年度評価 C C C C C

取組内容

新型コロナウイルス市内感染のまん延防止に係る取り組
み方針により、保健所でのブックスタートは４月から８月ま
で中止となり、９月から月１回規模を縮小し予約制での再
開となった。読み聞かせを行わないため、それに代わるも
のとして説明等を記した配布物を用意。11月から予約制
で従前どおり月３回実施し、保健所では１か月あたり約60
組に実施。図書館本館、香川分館窓口等の実施分と合
わせて814組に配布を行った。

令和２年度に引き続き、新型コロナウイルスの
感染防止対策に配慮しつつ、読み聞かせを行
わずに本の紹介と配布という規模を縮小した
方式で実施した。保健所では７か月児すくすく
育児相談に合わせた予約制で月３回実施、図
書館本館、香川分館窓口等の実施分と合わせ
て８０１組に配布を行った。

保健所健康増進課が月３回予約制で実施する７か
月児すくすく育児相談に合わせて、図書館がおすす
めする絵本をボランティアが読み聞かせで紹介し、
ブックスタートパック（絵本２冊及びコットンバッグ）を
手渡した。育児相談に参加されなかった方にも、図
書館本館窓口、香川分館窓口等で実施したほか、
別日に保健所で実施の乳幼児健康相談や訪問相
談と合わせて９５３組に配布を行った。

令和４年度に引き続き、すくすく７か月児育児
相談に合わせて、図書館がおすすめする絵本
をボランティアが読み聞かせで紹介し、ブック
スタートパック（絵本２冊及びコットンバッグ）を
手渡した。予約制であったものが、８月から予
約なしで受診できるようになった。図書館窓口
や訪問相談等と合わせて９１１組に配布を行っ
た。

成長に合わせて本に親しんでもらえるよう、赤
ちゃん向け、小さい子向け、小さい子～小学生
向けのおはなし会を1年を通じて定期開催した
（本館53回、分館18回、分室（ハマミーナ）12
回）。

事業の成果

第２次茅ヶ崎市子ども読書活動推進計画に位
置付けられている事業のため、関係課やボラ
ンティアと調整を行いながら実施。図書館本
館、香川分館の窓口では、対象年齢について
は柔軟に対応し、できるだけ多くの赤ちゃんと
保護者に手渡しできるように行った。

ブックスタートの本を受け取るのを楽しみにし
ている保護者や、本と一緒にスタートパックとし
て渡しているバックを手に図書館を訪れる子ど
もたちが増えている。乳幼児期から本に親しむ
環境づくりと本を通した親子のふれあいのきっ
かけとなっている。

ブックスタートパックを受け取るのが２回目、３回目
という親子が増えてきており、上の子が下の子に読
み聞かせをしてくれるようになったという反応も聞か
れるようになった。家庭の中に本を通した親子のふ
れあいの時間が形成されてきているのを感じる。ま
た、ブックスタートパックの配布と同時に図書館の案
内もできており、図書館来館のきっかけになってい
る。

第３次茅ヶ崎市子ども読書活動推進計画
策定にあたってのアンケートで、小学校３
年生の児童における、ブックスタートのコッ
トンバッグの認知度は２割程度、13％が現
在も使用していた。また、家庭へのアン
ケートでは、約67％の保護者が「ブックス
タートを受けた」と回答している。

ブックスタートでの体験を通して読み聞かせの
効果を実感していただいたり、地域（図書館や
図書館ボランティア）の存在を知ることで育児
の孤立感が緩和されたというようなコメントを参
加者からいただくことがある。

関係する事業
等の状況

おはなし会は中止を余儀なくされたが、おひざにだっこに
ついては、来年度に向けてオンラインによるボランティアと
の定例会やリハーサルを実施。プログラムの特別展示を
行ったり、わらべうたの動画配信、Twitterでおすすめ赤
ちゃん絵本の紹介を実施。

小さい子向けおはなし会及び小さい子～小学
生向けおはなし会はいずれも７月と１月の２回
実施、それ以外の月は休止となった。赤ちゃん
向けおはなし会は通年オンラインで実施した。

赤ちゃん向けおはなし会「おひざにだっこ」を１２回、
小さい子向けおはなし会を１１回、小さい子～小学
生向けおはなし会を２６回開催した。感染症対策の
ため、開催場所を１階のおはなし室から２階の第１
会議室に移して、入室人数を制限しての開催となっ
たが、対面での実施が再開した。

赤ちゃん向けおはなし会「おひざにだっこ」
を香川分館は９月から再開した。本館、香
川分館、ハマミーナ図書室においては、１
年を通じておはなし会を開催した。

7か月児育児相談以外の機会について周
知啓発の強化を図るとともに、機会の増を
検討する。

課題

実績から、対象者でありながらコロナ禍に
より受け取っていない赤ちゃんと保護者が
多いことが明らかであるため、どのように
して確実に届けていくのかが課題である。

予約制ということもあり、対象者の約半数
にしか渡せていない現状がある。対象者
に確実に届けることができるように周知や
実施方法を検討していく。

実施率は徐々に回復しつつあるが、保健所の７か
月児すくすく育児相談が未だ予約制のため、育児相
談に参加されなかった親子への実施が課題。図書
館内に事業案内を掲示したり、市が刊行する各種ガ
イドブック等に掲載し、周知を図っている。

８月から予約なしで実施しているが、配布率は横ば
いである。配布率上は、１歳半検診での実施が効果
的だが、①適齢期に「体験」とともに絵本を渡すこ
と、②任意の相談事業への参加を促すという点で、
現在の育児相談で実施する意義は大きいと考え
る。今後も配布率の向上を目指したい。

前年度と比べ、ブックスタートパックの配
布率が下がった主な要因は、7か月児すく
すく育児相談の参加者数の減によるも
の。令和7年度は育児相談の実施回数が
減るとも聞いており、対策が必要。

次年度に向け
ての対応

第２次茅ヶ崎市子ども読書活動推進計画に基づく事
業であり、健康増進課との連携した事業でもあるた
め、実施方法を見直し工夫しながら継続して行う。
おはなし会についても従来の手法に捉われず、オン
ラインの活用や実施方法を研究し事業を実施する。

保健所でブックスタートを受けることができる人数
に限りがあるため、図書館本館、香川分館やハ
マミーナ分室でも対応していることの周知を行う。
おはなし会についても新型コロナウイルスのまん
延状況に応じて、対面式、オンラインどちらでも対
応ができるように準備を進める。

第３次茅ヶ崎市子ども読書活動推進計画が令和５
年度からスタートする。連携する課と実施方法につ
いて適宜相談を行い、見直しを行いながら継続実施
していく。また、図書館や香川分館等でブックスター
トパックの受け取りができることを引き続き周知して
いく。

引き続き、配布率の向上を目指して取り組
むとともに、第３次茅ヶ崎市子ども読書活
動推進計画の初年度の振り返りを行う中
で、関連課との連携を強めていきたい。
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％B
コロナ禍においては、初期には全主催事業が中止となりましたが、再開後もZoomを使った講座や動画配信で子どもの学びの機会を創出しました。対面での講
座はもちろん、引き続きオンラインを活用するなど、さまざまな手法で講座を実施しました。手探りの中、子どもの学びの機会が喪失しないよう努めた５年間とな
りました。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

社会教育課施策の方向 ③ 子どもの健全育成

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 公民館における子ども向け事業の開催（こども事業） 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 64
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 公民館で、子ども向けの講座やイベントなどを行います。

実績

項目 現状値（H３０）

（　講座数　） （　71事業　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

ＺＯＯＭや学校配布タブレット、Ｗｉ－Ｆｉなどを、対面
事業でも活用することにより、子どもたちが楽しみな
がら学ぶ機会の提供を行うことができた。

年度目標
楽しみながら学べる体験型の講座を
充実させる。

楽しみながら学べる体験型の講座を
充実させる。

楽しみながら学べる体験型の講座を
充実させる。

楽しみながら学べる体験型の講座を
充実させる。

楽しみながら学べる体験型の講座を
充実させる。

年度実績

人を集めて行う対面式の事業は、新型コロナ
ウイルス感染症感染拡大防止対策のため中
止し、YouTubeを活用した動画配信講座を実
施したほか、Zoomを利用したオンライン講座を
開催した。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を施しな
がら対面式を事業を実施した。また講座内容や対象
者により、対面式、オンライン式、動画配信を使い分
け、まなびの提供を継続させた。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を施しな
がら対面式を事業を実施した。また講座内容や対象
者により、対面式、オンライン式、動画配信を使い分
け、まなびの提供を継続させた。

コロナ過で活用を推進したＺＯＯＭや学校配布タブ
レット、Ｗｉ－Ｆｉなどを、対面事業でも活用することに
より、子どもたちが楽しみながら学ぶ機会の提供を
行うことができた。

各公民館で、子どもの広場等さまざまな講
座を実施しました。また、公民館・青少年
会館連携事業として、「オンラインおかし工
場見学」を実施した。（現状値：合計59事
業  小和田15事業/鶴嶺8事業/松林20事
業/南湖6事業/香川9事業/5館連携1事
業）

年度評価 C C C A A

取組内容

子どもたちが放課後や休日などに、地域との交流を通し
て、郷土の文化や自然を学んだり、伝承遊びや工作、音
楽、卓球などを楽しんだりする体験型教室の場として、オ
ンライン会議ツール「Zoom」を利用し、「おうちで子どもプ
ログラミング」「ハローハロー公民館ダンスをおどろう」等
開催した。
「贅沢味噌づくり」「親子陶芸教室」等子どもや親子を対象
とした体験学習を実施し、公民館利用団体やボランティア
グループの協力を得て、子どもと大人の交流の促進を
行った。
（現状値：27事業）

外出自粛等で減ってしまった子どもと地域住民の交流
の促進させるため、Zoomを利用したオンライン体験講
座「夏休み子どもサークル体験」「Zoomで秋の公民館
子どもフェス」を開催した。主に公民館のサークルが講
師となり、プログラミング、手話、ウクレレ演奏、理科実
験等を子どもに体験してもらった。
「おちゃっぴと作ろう！クリスマスわんわん」では親子で
粘土アートを体験、「キッズダンス教室」では流行曲に
合わせてヒップホップを踊る楽しさを体験してもらった。
（現状値：30事業）

公民館５館が連携して里山公園で実施した「里
山謎解き大冒険」や、真鶴半島自然公園、秦
野戸川公園での自然観察など、市外に出ての
講座を開催した。
地域の中・高学生にボランティアとして参加し
てもらう「おもしろいっぱい遊び空間」「子どもハ
ロウィンDAY」「夏休み親子おもしろ科学実験
教室」を開催し、地域の子どもたち同士の交流
を図った。（現状値：50事業）

公民館５館と青少年会館が連携による「情報リテラ
シー講座」や公民館5館連携による「プラスチックご
み講座」を実施したほか、各公民館において、プロ
グラミング教室、かけっこ教室、生け花講座、小学生
サークル体験、月見だんごを作ろう、夏休み親子お
もしろ科学実験教室、子ども琴体験講座、ウニらん
たんを作ろう、ドキドキチャレンジ、なんご昆虫ミュー
ジアム、Kodomoデザイン教室
などを開催し、地域の子どもに対し体験と交流を推
進した。（現状値：64事業）

-

事業の成果

コロナ禍による様々な制約がある中、対面式で行う事業
に代わるものとして、動画ポータルサイト「動画で学ぼう！
自宅で学ぼう！！」を開設し、YouTubeを活用した動画配
信講座や、Zoomを利用したオンライン講座など、新たな
手法を取り入れながら事業を実施し、ICTの活用により、
新たな学びの提供や人と人とのつながりを構築する機会
の充実に努めた。
コロナ禍で実施した事業27事業（動画配信講座21事業、
7,668回（動画再生回数の合計）、オンライン講座6事業、
101人（講座の参加者数））

Zoom講座である「夏休み子どもサークル体
験」は１１７人の参加があり、大変盛況であっ
た。対面式の講座で公民館内に１１７人の子ど
もを呼んで事業を行うことは極めて難しい。部
屋の利用可能人数の制限を受けないオンライ
ン講座の強みが発揮できたと考える。

コロナ禍はオンライン講座が多かったが、
人数を制限しながらではあるが、ほとんど
の講座は対面式で行った。

様々な体験型事業を実施することにより、
子どもたちが楽しみながら学ぶことができ
た。

様々な体験型事業を実施することにより、
子どもたちが楽しみながら学ぶことができ
た。

関係する事業
等の状況

― - － -

部活動や受験準備で多忙な中学生であっ
ても地域と関わることができる取り組みを
進める。

課題

子どもたちが魅力を感じ、気軽に訪れることができる内容
としていくことが重要であり、より一層、地域や学校等の
協力を得ることが必要となる。また、地域の方や公民館利
用者の協力を得、支援者の発掘と人材の育成により事業
内容の充実を図っていく必要がある。
オンラインによる事業も実施していく一方で、ＩＣＴを活用し
た講座を利用できない環境にいる方がいる現実があり、
デジタル・ディバイド解消に向けた取り組みも求められて
いる。

各公民館のロビーを閉鎖していたことにより、子どもた
ちの土日や放課後の居場所は減少している。
・対面式の事業では定員を少なくしており、飲食を伴う
事業も行えていない。
オンラインによる事業も実施していく一方で、ＩＣＴを活用
した講座を利用できない環境にいる方がいる現実があ
り、デジタル・ディバイド解消に向けた取り組みも求めら
れている。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策が一
定の終了となった後、コロナ期間中で得たオン
ライン方式も活用しながら、より効果的な手法
を選択していく必要がある。また、定員を少なく
して実施していた講座やイベントが多かったの
で、今後定員を増やすにあたり、集客を増やす
ための広報等を工夫する必要がある。

放課後のロビーが活用可能となり、公民
館が子どもの居場所の一つとなっている
が、子ども向け事業の参加は小学生が中
心であり、今後中学生についても公民館
の利用を促す取り組みが必要である。

子ども向け事業の参加は小学生が中心で
あり、今後中学生についても公民館の利
用を促す取り組みがさらに必要である。

次年度に向け
ての対応

コロナ禍にあっても、オンライン講座や動画の配信といっ
た手法を取り入れながら、地域団体や学校等との連携、
公民館利用グループやボランティアの協力をいただきな
がら、さまざまな学習体験の場を提供し、学校区や学年を
超えた子ども同士や大人と子どもの交流の促進を図って
いく。

コロナ禍の早期収束を期待するのではなく、コロナ
禍と共存しながら、新しい生活様式を意識した講座
実施を行う。感染拡大に努めながら対面式、オンラ
イン式、動画配信を使い分け、子どもの学習体験の
場を提供していく。

コロナが５類に移行後、より活動的になる
地域の子どもたちに向けて、ニーズに合っ
た講座の企画や、地域の大人との交流を
増やせるような企画を図っていく。

小中学生が参加できる講座だけではなく、
継続的に公民館にかかわることができる
企画を実施出来るよう取り組みを進める。
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％B
コロナ禍においては、初期に全主催事業が中止となり、再開後もZoomを使った講座や動画配信で家庭教育支援に資する事業に取り組んだが、参加者同士の
交流を図ることには課題が残りました。子育て世代の子育てに対する考え方や社会の変化に合わせて試行錯誤を繰り返しながら、さまざまな家庭教育支援に
努めた５年間となりました。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

社会教育課施策の方向 ③ 子どもの健全育成

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 公民館における家庭教育支援の推進（家庭教育支援関連事業） 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 64
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
公民館において家庭教育に関する教室・講座を開催します。また、子育てフリースペースなどを設置するとともに、さまざまな体験活動を行うことにより子どもや親子を対象にした交流機会を
提供します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　講座数　） （　40事業　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

子どもの成長に合わせた交流の場を継続的に実施
するとともに、子育てサークルの紹介を積極的に行
い、学びと交流の場の提供を行った。

年度目標
親子で気軽に参加でき、様々な交流を
図ることができるフリースペースを継続
的に開催する。

親子で気軽に参加でき、交流を図るこ
とができる様々なフリースペースを継
続的に開催する。

親子で気軽に参加でき、交流を図るこ
とができる様々なフリースペースを継
続的に開催する。

親子で気軽に参加でき、交流を図るこ
とができる様々なフリースペースを継
続的に開催する。

親子で気軽に参加でき、交流を図るこ
とができる様々なフリースペースを継
続的に開催する。

年度実績

人を集めて行う対面式の事業は、新型コロナウイル
ス感染症感染拡大防止対策のため中止し、
YouTubeを活用した動画配信講座を実施したほか、
Zoomを利用したオンライン講座を開催した。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を施しな
がら対面式を事業を実施した。また講座内容や対象
者により、対面式、オンライン式、動画配信を使い分
け、まなびの提供を継続させた。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を施しな
がら対面式を事業を実施した。また講座内容や対象
者により、対面式、オンライン式、動画配信を使い分
け、まなびの提供を継続させた。

子どもの成長に合わせた交流の場を継続的に実施
するとともに、子育てサークルの紹介を積極的に行
い、学びと交流の場の提供を行った。

各公民館でフリースペース事業（ちびっこ
広場、子育ての広場カルガモ、子育てホッ
とスペース、ひだまり、かめさんのおうちな
ど）や家庭教育を支援するさまざまな講座
をを実施した。
（現状値：合計48事業 小和田8事業/鶴嶺
6事業/松林13事業/南湖9事業/香川11事
業/5館連携1事業）

年度評価 C B A A A

取組内容

・子育て中の保護者の方々が、自宅に居ながら身近で気
軽に参加できる憩いの場、交流の場、仲間づくりの場とし
て、オンライン会議ツール「Zoom」を利用し、「オンライン
子育てフリースペース」「スマイリングままサロン」等を開
催した。
・「ぎゅっとして♪ママとダンス」「子育てにかかるお金の
話」等親子がふれあいながら子育てを楽しみ、子どもをど
う見つめ、理解し、関わったらよいのかを学び、子育て中
の親がお互いに保育をしながら気軽に参加できるなど、
安心して受講できる環境づくりに努めた。
（現状値：19事業）

子育て中の保護者の方々が、自宅に居ながら身近で気軽に参加で
きる憩いの場、交流の場、仲間づくりの場として、オンライン会議
ツール「Zoom」を利用し、「スマイリングままサロン」を開催した。ま
た昨年度はオンラインで行った「子育てフリースペース」を対面式で
実施した。
・「絵本とお話の時間」は対面式で行い、子ども自身が紙芝居を演じ
たり、絵本作家から絵本の取材の仕方などを聞いたりしながらゆっ
たりとした雰囲気の中、親子や、子育て中の保護者の交流を深め
た。
・「わらべうたであそぼう」はオンライン式で行い未就学児とその保
護者にわらべうたや手あそびを通して親子のスキンシップを促し
た。
（現状値：32事業）

子育て中の保護者の方々が、自宅に居ながら
身近で気軽に参加できる憩いの場、交流の
場、仲間づくりの場として、オンライン会議ツー
ル「Zoom」を利用し、「スマイリングままサロン」
を開催した。
・「クリスマスを楽しく迎える　２Dayレッスン」
は、利用団体に講師をやってもらい対面で実
施した。
（現状値：41事業）

子育て中の保護者のための健康相談事業に
ついて、コロナ禍により予約制であったもの
を、年度途中から予約なしでの参加を可能とし
た。各公民館で子どもの成長に合わせた交流
の場として、のびのび広場、ちびっこ広場、こど
もの広場、子育てホッとスペース、かめさんの
おうち、絵本とお話の時間、スマイリングまま
サロンなどの事業を実施した。（現状値：　小和
田6事業、鶴嶺７事業、松林１１事業、香川１０
事業、南湖１０事業）

-

事業の成果

コロナ禍による様々な制約がある中、対面式で行う事業
に代わるものとして、動画ポータルサイト「動画で学ぼう！
自宅で学ぼう！！」を開設し、YouTubeを活用した動画配
信講座や、Zoomを利用したオンライン講座など、新たな
手法を取り入れながら事業を実施し、ICTの活用により、
新たな学びの提供や人と人とのつながりを構築する機会
の充実に努めた。
コロナ禍で実施した事業19事業（動画配信講座16事業、
18,336回（動画再生回数の合計）、オンライン講座３事
業、40人（講座の参加者数））

・オンラインで行った「スマイリングままサロン」では産後体
操や親子遊びとともに講師や保育士を司会とした子育て
相談の時間を設けた。子育ての悩みを参加者で共有する
ことができた。
・対面式で行った「子育てフリースペース」は募集開始後
すぐに定員に達し、キャンセル待ちも発生した。対面式の
交流講座は減っている中、顔を合わせて交流できる貴重
な機会を提供できた。

・オンラインで行った「スマイリングままサロン」では産後体
操や親子遊びとともに講師や保育士を司会とした子育て
相談の時間を設けた。子育ての悩みを参加者で共有する
ことができた。
・「ちびっこ広場」や「子育てフリースペース」は、地域の方
が講師なため、地域交流にもなった。
・「親子陶芸教室」は、対面式と自宅からの「Zoom」と同時
開催で行ったので、参加人数を増やすことができた。

ちびっこ広場等において、子育てサークル
の紹介を行うことにより、会員増加につな
げるなどの取り組みを行うことができた。
子育て支援講座等では、託児サービスと
自宅からのＺＯＯＭ参加を併用すること
で、参加の機会を増やすことができた。

保護者同士の交流が生まれて、他の主催
講座にも一緒に参加するようになるなど、
フリースペースへの参加をきっかけに、交
流の輪を広げることができた。

関係する事業
等の状況

― ― － －

平日だけでなく、土日の開催も行い、仕事
をしながら子育てをしている方が参加でき
るように工夫を行う。

課題

・核家族化が進むなか、コロナ禍も相まって、子育てに不
安や悩みを持つ保護者はなかなか減少しない。人が集ま
ることができない状況にあっても、子育ての悩みや不安を
一人で抱え込まないよう、ＩＣＴの活用を絡めた、身近で気
軽に参加でき、親子で交流できる場所づくりの実施及び
提供を推進していく必要がある。
・オンラインによる事業も実施していく一方、ＩＣＴを活用し
た講座を利用できない環境にいる方がいる現実があり、
デジタル・ディバイド解消に向けた取り組みも求められて
いる。

・オンライン講座上での話し合いや相談は、注意を払わな
いと司会と参加者だけの会話になり、参加者同士の会話
が少なくなってしまう傾向が見られた。ファシリテーター役
を設置し参加者同士の会話を促進する必要がある。
・オンラインによる事業も実施していく一方、ＩＣＴを活用し
た講座を利用できない環境にいる方がいる現実があり、
デジタル・ディバイド解消に向けた取り組みも求められて
いる。

コロナの影響により、子育てサークルが団体を
存続できず減少してしまった。
子育て中のママが孤立しないよう、顔と顔を合
わせる対面での事業があり、気の合う友達を
作ってもらったり、行政や地域に相談できる場
の存在をより周知する必要がある。

未就学児と保護者の交流事業には多くの
参加者があるが、小学生の保護者を対象
とした事業は、参加者が減少する傾向に
あり、ニーズの把握や実施日時などの工
夫が必要である。

参加する保護者のほとんどは母親で、父
親の参加があまりないため、参加を促す
取り組みが必要である。

次年度に向け
ての対応

子育てに対する不安やストレスがコロナにより一層社会
問題化しているなか、オンライン講座や動画配信講座を
中心に家庭教育をテーマとした講座や親子のふれあいの
場を提供し、保護者が安心して家庭教育を行えるよう支
援を進めていく。

親子で過ごせるフリースペースや親子ふれあい型の講座
は徐々に増加傾向にあるが、参加人数の制限やコロナ感
染者拡大に伴う突然の中止も発生している。当面の収束
には期待せず、コロナ禍と共存しながら、新しい生活様式
を意識した講座実施を行う。

コロナ前は、予約なしの当日参加で多くの方に
参加いただいた事業がいくつかあるが、コロナ
後は事前予約の定員制にしたら、急激に参加
者が減ったので、手法について検討する。

事前予約なしでの参加事業を増やすほ
か、ネットからの申し込みを受け付け、小
学生の保護者として父親の積極的参加を
促すよう日程設定、周知に工夫を行う。

13



％A
本事業では、令和２年度から令和６年度までの５年間にわたり、市民一人当たりの公園面積の拡充を目標に掲げ、公園整備を進めてきた。その結果、新規に10公園を整備し、既存公園の増設・拡
張として３公園を整備した。これにより、公園面積は合計11,831.89㎡増加した。 一方で、市民一人当たりの公園面積は、令和２年度の3.39㎡から令和６年度までの3.40㎡と、、5年間で0.01㎡の増
加となっており、人口の増減による影響も大きいことから目標値に達していないが、公園面積は大幅に増加しており、一定の成果が得られたものと認識している。   また、公園施設においては、遊
具等の老朽化対策として、「公園施設長寿命化計画」に基づいた計画的な更新を進め、安全性や利用環境の向上にも取り組むことができた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 97.1

公園緑地課施策の方向 ③ 子どもの健全育成

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 公園の整備 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 64
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 すべての人が安全で快適に遊べるよう、身近な場所に公園を整備するとともに、既存公園についても老朽化した遊具の改修等を進めます。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

市民1人当たりの都市公園面積 3.37㎡／人 3.5㎡／人

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

3.40㎡／人

年度目標 3.41㎡／人 3.43㎡／人 3.45㎡／人 3.48㎡／人 3.50㎡／人

年度実績 3.39㎡／人 3.38㎡／人 3.39㎡／人 3.39㎡／人

・開発に伴う帰属として、１ヶ所【199.98㎡】
の開設を行った。
・すべての人が安全で快適に遊べるよう、
フェンスや公園灯等の公園施設の改修や
設置を行い、遊具に関する法定点検を実
施した。

年度評価 A A A A A

取組内容

・新規に公園を1ヶ所（浜竹公園【502.28
㎡】）を整備した。
・すべての人が安全で快適に遊べるよう、
フェンスや公園灯等の公園施設の改修や
設置を行い、遊具に関する法定点検を実
施した。

・新たに河童徳利ひろば【2,343.78㎡】を整
備し、開発に伴い中島中河原公園【150.17
㎡】）の帰属を受けた。
・すべての人が安全で快適に遊べるよう、
フェンスや公園灯等の公園施設の改修や
設置を行い、遊具に関する法定点検を実
施した。

・開発や土地区画整理事業等に伴う帰属
として、５ヶ所【3734.7㎡】の開設、２ヶ所
【2499㎡】の増設を行った。
・すべての人が安全で快適に遊べるよう、
フェンスや公園灯等の公園施設の改修や
設置を行い、遊具に関する法定点検を実
施した。

・開発に伴う帰属として、１ヶ所【1867㎡】
の公園拡張を行い、１ヶ所【534.98㎡】都
市公園の告示を行った。
・すべての人が安全で快適に遊べるよう、
フェンスや公園灯等の公園施設の改修や
設置を行い、遊具に関する法定点検を実
施した。

―

事業の成果

既存の公園についてパトロール等を実施
し、必要に応じて樹木の手入れや公園施
設などの修繕を実施することで、利用者が
安全で快適に遊べるよう努めた。

既存の公園についてパトロール等を実施し、
必要に応じて樹木の手入れや公園施設などの
修繕を実施することで、利用者が安全で快適
に遊べるよう努めた。
人口増のため、指標の数値は下回っている
が、公園面積としては2,493.95㎡増となってお
り、目標に対する実績は98％となっている。

既存の公園についてパトロール等を実施し、
必要に応じて樹木の手入れや公園施設などの
修繕を実施することで、利用者が安全で快適
に遊べるよう努めた。
人口増のため、指標の数値は下回っている
が、公園面積としては6,233.7㎡増となってお
り、目標に対する実績は98％となっている。

既存の公園についてパトロール等を実施し、必要に応じ
て樹木の手入れや公園施設などの修繕を実施すること
で、利用者が安全で快適に遊べるよう努めた。
人口増のため、指標の数値は下回っているが、公園面積
としては2,401㎡増となっており、目標に対する実績は
97％となっている。また、公園施設長寿命化計画に基づ
き遊具更新を４公園を行い、他にも１か所の遊具更新、
１ヶ所の遊具設置を行った。

既存の公園についてパトロール等を実施し、必要に
応じて樹木の手入れや公園施設などの修繕を実施
することで、利用者が安全で快適に遊べるよう努め
た。
指標の数値は下回っているが、公園面積としては
199.98㎡増となっており、目標に対する実績は97％
となっている。また、公園施設長寿命化計画に基づ
き、６公園の遊具更新を行った。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

市全域の公園等のあり方について、考え
方を整理する予定。

課題

新規に土地を購入して公園を整備するこ
とが難しいため、現状は開発行為時の提
供公園の整備にとどまっている。

新規に土地を購入して公園を整備することが
難しいため、現状は開発行為時の提供公園の
整備にとどまっている。

新規に土地を購入して公園を整備することが
難しいため、現状は開発行為時の提供公園の
整備にとどまっている。

新規に土地を購入して公園を整備するこ
とが難しいため、現状は開発行為時の提
供公園の整備にとどまっている。

新規に土地を購入して公園を整備するこ
とが難しいため、現状は開発行為時の提
供公園の整備にとどまっている。

次年度に向け
ての対応

西久保地区に整備予定の（仮称）河童徳
利広場の整備工事を進めていく。

開発に伴い、２か所の提供公園の整備を
予定している。

市全域の公園等のあり方について、考え方を
整理する予定。

市全域の公園等のあり方について、考え
方を整理する予定。
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％A
令和２年度から令和４年度まではコロナ対応のためシンポジウムをWEB開催としたが、令和５年度より対面開催に戻した。シンポジウムでは、子どもの成長発
達に係る質問等を参加者から事前にアンケートをとり、その中から抽出した質問をもとに講師及び教育長による鼎談を行った。参加者参加型のシンポジウムを
開催したことで、参加者からも高い満足度を得ることができた。引き続き、シンポジウムのテーマを精選し、市民の知見が広がるシンポジウムを実施していきた
い。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

教育センター施策の方向 ③ 子どもの健全育成

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 幼児期の教育に関する基礎研究・研修事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 64
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
幼児期を中心として、思春期にわたる子どもの成長発達についての本質的な研究を進めます。また、その研究成果を研修等により情報提供し、親子がともに歩む子育ち・子育てのより良い
環境づくりを支援します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　実施回数　） （　2回　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

幼児期からの連続した子どもの成長
発達についての研究成果を生かした
シンポジウムを開催。

年度目標
幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムやセミナーを開催する。

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムやセミナーを開催する。

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムを開催する。

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムを開催する。

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムを開催する。

年度実績

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムをＷＥＢ開催、動画をホームページで
配信。

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムをＷＥＢ開催、動画をホームページで
配信。

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムをＷＥＢ開催、動画をホームページで
配信。

幼児期からの連続した子どもの成長発達
についての研究成果を生かしたシンポジ
ウムを開催、動画をホームページで配信。

第14回響きあいシンポジウム「子どもの
チャレンジする心を育むための大人の役
割～乳幼児期から思春期の子育ち・子育
て～」の対面による開催（講師：遠藤利彦
氏・北島歩美氏による講演と講師２人、教
育長を交えた鼎談。）
（現状値：１回）

年度評価 A A A A A

取組内容

第11回響きあいシンポジウム「不安な気
持ち、どう向き合えるか？～子どものそだ
ち・支えるコミュニティ～」のＷＥＢ開催（講
師：遠藤利彦氏・北島歩美氏による講演と
講師２人、教育長を交えた鼎談。）
（現状値：１回）

第12回響きあいシンポジウム「この時代、
子どもの「人と関わる力」をどう育むか？
～乳幼児期から思春期を支える大人の役
割～」の対面による開催（講師：遠藤利彦
氏・北島歩美氏による講演と講師２人、教
育長を交えた鼎談。）
（現状値：１回）

第13回響きあいシンポジウム「子どもの自
尊心を考える～乳幼児期から思春期・青
年期の育ち～」の対面による開催（講師：
遠藤利彦氏・北島歩美氏による講演と講
師２人、教育長を交えた鼎談動画をホー
ムページによる配信。）
（現状値：１回）

第10回響きあいシンポジウム「これからの
時代に必要な力とは‐乳幼児期から思春
期の子育ち・子育て」のＷＥＢ開催（講師：
遠藤利彦氏・北島歩美氏による講演と講
師２人、教育長を交えた鼎談。）
（現状値：１回）

保幼小教育連携研究協議会との共催によ
り、幼児教育研修会を対面開催。茅ヶ崎
市幼児・小学校教育連携連絡会は実務担
当者による集合での会議を１回実施した。

事業の成果

幼児期からのそれぞれの成長段階での課
題やアプローチについて発達心理学、臨
床心理学などの心理学系に関わる研究者
に講演を依頼し、学校教育及び社会教育
の場で活用できた。

幼児期からのそれぞれの成長段階での課
題やアプローチについて発達心理学、臨
床心理学などの心理学系に関わる研究者
に講演を依頼し、学校教育及び社会教育
の場で活用できた。

幼児期からのそれぞれの成長段階での課
題やアプローチについて発達心理学、臨
床心理学などの心理学系に関わる研究者
に講演を依頼し、学校教育及び社会教育
の場で活用できた。

幼児期からのそれぞれの成長段階での課
題やアプローチについて発達心理学、臨
床心理学などの心理学系に関わる研究者
に講演を依頼し、学校教育及び社会教育
の場で活用できた。

幼児期からのそれぞれの成長段階での課
題やアプローチについて発達心理学、臨
床心理学などの心理学系に関わる研究者
に講演を依頼し、学校教育及び社会教育
の場で活用できた。

関係する事業
等の状況

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か
ら、幼児教育研修会はＷＥＢ開催。茅ヶ崎市幼
児・小学校教育連携連絡会は書面会議１回。
市教育委員会関係職員構成の学校教育・社
会教育連携研究会は随時開催。

新型コロナウイルス感染拡大防止を図りなが
ら、幼児教育研修会を対面開催。茅ヶ崎市幼
児・小学校教育連携連絡会は２回開催。市教
育委員会関係職員構成の学校教育・社会教
育連携研究会は随時開催。

保幼小教育連携研究協議会との共催により、
幼児教育研修会を対面開催。茅ヶ崎市幼児・
小学校教育連携連絡会は２回開催。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か
ら、幼児教育研修会はＷＥＢ開催。茅ヶ崎市幼
児・小学校教育連携連絡会は中止、書面会議
各１回。市教育委員会関係職員構成の学校教
育・社会教育連携研究会は随時開催。

引き続き、幼児期からの連続した子どもの
成長発達についての研究成果を生かした
シンポジウムを開催する。

課題

子どもや保護者を取り巻く環境や社会の
変化を見据え、研究の根幹となる考え方
（アタッチメント理論等）を土台とした新しい
研究情報を収集する必要がある。

子どもや保護者を取り巻く環境や社会の
変化を見据え、引き続き、研究の根幹とな
る考え方（アタッチメント理論等）を土台と
した新しい研究情報を収集する必要があ
る。

子どもや保護者を取り巻く環境や社会の
変化を見据え、引き続き、研究の根幹とな
る考え方（アタッチメント理論等）を土台と
した新しい研究情報を収集する必要があ
る。

子どもや保護者を取り巻く環境や社会の
変化を見据え、引き続き、研究の根幹とな
る考え方（アタッチメント理論等）を土台と
した新しい研究情報を収集する必要があ
る。

子どもや保護者を取り巻く環境や社会の
変化を見据え、引き続き、研究の根幹とな
る考え方（アタッチメント理論等）を土台と
した新しい研究情報を収集する必要があ
る。

次年度に向け
ての対応

引き続き、幼児期からの連続した子どもの
成長発達についての研究成果を生かした
シンポジウムやセミナーを開催する。

引き続き、幼児期からの連続した子どもの
成長発達についての研究成果を生かした
シンポジウムを開催する。

引き続き、幼児期からの連続した子どもの
成長発達についての研究成果を生かした
シンポジウムを開催する。

引き続き、幼児期からの連続した子どもの
成長発達についての研究成果を生かした
シンポジウムを開催する。
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％A
令和元年度までは「子育ち・子育て出前講座」を開催。令和２年度からはコロナ対応のため出前講座は中止となり、以後は予算化されなかったため開催してい
ない。教育講演会や乳幼児期の子育ち・子育て講座では市民の子育て支援につながる講演会を開催することができ、事後アンケートからも参加者の高い満足
度がうかがえた。引き続き、講師の精選を行い、質の高い講座・講演を開催していきたい。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

教育センター施策の方向 ③ 子どもの健全育成

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 「子どもの教育」講座・講演事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 64
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
幼児期の教育に関する基礎研究・研修事業の成果を発信する「子育ち・子育て出前講座」を引き続き開催し、地域の教育力の向上を支援します。開催にあたっては、関係課や青少年教育
団体と連携します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　実施回数　） （　15回　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

教育講演会、乳幼児期の子育ち・子育
て講座を対面で実施し、動画をホーム
ページで配信した。

年度目標
関係課や青少年教育団体と連携し、
地域や市民が参加しやすい講座・講
演を開催する。

関係課や青少年教育団体と連携し、
地域や市民が参加しやすい講座・講
演を開催する。

関係課や青少年教育団体と連携し、
地域や市民が参加しやすい講座・講
演を開催する。

関係課や青少年教育団体と連携し、
地域や市民が参加しやすい講座・講
演を開催する。

関係課や青少年教育団体に周知し、
地域や市民が参加しやすい講座・講
演を開催する。

年度実績
新型コロナウイルス感染拡大防止の
観点等から開催中止。

教育講演会を対面で実施し、動画を
ホームページで配信した。

教育講演会、乳幼児期の子育ち・子育
て講座を対面で実施し、動画をホーム
ページで配信した。

教育講演会はホームページでオンデマン
ド配信し、乳幼児期の子育ち・子育て講座
は対面での開催し、及びホームページでも
動画配信した。

茅ヶ崎市教育講演会、乳幼児期の子育
ち・子育て講座を実施した。
（現状値：２回）

年度評価 C B A A A

取組内容

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
等から開催しなかった。(予定していた内
容：茅ヶ崎市教育講演会、乳幼児期の子
育ち・子育て講座、乳幼児期の子育ち・子
育て出前講座）
（現状値：０回）

茅ヶ崎市教育講演会を実施した。
（現状値：１回）

茅ヶ崎市教育講演会、乳幼児期の子育
ち・子育て講座を実施した。
（現状値：２回）

茅ヶ崎市教育講演会、乳幼児期の子育
ち・子育て講座を実施した。
（現状値：２回）

幼児教育研修会は対面での開催をした。
茅ヶ崎市幼児・小学校教育連携連絡会も
実務担当者による集合での会議を１回実
施した。

事業の成果 ―

アンケートに「子どもに寄り添うことの大切
さに気付きました。」「うまくいかない時間
を大切にしたい。」など、講演会に好意的
な感想が寄せられた。令和３年度は感染
対策を講じた対面講座と動画配信を行う
ことで、繰り返しの視聴や研修への活用な
ど、情報発信の幅が広がった。

令和４年度は感染対策を講じながらでは
あるが、２講座とも対面開催を行った。ま
た、動画配信を行うことで、動画の視聴や
研修への活用など、情報発信の幅が広
がった。

乳幼児期の子育ち・子育て講座は対面に
よる開催と動画配信を行うことで、動画の
視聴や研修への活用など、情報発信の幅
が広がった。教育講演会は講師の希望に
より、ホームページでオンデマンド配信し
た。

２講座とも対面開催を行った。また、動画
配信を行うことで、動画の視聴や研修へ
の活用など、情報発信の幅が広がった。

関係する事業
等の状況

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、幼児教育研修会はＷＥＢ開催。茅ヶ
崎市幼児・小学校教育連携連絡会は２回
のうち、書面会議を１回実施した。

幼児教育研修会は対面での開催をした。
茅ヶ崎市幼児・小学校教育連携連絡会も
集合での会議を２回実施した。

幼児教育研修会は対面での開催をした。
茅ヶ崎市幼児・小学校教育連携連絡会も
集合での会議を２回実施した。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か
ら、幼児教育研修会はＷＥＢ開催。茅ヶ崎市幼
児・小学校教育連携連絡会は中止、書面会議
各１回。市教育委員会関係職員構成の学校教
育・社会教育連携研究会は随時開催。

教育講演会、乳幼児期の子育ち・子育て
講座の対面による実施を計画する。

課題

研究情報を収集し、市民に分かりやすく情
報提供すること、各会場の託児運営。

研究情報を収集し、市民に分かりやすく情
報提供すること、各会場の託児運営。

研究情報を収集し、市民に分かりやすく情
報提供すること、各会場の託児運営。

研究情報を収集し、市民に分かりやすく情
報提供するなどして集客する。

研究情報を収集し、市民に分かりやすく情
報提供するなどして集客する。

次年度に向け
ての対応

教育講演会をＷＥＢ開催する。子育て・子
育ち出前講座は新型コロナウイルス感染
拡大防止の観点等から開催しない。

教育講演会、乳幼児期の子育ち・子育て
出前講座を対面による講演と後日の動画
配信を計画する。

教育講演会、幼児教育研修会の対面によ
る実施と後日の動画配信を計画する。

教育講演会、乳幼児期の子育ち・子育て
講座の対面による実施を計画する。
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C
新型コロナウイルス感染症の影響によりプラザの開催が難しい時期もあったが、感染症対策や開催方法、内容を工夫し児童の放課後の居場所確保に努め
た。それにより、年間延べ開催日数、利用者数を増やしていくことができたが、担い手減少の課題は例年続いている状況にあるため、引き続き解決に向けた検
討が必要となる。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

施設 クラブ

0.0% 60.9%

施策の方向 ③ 子どもの健全育成

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 放課後子ども総合プラン 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 65
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援

Ｒ４年度 Ｒ５年度

担当課

事業内容と目標
共働き家族等の「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、すべての小学生が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、放課後児童
クラブと放課後子供教室の一体型を中心とした、両事業の計画的な整備等を進めます。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

放課後児童クラブと放課後子供教室の一体型の整備 0施設 1施設

放課後子供教室と一体的に実施また連携を行っている放課後児童クラブ数 19クラブ 23クラブ

青少年課

Ｒ６年度

0施設
１４クラブ

年度目標
0施設

19クラブ
0施設

19クラブ
0施設

19クラブ
0施設

１９クラブ
１施設

２３クラブ

年度実績
0施設

12クラブ
0施設

10クラブ
0施設

15クラブ
0施設

１５クラブ

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

パートナー不足や熱中症の危険性により、予定して
いた日数が開催できないプラザがあった。プラザ毎
の開催日数に差があり、令和６年度の開設数は17
プラザとなった。しかし、夏季は空調設備のある余
裕教室を利用、工作や昔遊び、ボードゲームで激し
い運動をしない等、場所や内容を工夫して熱中症対
策を行い児童の放課後の安全、安心な居場所づくり
を行った。また、。季節ごとや外部講師に依頼をして
のイベント活動を行い積極的な運営に努めた。

年度評価 C C C C C

取組内容

新型コロナウイルス感染症の影響による
市内小学校の休校に伴い、全てのプラザ
を中止せざるを得ない状況となったが、教
育活動が再開し、子どもの居場所を確保
する必要があったため、ガイドラインを作
成する等してプラザの再開に努めた。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
すべてのプラザを一律活動中止とした8月
31日～10月12日までを除き、18のプラザ
が開設となった。各プラザの運営委員長
等により構成される運営協議会を２度開
催し、コロナ禍での感染症対策の方法や
開催方法の工夫等を共有した。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
プラザ毎の開設日数に差はあったが、18
すべてのプラザが開設となった。一部のプ
ラザでは、体育館での実施前に教室で学
習プラザを行うことで、一度帰宅すること
なくプラザに参加することができるようにす
るなど、子どもの居場所確保に努めた。

プラザ毎の開設日数に差はあったが、18すべ
てのプラザが開設となった。新型コロナウイル
ス感染症が終息に向かったことを受け、各プラ
ザの開設日数が増加するとともに休止してい
たイベントが再開する等、積極的な運営に努
めた。令和５年度より児童クラブと所管課が統
一したことで、より密に連携を取り、児童の放
課後の居場所づくりに努めた。

小学校ふれあいプラザ事業実績
・年度中に開設したプラザ数…17
・延べ開設日数…1,710日
・延べ利用者数…23,242人

事業の成果

取組の結果、12のプラザが再開したが、
パートナーが集まらない等の理由により再
開が見送られたプラザもあったため、年度
目標を達成することができなかった。

取組の結果、18のプラザは再開に至った
が、学習支援に特化したプラザは、児童と
パートナーの距離が近くなること等の理由
から感染症対策をとることが難しく、再開
に至らなかった。また、新型コロナウイル
ス感染症の影響等により、児童クラブにお
けるプラザ利用が減少した。

取組の結果、すべてのプラザが再開した
ことで年間の延べ開設日数及び利用者の
増加につながった。通常のプラザの開催
に加え、季節ごとのイベントを行うなど感
染症流行前の運営体制に戻しつつあるプ
ラザが増えた。

多くのプラザが新型コロナウイルス感染症
流行前の運営体制を目指し実施した結
果、プラザを利用した児童クラブが増え、
プラザの利用者数も前年度比１２０%となっ
た。

取り組みの結果、年間の延べ開設日数は
昨年度ベースで実施することができた。

関係する事業
等の状況

小学校ふれあいプラザ事業実績
・年度中に開設したプラザ数…12
・延べ開設日数…315日
・延べ利用者数…5,352人

小学校ふれあいプラザ事業実績
・年度中に開設したプラザ数…18
・延べ開設日数…758日
・延べ利用者数…13,428日

小学校ふれあいプラザ事業実績
・年度中に開設したプラザ数…18
・延べ開設日数…1,375日
・延べ利用者数…21,509人

小学校ふれあいプラザ事業実績
・年度中に開設したプラザ数…18
・延べ開設日数…1,708日
・延べ利用者数…23,796人

市ホームページや市広報紙に募集案内を
掲載、パートナー募集のチラシを保護者へ
配付するなど、引き続き担い手不足解消
のための働きかけを行う。

課題

新型コロナウイルス感染症の拡大により、
担い手不足が加速したプラザがある。

令和２年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の
拡大により、担い手が減少し開設日数が減少したプ
ラザがある。
児童クラブからプラザへの移動に課題がある。

徐々に新型コロナウイルス感染症流行前の開
設日数に戻していくことを目途とし運営してい
るが、担い手の減少等により開設日数を増や
せないプラザがある。
児童クラブからプラザへの移動中の保険適用
に課題がある。

一部学区では、担い手の減少等により開
設日数を増やせないプラザがある。
災害時の対応方針等の明確化。

一部学区では、担い手の減少等により開
設日数を増やせないプラザがある。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症の状況を踏ま
え、児童クラブに対し適宜最新の状況等を
共有するとともに、プラザの安定的な実施
による児童の放課後の居場所づくりに努
める。

新型コロナウイルス感染症の感染状況が落ち
着いていくことを見込み、各プラザが再開への
取組を進めるとともに、引き続き児童クラブに
対し適宜最新の状況等を共有し、プラザの安
定的な実施による児童の放課後の居場所づく
りに努める。

市ホームページや市広報紙に募集案内を掲
載するなど、引き続き担い手不足解消のため
の働きかけを行う。児童クラブ待機児童解消
対策のため、プラザと児童クラブが密に連携を
取ることで児童の放課後の居場所づくりに努
める。

市ホームページや市広報紙に募集案内を
掲載するなど、引き続き担い手不足解消
のための働きかけを行う。
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％A
当市では、令和2年度から令和4年度にかけて、県の治療費助成制度に関する経由事務および市独自の上乗せ助成を実施した。実施期間中は、該当者の未申請を防ぐことを
目的として、県の助成申請時等に市の助成制度についても併せて案内を行うなど、迅速かつ適切な制度運用を行うことができた。
市の助成制度は、同治療が保険適応として位置づけられていたことを踏まえ、令和4年度をもって終了した。
制度終了にあたっては、ホームページ等による周知を行っており、問い合わせに対しては丁寧な説明対応を行った。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

地域保健課施策の方向 ⑤ 経済的負担の軽減

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 特定不妊治療費助成事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 68
計画
体系

基本施策 1 地域における子育ての支援
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
不妊治療の経済的負担を軽減するため、医療保険が適用とならない配偶者間の特定不妊治療に要する費用の一部を助成します。県の特定不妊治療費助成事業に対する上乗せ事業で
す。

実績

項目 現状値（H３０）

（　助成件数　） （　163件　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

―

年度目標
県の特定不妊治療費助成申請時に市
の助成について周知し、県の助成決
定後に該当者の未申請をなくす。

県の特定不妊治療費助成申請時等の機
会に、市の助成について周知し、県の助
成決定後に該当者の未申請をなくす。

県の特定不妊治療費助成申請時等の機
会に、市の助成について周知し、県の助
成決定後に該当者の未申請をなくす。

※R4年度をもって、特定不妊治療費
助成事業は廃止となりました。

※R4年度をもって、特定不妊治療費
助成事業は廃止。

年度実績
県の助成申請時等に、市の助成につ
いての案内を行った。

県の助成申請時等に、市の助成につ
いての案内を行った。

県の助成申請時等に、市の助成につ
いての案内を行った。

―

―

年度評価 A A A F F

取組内容

県の制度改正等に伴い、助成上限額変更
等の見直しを行った。市民への分かりや
すい周知・啓発に努め、迅速で適正な市
民サービスの充実に努めた。
（現状値：127件）

市民への分かりやすい周知・啓発に努
め、迅速で適正な市民サービスの充実に
努めた。
（現状値：202 件）

市民への分かりやすい周知・啓発に努
め、迅速で適正な市民サービスの充実に
努めた。
(現状値：194件） ―

―

事業の成果

迅速で適正な助成制度の利用促進を行う
ことが出来た。

迅速で適正な助成制度の利用促進を行う
ことが出来た。

迅速で適正な助成制度の利用促進を行う
ことが出来た。

― ―

関係する事業
等の状況

県の特定不妊治療費助成事業の経由事
務については前年度比84％と減少した。
制度改正等に伴い、助成上限額の変更等
が生じたが、市民への分かりやすい周知・
啓発に努めた。

県の特定不妊治療費助成事業の経由事
務については前年度比2.2倍に増加した。
市民への分かりやすい周知・啓発に努め
た。

本市では、R４年度の1年間は、R4年度からの
特定不妊治療費保険適用化を踏まえ「県の不
妊治療の保険適用への円滑な移行支援分」の
上乗せ助成を行った。より一層の、市民への
丁寧で分かりやすい周知・啓発に努めた。

―

―

課題

制度改正に伴い、R３年度は、旧制度と新制度
の助成内容が混在するため、丁寧で分かりや
すい申請の案内を行っていく必要がある。不
妊治療費の保険適応等国の動向や県の制度
改正等の内容も踏まえながら、市の制度改正
等を検討していく必要がある。

R4年4月から、不妊治療が保険適用されたこと
に伴う「不妊治療の保険適用の円滑な移行に
向けた支援」による県の助成事業が開始す
る。県の制度改正に伴う市の制度改正の実施
適用と、丁寧で分かりやすい申請の案内を
行っていく必要がある。

R5年4月から、県の特定不妊治療費助成事業
が廃止されることから、本市の上乗せ助成も、
R4年度分をもって終了となる。特に年度移行
期については、県の支給決定の状況を適時確
認しながら、上乗せ助成が滞らないよう迅速な
対応が必要となる。

― ―

次年度に向け
ての対応

市民にわかりやすい媒体の作成と周知、
職員全体の制度理解の促進、不妊治療
の助成等にかかる国の動向等の情報収
集とそれを踏まえた助成事業の実施を
行っていく。

市民にわかりやすい媒体の作成と周知、
職員全体の制度理解の促進、不妊治療
の助成等にかかる国の動向や各自治体
の助成状況等の情報収集とそれを踏まえ
た助成事業の実施の見直し等を行ってい
く。

年度移行期における市民への適正な助成
事業の支給決定や、保険適用化による県
や市の助成事業終了等についての丁寧
な説明を行っていく。

―
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就学前教育・保育の体制の確保 仕事と子育ての両立を図るための環境の整備

％A 各年度において保育士確保や施設整備などといった施策を積極的に行い、年度目標の定員を超え続けた結果、最終年度に待機児童0人を達成することができ
た。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 94.1

保育課施策の方向 ① ④

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 待機児童解消のための保育所等の整備拡充（通常保育事業） 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 71・74
計画
体系

基本施策 2 乳幼児期の教育・保育の充実
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 待機児童解消のため、また保護者の多様な保育ニーズに対応するため、保育所、認定こども園等の整備拡充を進めます。

指標

指標 現状値（H31） 目標値（R６）

利用定員数 4,035人 5,203人

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

4,895人

年度目標 4,467人 4,517人 4,610人 4,610人 4,873人

年度実績 4,477人 4,610人 4,610人 4,693人

保育士就職奨励金、保育士宿舎借り上げ
支援事業、保育士就職相談会事業などの
保育士確保対策に取り組むとともに小規
模保育事業の新設などにより202人の定
員増となった。

年度評価 B B B B A

取組内容

子ども・子育て支援事業計画の細部計画
にあたる「新たな待機児童解消対策」に基
づき、保育園３園の新設等により162人の
定員増を行い、受入枠の拡大に取り組ん
だ。

新たな施設整備をすることなく、待機児童
の解消に向けて取り組み、認可外保育施
設の認可施設、認定こどもへの移行や、
既存園の定員変更などにより、87人の定
員増となった。

保育士就職奨励金、保育士宿舎借り上げ
支援事業、保育士就職相談会事業などの
保育士確保対策、及び、待機の多い１，２
歳児の受け入れに対する補助の見直しに
より、待機児童の解消に向けて取り組ん
だ。

小規模保育事業の認可保育所化、小規
模保育事業の増員を伴う移転、小規模保
育事業の新規整備などにより83人分の定
員増を行い、受け入れ枠の拡大に取り組
んだ。

―

事業の成果

取り組みの結果、待機児童数は１人となっ
た。待機児童の解消には至らなかったが、
保留児童数は23人減少、入園児童数は
137人増加することができた。

取り組みの結果、待機児童は22人となっ
た。前年度と比べ入園児童数は68人増加
したものの、申請者数が166人伸びた結
果、待機児童数、保留児童数ともに前年
度よりも増えた。

取り組みの結果、待機児童は5人となっ
た。前年度と比べ申請者数は119人増加
したものの、入園児童数も123人伸ばし、
待機児童数、保留児童数ともに前年度よ
りも減少した。

取り組みの結果、待機児童は9人となっ
た。
前年度と比べ申請者数が301人増と急増
したことにより、入園児童数は178人増加
したものの、待機児童数、保留児童数とも
に前年度よりも増加する結果となった。

取り組みの結果、待機児童は0人となっ
た。
前年度と比べ入園数が35人増となった一
方で申請者数は27人減少に転じた。
保留児童数も減少したが307人と多い状
況が続いている。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

待機児童0人を達成したものの、前回達成
した際も翌年には待機児童が発生してし
まったため、各施策を緩めることなく保育
士確保や施設整備を展開していくことで2
年連続0人を目指す。

課題

就学前児童数の減少、保育需要の局所
化などが将来的に加速化する恐れがあ
る。

就学前児童数の減少、保育需要の局所
化などが将来的に加速化する恐れがあ
る。

医療的ケア等、特別な配慮を必要とする
児童の受け入れ体制構築が必要。
また、保育士不足が慢性化している。

1歳児で特に受け皿が不足しており、今後
も申請者は増加する見通しであるため、
既存施設の活用のみでは受けきれない見
通しとなっている。
今後は施設整備を含め、保育士確保など
多方面から対策を推進する必要がある。

先を見据えると就学前児童数が減少傾向
であり、社会情勢に見合った事業展開をし
ていく必要がある。

次年度に向け
ての対応

課題解決に向け、保育所等の新設に頼ら
ない方法による対策（既存施設の活用や
保育士確保など）に取り組む。

待機児童数0人を目指すため、既存施設
を最大限活用できる対策が必要となること
から、保育士確保や定員の弾力化など、
保育所等の新設に頼らない方法による対
策に取り組む。

待機児童数0人を目指すため、特別な配
慮を必要とする児童の受け入れ体制構築
を進める。
既存施設を最大限活用するため、保育士
確保を中心に、保育所等の新設に頼らな
い方法による対策に取り組む。

増加した保留児童に緊急的に対応するため、
来年4月開園に向けた施設整備を実施する。
また、今後の申請者数増加に対応するため、
待機児童解消緊急対策としてハード面、ソフト
面両面の施策を整理し、重点的に対策を実施
する。
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％A コロナ渦により事業の実施に制約があったが、オンライン形式による研修を試行し、定着してきている。保育現場の職員は定期的に新しい知識を得る必要があ
るので、保育現場を離れた研修は、大変有意義なものであると評価している。今後も、事業を継続し、保育現場のニーズに対応した研修を実施していく。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 90.4

保育課施策の方向 ① 就学前教育・保育の体制の確保

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 保育士等研修事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 71
計画
体系

基本施策 2 乳幼児期の教育・保育の充実
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 認可保育所や認可外保育施設等の保育従事者を対象に研修を実施し、全市的に質の高い教育・保育を提供することを目指します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

参加者数 868人 910人

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

823人

年度目標 350人 500人 500人 800人 910人

年度実績 251人 1,067人 982人 993人

全８回の講座のうち、４回のオンライン形
式の研修とした。
保育に関わる多岐にわたる分野を全８回
を通じて行った。特に、インクルーシブ保
育の視点を取り入れるために、療育分野
に関わるこどもの特性を学ぶ講座を取り
入れた。

年度評価 C B B A A

取組内容

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止
のため、参加人数を当初予定の半数に制
限し実施。集合研修５回、緊急事態宣言
発令後はオンライン研修を２回開催した。
認可保育所等を対象に、次年度以降の研
修実施の参考とするため、研修に関する
アンケートを実施した。

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止を図る
ため、全研修（９回）をオンラインで開催した。
また、オンラインで開催することから、参加者数に
上限を設けないこととした。
保育施設における児童の活動や生活に配慮し、
参加する保育従事者の負担が軽減できるよう開
催時間帯を複数設定した（午睡時及び夕刻）。

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止
を図るために、引き続きオンライン形式の
研修とした。
現場における保育の課題について、子ど
も主体の保育や危機管理、インクルーシ
ブ保育、食育など各回ごとにテーマを定
め、保育士は興味あるテーマに参加でき
るようにした。

受講のしやすさを考慮し、全８回の講座の
うち、４回のオンライン形式の研修とした。
特に、不適切保育の防止をテーマに管理
者向けと現場の保育士向けと受講者の階
層を分けて実施した。その他、子ども主体
の保育、危機管理及び食育など保育現場
のそれぞれの職種の職員が受講できるよ
うにした。

―

事業の成果

参加者が最も多かったのは、発達障害の
テーマとした研修で48人（定員比96%）で
あった。
参加者アンケートから、講義内容が保育
の質の向上に資することが見てとれた。

参加者が最も多かったのは、危機管理に
関する研修であった（参加162人）。
参加者アンケートから、オンライン受講に
対する抵抗が薄れていることが見てとれ
た。

オンライン形式の研修が定着してきてお
り、毎回120名程度の参加者があった。ア
ンケートによる満足度は、「大変良かっ
た」、「よかった」という回答が全体の95%を
占めている状態である。

感染症対策のために開催してきたオンラ
イン形式の研修が定着してきており、目標
値を大幅に引き上げたものの、受講者は
目標値を上回ることができた。

オンライン形式の研修が定着してきてい
る。受講者は昨年度ほど多くはなかった
が、受講者の満足度は97.9％となってい
る。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

受講者を派遣していない施設に対する呼
びかけを強化していく。

課題

参加人数に増加がみられない状況が継続
している。

オンラインの活用により講義形式の研修
が中心となり、技能習得に資する研修の
実施に工夫を要することが認識された。

オンライン研修としたことで、自宅から受
講できるため、研修に参加する時間が、事
業主命令による研修なのか、自己研鑽と
しての研修なのか、各保育施設の事業に
よるところもあり、あいまいな状況である。

受講者を派遣してくれる施設に偏りがある
ので、市内の保育施設の職員がまんべん
なく受講できるような環境を整える必要が
ある。

受講者を派遣してくれる施設に偏りが見
受けられる。受講時間についても、夜間開
催なので家庭の都合により参加できない
保育士がいる。

次年度に向け
ての対応

アンケートの回答を分析し、保育従事者が
参加しやすい研修形態や参加につながる
周知方法を検討し、実施する。

参加しやすい形態や参加につながる周知
方法を試行するとともに、技能や技術の習
得に役立つテーマを取り上げ、保育の質
の高まりにつなげていく。

事業主命令による研修であるか、自己研
鑽による研修であるかについては、各保
育施設の運営者の判断によるところであ
るが、開催時間などを工夫し、多くの保育
士が受講できるよう研修手法を検討して
いく。

オンライン形式の研修に受講者を誘導で
きるよう周知方法を検討していく。
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％A 利用者実績は、各年度増減があったが、全年度において年度目標を達成することができ、保護者の多様な就労形態に対応した保育を提供することができた。
５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 96.1

保育課施策の方向 ③ 保育サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 延長保育事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 73
計画
体系

基本施策 2 乳幼児期の教育・保育の充実
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 保護者の多様な就労形態に対応するため、延長保育を実施します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

実施施設数 62施設 76施設

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

73施設

年度目標 68施設 69施設 70施設 71施設 73施設

年度実績 68施設 70施設 71施設 71施設

公立保育園７園（7,572人）、民間保育園40
園（34,398人）、地域型保育事業所21園
（2,289人）及び認定こども園５園（5,091人）
において延べ人の延長保育を実施した。

年度評価 A A A A A

取組内容

公立保育園７園（11,961人）、民間保育園
36園（38,344人）、地域型保育事業所18園
（1,530人）及び認定こども園７園（3,447人）
において延べ55,282人の延長保育を実施
した。

公立保育園７園（12,933人）、民間保育園
39園（35,871人）、地域型保育事業所20園
（1,204人）及び認定こども園4園（4,409人）
において延べ54,417人の延長保育を実施
した。

公立保育園７園（11,712人）、民間保育園
39園（36,915人）、地域型保育事業所20園
（1,816人）及び認定こども園５園（5,080人）
において延べ55,523人の延長保育を実施
した。

公立保育園７園（10,657人）、民間保育園
39園（38,549人）、地域型保育事業所20園
（2,255人）及び認定こども園５園（7,463人）
において延べ58,924人の延長保育を実施
した。

待機児童解消のための保育所等の整備
拡充することで実施施設数が増加してい
る。

事業の成果

利用者自体は前年比減ではあるが、保護
者の多様な就労形態に対応した保育を提
供することができた。

利用者自体は前年比減ではあるが、保護
者の多様な就労形態に対応した保育を提
供することができた。

新型コロナウイルス感染症の状況も少し
落ち着いてきたこともあり、利用者数が増
となり、保護者の多様な就労形態に対応
した保育を提供することができた。

新型コロナウイルス感染症の状況も落ち
着き、利用者数が増となり、保護者の多様
な就労形態に対応した保育を提供するこ
とができた。

利用者自体は前年比減ではあるが、保護
者の多様な就労形態に対応した保育を提
供することができた。

関係する事業
等の状況

待機児童解消のための保育所等の整備
拡充することで実施施設数が増加してい
る。

待機児童解消のための保育所等の整備
拡充することで実施施設数が増加してい
る。

今後、保育所等の整備拡充について、既
存園の改修による定員増等が中心にな
り、実施園数の増加が見込めなくなる可
能性がある。

待機児童解消のための保育所等の整備
拡充をすることで実施施設数が増加して
いく見込みである。

保護者の多様な就労形態に対応するた
め、延長保育を継続して実施する。

課題

開所時間が園によって違い、延長保育を
提供できる時間が限られている。

開所時間が園によって違い、延長保育を
提供できる時間が限られている。また、延
長保育を担当する保育士の確保が年々
難しくなっている。

開所時間が園によって違い、延長保育を
提供できる時間が限られている。また、延
長保育を担当する保育士の確保が年々
難しくなっている。

開所時間が園によって違い、延長保育を
提供できる時間が限られている。また、延
長保育を担当する保育士の確保が年々
難しくなっている。

開所時間が園によって違い、延長保育を
提供できる時間が限られている。また、延
長保育を担当する保育士の確保が年々
難しくなっている。

次年度に向け
ての対応

保護者の多様な就労形態に対応するた
め、延長保育を実施する。

保護者の多様な就労形態に対応するた
め、延長保育を継続して実施する。

保護者の多様な就労形態に対応するた
め、延長保育を継続して実施する。

保護者の多様な就労形態に対応するた
め、延長保育を継続して実施する。
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％A 全期間において、目標を達成することができ、保育サービスの充実を図ることができた。
５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 145.2

施策の方向 ③ 保育サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 一時預かり事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 73
計画
体系

基本施策 2 乳幼児期の教育・保育の充実

Ｒ４年度 Ｒ５年度

担当課

事業内容と目標 保護者の出産や病気、不定期の就労、育児疲れなどの理由による認可保育所等での一時的な預かりや、認定こども園等在園児の教育時間前後の一時預かりを実施します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

実施施設数 36施設 39施設

延べ利用日数 29,167日 35,214日

保育課

Ｒ６年度

46施設
60,742日

年度目標
35施設

18,109日
36施設

26,232日
39施設

31,672日
39施設

45,968日
39施設

60,144日

年度実績
35施設

21,860日
36施設

30,572日
39施設

45,968日
39施設

60,144日

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

公立保育園１園（延べ利用日数1,092）、公
設民営保育園１園（延べ利用日数449）、
民間保育園・地域型保育事業30園（延べ
利用日数2,403）、認定こども園８園（延べ
利用日数53,796）、地域密着Ⅱ型６施設
（延べ利用日数3,002）で実施。

年度評価 A A A A A

取組内容

公立保育園１園（延べ利用日数537）、公
設民営保育園１園（延べ利用日数354）、
民間保育園25園（延べ利用日数1,727）、
認定こども園６園（延べ利用日数16,856）、
地域密着Ⅱ型２施設（延べ利用日数
2,386）で実施。

公立保育園１園（延べ利用日数597）、公
設民営保育園１園（延べ利用日数308）、
民間保育園・地域型保育事業26園（延べ
利用日数1,624）、認定こども園６園（延べ
利用日数26,005）、地域密着Ⅱ型２施設
（延べ利用日数2,038）で実施。

公立保育園１園（延べ利用日数710）、公
設民営保育園１園（延べ利用日数390）、
民間保育園・地域型保育事業28園（延べ
利用日数2,112）、認定こども園７園（延べ
利用日数40,552）、地域密着Ⅱ型２施設
（延べ利用日数2,204）で実施。

公立保育園１園（延べ利用日数1,017）、公
設民営保育園１園（延べ利用日数376）、
民間保育園・地域型保育事業25園（延べ
利用日数2,501）、認定こども園８園（延べ
利用日数53,554）、地域密着Ⅱ型４施設
（延べ利用日数2,696）で実施。

―

事業の成果

４月から６月まで一部の認定こども園が休
園であったにもかかわらず、目標を達成す
ることができた。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う登
園自粛期間等があったにもかかわらず、
目標を達成することができた。

新型コロナウイルス感染症の状況も少し
落ち着いてきたこともあり、利用が増え、
目標を達成することができた。

新型コロナウイルス感染症の状況も落ち
着き、利用が増え、目標を達成することが
できた。

新規の実施施設も増え、利用者も増加し、
目標を達成することができた。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

事業実施園での取組を継続していくととも
に、実施園の拡大を目指していく。

課題

認可保育所等での一時的な預かりについ
て、入所児童人数により受入が限られてし
まっている。

認可保育所等での一時的な預かりについ
て、入所児童人数の増に伴い受入が限ら
れてしまうことがある。

認可保育所等での一時的な預かりについ
て、通常保育の入所児童人数の増に伴い
受入が限られてしまうことがある。

認可保育所等での一時的な預かりについ
て、通常保育の入所児童人数の増に伴い
受入が限られてしまうことがある。

認可保育所等での一時的な預かりについ
て、通常保育の入所児童人数の増に伴い
受入が限られてしまうことがある。

次年度に向け
ての対応

事業実施園での取組を継続していく。 事業実施園での取組を継続していくととも
に、実施園の拡大を目指す。

引き続き預かり日数の拡大を目指してい
く。

事業実施園での取組を継続していくととも
に、実施園の拡大を目指していく。
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％C 最終年度に目標達成には至らなかったが、保護者の就労や負担軽減に寄与することができた。
５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 60.8

保育課施策の方向 ③ 保育サービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 病後児保育事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 73
計画
体系

基本施策 2 乳幼児期の教育・保育の充実
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 保育所に通園している児童等が病気の回復期において集団保育が困難な期間、児童等を一時的に預かる病後児保育（施設型）を実施します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

延べ利用日数 202日 265日

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

161日

年度目標 200日 200日 200日 200日 200日

年度実績 31日 107日 115日 177日

市立中海岸保育園で病後児保育に取り組
み、保育等が必要な病気の回復期にある
児童を預かることで、保護者の就労や負
担軽減に寄与し、保育ニーズへの対応を
行った。

年度評価 C C C B A

取組内容

市立中海岸保育園で病後児保育に取り組
み、保育等が必要な病気の回復期にある
児童を預かることで、保護者の就労や負
担軽減に寄与し、保育ニーズへの対応を
図った。

市立中海岸保育園で病後児保育に取り組
み、保育等が必要な病気の回復期にある
児童を預かることで、保護者の就労や負
担軽減に寄与し、保育ニーズへの対応を
図った。

市立中海岸保育園で病後児保育に取り組
み、保育等が必要な病気の回復期にある
児童を預かることで、保護者の就労や負
担軽減に寄与し、保育ニーズへの対応を
図った。

市立中海岸保育園で病後児保育に取り組
み、保育等が必要な病気の回復期にある
児童を預かることで、保護者の就労や負
担軽減に寄与し、保育ニーズへの対応を
図った。

中海岸保育園の一時預かり事業も利用者
が多く、多様な保育ニーズの受け皿として
機能している。

事業の成果

新型コロナウイルスの影響により利用希
望が減少し、年度目標を達成することがで
きなかったが、通常保育同様に継続して
取り組んだことにより一定の役割を果たす
ことができた。

新型コロナウイルスの影響により利用希
望が減少し、年度目標を達成することがで
きなかったが、前年度と比較して利用者が
増加した。
通常保育同様に継続して取り組んだこと
により一定の役割を果たすことができた。

新型コロナウイルスの影響が徐々に解消
されつつあるが、年度目標を達成すること
ができなかった。
通常保育同様に継続して取り組んだこと
により一定の役割を果たすことができた。

新型コロナウイルス感染症の状況は落ち
着いたが、それ以外の感染症が流行した
ため利用が増加した。
目標には達していないものの、コロナ以前
を超える利用があり、保護者の就労や負
担軽減に寄与することができた。

感染症の流行が落ち着き、目標には達し
ていないものの、コロナ以前を超える利用
があり、保護者の就労や負担軽減に寄与
することができた。

関係する事業
等の状況

通常保育においても登園自粛要請等を実
施し、特に緊急事態宣言下においては利
用児童数が減少した。

通常保育においても登園自粛要請等を実
施し、特に感染状況が悪化していた、令和
3年の8月と9月、令和4年1月から3月にお
いては利用児童数が減少した。

年度の前半は新型コロナウイルス感染症
の影響で利用児童数が少なかった。

中海岸保育園の一時預かり事業も利用者
が多く、多様な保育ニーズの受け皿として
機能している。

感染症の流行状況を注視しつつ、事業の
周知に努め、利用登録者数の増加を図
る。

課題

十分な新型コロナウイルス感染症対策の
ため、衛生管理の徹底と、利用者のかか
りつけ医との連携強化に取り組む。

十分な新型コロナウイルス感染症対策の
ため、衛生管理の徹底と、利用者のかか
りつけ医との連携強化に取り組む。

十分な新型コロナウイルス感染症対策の
ため、衛生管理の徹底と、利用者のかか
りつけ医との連携強化に取り組む。

事業の性質上、直前でのキャンセルが多
く、キャンセル待ちの方への利用調整に手
間がかかっている。

事業の性質上、直前でのキャンセルが多
く、キャンセル待ちの方への利用調整に手
間がかかっている。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症の状況を把握
し、感染症対策を実施しながらも、病後児
保育事業に取り組む。

新型コロナウイルス感染症の状況を把握
し、感染症対策を実施しながらも、病後児
保育事業に取り組む。

新型コロナウイルス感染症の状況を把握
し、感染症対策を実施しながらも、病後児
保育事業に取り組む。

感染症の流行状況を注視しつつ、事業の
周知に努め、利用登録者数の増加を図
る。
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施設数 定員数

90.0% 99.8%A 児童クラブ需要増より待機児童数の実態に応じて、公設及び民設の児童クラブの新設を実施し各年度で定員増を図ってきた。
それにより、前年より待機児童が減った年度もあったが、近年では市全体で待機児童が多く発生している状況となり、引き続き対策が必要となる。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

施策の方向 ④ 仕事と子育ての両立を図るための環境の整備

定員数 1,788人 2,255人

青少年課

Ｒ６年度

36施設
2251人

年度目標
33施設
1,928人

34施設
1,986人

35施設
2,043人

計画
体系

基本施策

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 放課後児童健全育成事業（児童クラブ） 方向性 拡大 掲載頁 Ｐ 74
2 乳幼児期の教育・保育の充実

Ｒ４年度 Ｒ５年度

担当課

事業内容と目標
保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校児童を対象とし、地域の協力を得ながら、適切な遊び及び生活の場を提供して健やかな育成を図ります。なお、運営形態は、公設民営のほ
か、待機児童の増加が見込まれる地域において、高齢者の活用といった民間独自の特色を生かした新たな民設民営児童クラブを設置し、多様な保護者ニーズに対応するとともに、待機児
童の解消を図ります。

指標

指標 現状値（H３１） 目標値（R６）

施設数 30施設 40施設

36施設
2251人

年度実績
33施設
1,928人

34施設
1,986人

35施設
2,043人

35施設
2068人

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童解消対策」
等に基づき、待機児童が多く出ている学
区対象に民設児童クラブを新設し、８０人
の定員増加を図った。

年度評価 A A A A A

取組内容

「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童解消対策」
等に基づき、新たな民設民営児童クラブを
３施設設置し、140人の定員増加を図っ
た。
令和３年４月開所に向けた民設民営児童
クラブの公募を実施し、１小学校区にて運
営事業者の選定を行った。

「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童解消対策」等
に基づき、新たな民設民営児童クラブを１施
設設置するとともに、公設民営児童クラブ１
施設の定員増を図り、合計５８人の定員増
加を図った。
令和４年４月開所に向けた民設民営児童ク
ラブの公募を実施し、１小学校区にて運営事
業者の選定を行った。

「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童解消対策」等
に基づき、公設民営児童クラブ１施設の定
員増、民設民営児童クラブを1施設開設、1
施設の定員増を図り、合計57人の定員増加
を図った。

「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童解消対策」
等に基づき、公設民設児童クラブ２施設の
定員増、民設民営児童クラブ１施設の定
員増を図り、合計２５人の定員増を図っ
た。

35施設
2,068人

―

事業の成果

施設数及び定員の増加等に伴い、待機児
童数が前年度より減少した。

民設民営児童クラブ１施設及び児童クラブ
定員の５８人増加（民設民営児童クラブ４
５人、公設民営児童クラブ１３人）等に伴
い、待機児童数が前年度より減少した。

定員の若干名の増加では追いつかず、都
市部からの流入による待機児童数が前年
度より増加した。

定員の若干名の増加では追い付かず、都
市部からの流入による待機児童数が前年
度より増加した。

市全体の急激な保育需要の増加や子育
て世帯の流入人口増に伴い、待機児童数
は横ばい。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童解消対策
（令和5年度～令和7年度版）」等に基づ
き、次年度以降の対策を検討しつつ、効
率的・効果的な待機児童の解消対策を検
討する。

課題

施設整備を計画的に行っているものの、
引き続き多くの待機児童が発生している。

施設整備を計画的に行っているものの、
引き続き多くの待機児童が発生している。

施設整備はしていない。定員数の増員は
行っているものの、引き続き多くの待機児
童が発生している。

施設整備はしていない。定員数の増員は
行っているものの、引き続き多くの待機児
童が発生している。

定員数の増員は行っているものの、継続
的に多くの待機児童が発生している。
将来的な全体の人口減を見込んだ計画
的な対応が必要である。

次年度に向け
ての対応

引き続き、「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童
解消対策」等に基づき、計画的な施設整
備に努める。

引き続き、「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童
解消対策」等に基づき、計画的な施設整
備に努める。

令和5年3月に、第2期茅ヶ崎市子ども・子
育て支援事業計画を補完する取り組みと
して、茅ヶ崎市実施計画2025と連動した
「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童解消対策
（令和5年度～7年度版）」を新たに定め
た。

引き続き、「茅ヶ崎市児童クラブ待機児童
解消対策（令和5年度～令和7年度版）」等
に基づき、計画的な施設整備に努める。
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％A 妊婦の健康管理の推進を図るとともに、早期に異常の有無を発見し、適切な治療や必要な保健指導につなげることができた。
５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 90.9

妊婦健康診査の費用補助金額や実施方
法等について、国や県の動向を注視しな
がら、県内他自治体の状況を確認しなが
ら柔軟に対応していく。

課題

他市に比べると補助金額が少ないことか
ら妊婦の負担となっている。

他市に比べると補助金額が少ないことか
ら妊婦の負担となっている。

妊婦健診の費用は検査内容によっては高
額になるが、補助金の額が県域でも少な
いままであり、妊婦の負担となっている。

補助金の額が県内平均に比べ低額であ
る。支所出張所でも母子健康手帳を交付
し、後日母子保健コーディネーターによる
フォローを実施しているが、電話がつなが
りにくいことがある。

妊婦健診の費用は検査内容によっては高
額になるが、補助金の額が県域市と比較
しても少ない。

次年度に向け
ての対応

妊婦健康診査の費用補助について他市
の状況を把握し、調査、研究していく。

妊婦健康診査の費用補助について他市
の状況を把握し、調査、研究していく。

妊婦健康診査の費用補助について、医療
機関での妊婦健診の金額や、他市の現状
を把握しながら、予算要求できるように準
備をしていく。

妊婦健康診査の費用補助について、国や
県の動向を注視しながら、予算要求できる
ように準備をしていく。令和６年度より母子
健康手帳交付窓口をこども育成相談課
（こども家庭センター）に集約し全数専門
職にて面接していく。

母子保健コーディネーター事業や母子訪
問事業により、妊娠から出産、育児まで切
れ目ない支援を行っている。

事業の成果

妊婦健康診査で要指導となった場合に
は、母子保健コーディネーターや保健師、
栄養士による保健指導を行った。

妊婦健康診査で要指導となった場合に
は、母子保健コーディネーターや保健師、
栄養士による保健指導を行った。

妊婦健康診査で要指導となった場合に
は、母子保健コーディネーターや保健師、
栄養士による保健指導を行った。産婦健
康診査で産後うつ病スケールの高値の場
合は産後ケアの紹介や地区担当保健師、
母子保健コーディネーターが支援を行っ
た。

妊婦健康診査で要指導となった場合に
は、母子保健コーディネーターや保健師、
栄養士による保健指導を行った。産婦健
康診査で産後うつ病スケールが高値の場
合は産後ケアの紹介や地区担当保健師、
母子保健コーディネーターが支援を行っ
た。

母子健康手帳等の交付場所を市役所（こども家庭セン
ター）に集約したことで、支援が必要な妊婦に対し、より確
実に関りを持つことができた。また、妊婦健康診査で要指
導となった場合には、母子保健コーディネーターや保健
師、栄養士による保健指導を行った。産婦健康診査で産
後うつ病スケールが高値の場合は、産後ケア事業や産
前・産後ヘルパー事業の紹介、活用を行い、地区担当保
健師、母子保健コーディネーターが継続的支援を行った。

関係する事業
等の状況

母子保健コーディネーター事業により、妊
娠から出産、育児まで切れ目ない支援を
行っている。

母子保健コーディネーター事業や母子訪
問事業により、妊娠から出産、育児まで切
れ目ない支援を行っている。

母子保健コーディネーター事業や母子訪
問事業により、妊娠から出産、育児まで切
れ目ない支援を行っている。

母子保健コーディネーター事業や母子訪問事
業により、妊娠から出産、育児まで切れ目ない
支援を行っている。保健所からこども育成部に
移転し、これまで以上にタイムリーに連携して
いる。

これまで市役所、支所、出張所において、母子
健康手帳、妊婦健康診査費用補助券を交付し
ていたが、令和６年度からは専門職が確実に
関わりを持つことでリスクに気付き、安心して
出産できる環境をつくり、専門職との顔の見え
る関係性や信頼関係を形成するきっかけとす
るため、交付場所を市役所（こども家庭セン
ター）に集約した。

年度評価 A A A A A

取組内容

保健所、支所、出張所において、母子健康手
帳、妊婦健康診査費用補助券を交付し、妊婦
の健康管理の充実を図った。
里帰り先医療機関において、妊婦健康診査費
用補助券が利用できなかったり、妊婦健康診
査費用補助券に相当する金額よりも妊婦健診
の費用が少なかった場合には払い戻しの手続
きを行った。

保健所、支所、出張所において、母子健康手
帳、妊婦健康診査費用補助券を交付し、妊婦
の健康管理の充実を図った。
里帰り先医療機関において、妊婦健康診査費
用補助券が利用できなかったり、妊婦健康診
査費用補助券に相当する金額よりも妊婦健診
の費用が少なかった場合には払い戻しの手続
きを行った。

保健所、支所、出張所において、母子健康手帳、
妊婦健康診査費用補助券を交付し、妊婦の健康
管理の充実を図っており、令和４年度より、産婦
健康診査費用助成を開始した。里帰り先医療機
関において、妊産婦健康診査費用補助券が利用
できなかったり、妊産婦健康診査費用補助券に
相当する金額よりも妊産婦健診の費用が少な
かった場合には払い戻しの手続きを行った。

市役所、支所、出張所において、母子健康手帳、
妊婦健康診査費用補助券を交付し、妊婦の健康
管理の充実を図った。令和５年度より、多胎妊婦
には５回分補助を追加した。里帰り先医療機関に
おいて、妊産婦健康診査費用補助券が利用でき
なかったり、妊産婦健康診査費用補助券に相当
する金額よりも妊産婦健診の費用が少なかった
場合には払い戻しの手続きを行った。

82.2%

年度目標 90% 90% 90% 90% 90%

年度実績 88.3% 85.4% 86% 84.1%

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
妊娠の届出をした妊婦に、母と子の健康と成長の記録となる母子健康手帳を交付し、一貫した健康管理を行います。また、妊婦健康診査の助成を通して、より妊婦の健康管理の充実を図
るとともに、異常の有無を早期に確認し適切な指導を行います。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

妊婦健康診査補助券利用率 89.4% 90.4%

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども育成相談課施策の方向 ① 親と子の健康の確保
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％A
４か月児、１０～１１か月児健診については、対象児に対して、個別委託医療機関との連携により、精密医療機関の紹介や適切な保健指導を実施することが出
来た。１歳６か月児、３歳６か月児健診については、対象児に対して、集団健診方式による歯科健診や発達相談等も含めた多職種連携により、適切な医療、保
健指導につなげることができた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 98.8

R６年度から３歳６か月児健康診査に導入した、ス
ポットビジョンスクリーナー、新生児聴覚検査の実施
状況等を確認するとともに、視覚・聴覚障害の早期
発見につなげていく。１か月健診についてもR8年度
の実施に向けて具体的に検討していく。

課題

幼児健診においては、感染症対策のため定員を制限して
の実施であったため、本来の対象月齢と受診者の月齢の
ずれがあった。
本来の対象月齢以上の児が受診するため、発達の評価
がしづらい部分があった。
幼児健診の一部を個別健診として医療機関に委託して実
施したことについて、同じタイミングで複数の専門職の連
携による評価ができないことや、受診時速やかに心理・栄
養・育児相談につなげることが難しかった。

感染症の拡大状況に応じて定員を配慮して案
内したため、時期によっては、通常１歳６か月、
３歳６か月になる月に行っていた健診の時期
が１～２か月後ろにずれることがあった。
密回避のため個別相談をゆっくり行うことがで
きず、手短に相談に応じるなどフォローの難し
さがあった。

感染対策をとり、密を防ぐため集団健診の
所要時間の短縮化と、集団健診ならでは
の専門的指導の時間の確保が課題で
あった。

予約制を廃止し受付時間内の随時来所と
したところ、受診しやすくなった反面、来談
者数によっては待ち時間が長くなる場合も
あった。新生児聴覚検査（自費）の受診率
は高いが費用助成できていない。

集団健診体制で実施している、１歳6か月児・3歳児
健診等については、建物の構造上、職員の目が行
き届かない部分もあり、引き続きシルバー人材セン
ターの職員等とも連携して、安全・安心な健診実施
ができるよう、職員全体で対応していく必要がある。
医療機関や関係機関等との連携等により、身体・精
神にかかる発達支援等について丁寧で適切な支援
を実施していく必要がある。

次年度に向け
ての対応

幼児健診について、極力個別健診ではな
く集団健診への受診勧奨に努めることとし
た。

幼児健診については、引き続き集団健診
を中心として行い、事情により個別健診を
希望する方のみ個別健診を案内すること
とする。

コロナ禍が終わった後、集団健診を市民
にとってより受診しやすく、安心して受けて
いただけるよう、運営体制の見直しを行っ
ていく。また、個別健診は引き続き、希望
する方へ案内していく。

R６年度から３歳６か月児健康診査でスポットビジョ
ンスクリーナーを導入するため、待ち時間等を極力
少なく実施できるような工夫が必要である。来年度
より新生児聴覚検査の費用助成を開始し聴覚障害
の早期発見につなげていく。１か月健診についても
今後検討していく。

健診の結果から、フォローが必要な場合
には、時期に応じて、乳幼児健康相談、７
か月児相談、２歳児相談、母子訪問等で
フォローを行っている。

事業の成果

実施可能期間を延長したり、定員を設定し
ながら実施回数を増やすことで、受診につ
ながった。

集団健診では密にならないよう、事前に受付
時間を分けて案内しつつ、　都合が悪い場合
には日程変更の連絡をいただくよう案内し、安
心して健診を受診していただくことにつながっ
た。

集団健診では感染対策として密にならないよ
う、事前に受付時間を分けて案内しつつ、　都
合が悪い場合には日程変更の連絡をいただく
よう案内し、安心して健診を受診していただくこ
とにつながった。

集団健診は予約なしで実施したが、特段
の混乱もなくスムーズに受診してもらうこと
ができた。

3歳6か月児健診は、令和6年度より、眼科疾患等の早期発見、検
出に優れた検査方法であるスポットビジョンスクリーナーを導入した
こと等から、集団検診の流れが滞らないよう、迅速な健診実施体制
を職員全体で検討し取り組んだ。大きな混乱もなく、スムーズな健
診実施ができている。また、新生児聴覚検査事業を開始した。（妊
婦健康診査費用補助券に新生児聴覚検査費用補助券を追加）

関係する事業
等の状況

健診の結果から、フォローが必要な場合
には、時期に応じて、乳幼児健康相談、７
か月児相談、２歳児相談、母子訪問等で
フォローを行っている。

健診の結果から、フォローが必要な場合
には、時期に応じて、乳幼児健康相談、７
か月児相談、２歳児相談、母子訪問等で
フォローを行っている。

健診の結果から、フォローが必要な場合
には、時期に応じて、乳幼児健康相談、７
か月児相談、２歳児相談、母子訪問等で
フォローを行っている。

健診の結果から、フォローが必要な場合
には、時期に応じて、乳幼児健康相談、７
か月児相談、２歳児相談、母子訪問等で
フォローを行っている。

４か月児健康診査、１０～１１か月児健康
診査事業については、令和５年度と同様
に実施。１歳６か月児健康診査、３歳６か
月児健康診査は、集団健康診査で実施し
た。

年度評価 A A A A A

取組内容

新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年３月１日～
９月30日までの期間、受診可能月齢を４か月健診は７か
月未満に拡大、10～11か月健診については１歳３か月未
満に拡大した。
１歳６か月児健康診査、３歳６か月児健康診査は、４月か
ら６月中旬まで中止していたことから、再開後、追加日程
を１歳６か月児健康診査で５回、３歳６か月児健診で７回
設定し、密集を避けるため、定員を制限して実施した。
１歳６か月児健康診査は２歳、３歳６か月児健康診査は４
歳を過ぎても受診可能とし、11月以降は個別健診を並行
して行った。

4か月児健康診査、１０～11か月児健康診査について
は、令和4年3月7日付で、新型コロナウイルス感染症へ
の罹患や濃厚接触者となったために受診ができない場
合に、受診可能期間を1か月延長する通知を送付した
（令和5年3月31日まで）。
1歳6か月児健康診査、3歳6か月児健康診査は集団健
診で来所できない方については、個別健康診査を並行
して行った。
密を回避するため3歳6か月児健康診査は通常の年36
回に加え、追加日を年6回実施し、年42回実施した。

４か月児健康診査、１０～１１か月児健康
診査事業については、令和３年度と同様
に実施。１歳６か月児健康診査、３歳６か
月児健康診査については、保健所での集
団健診として実施しており、感染対策実施
しながら、予約制で受付時間を細分化した
上で、年３６回実施した。集団健診への参
加が難しい方を対象に個別健診を申出に
より実施。

４か月児健康診査、１０～１１か月児健康診査
事業については、令和４年度と同様に実施。
1歳６か月児健康診査、３歳６か月児健康診査
は、予約制を終了し、コロナ禍以前に行ってい
たような予約なしの集団健康診査に戻して実
施した。また、個別健康診査については終了し
た。

95.7%
４か月児健康診査97.9%

10～11か月児健康診査96.8 %
１歳６か月児健康診査96.8%
３歳６か月児健康診査91.2%

年度目標 96.8% 96.8% 96.8% 96.8% 96.8%

年度実績

96.4％
４か月児健康診査 98.4%

10～11か月児健康診査 98.1%
１歳６か月児健康診査 97.0%
３歳６か月児健康診査 92.9%

95.7%
４か月児健康診査 96.7%

10～11か月児健康診査 98.0%
１歳６か月児健康診査 95.2%
３歳６か月児健康診査 93.7%

95.7%
４か月児健康診査98.2%

10～11か月児健康診査 97.6%
１歳６か月児健康診査 97.65%
３歳６か月児健康診査 93.38%

96.5%
４か月児健康診査98.1%

10～11か月児健康診査 98.2%
１歳６か月児健康診査 96.8%
３歳６か月児健康診査 93.0%

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
健康診査を「乳幼児の健康状態を確認し、疾病・異常等の早期発見とともに各時期の育児上のポイントを親と確認できる機会」として捉え、安心して子育てができるよう支援します。個別健
康診査（4か月児・10～11か月児）では、委託医療機関との連携を密にするとともに、集団健康診査（1歳6か月児・3歳6か月児）では、待ち時間に保育士による親子のふれあい遊びの機会を
設けるなどの取り組みも推進します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

乳幼児健康診査平均受診率 96.3% 97.3%

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども育成相談課施策の方向 ① 親と子の健康の確保
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％A
新型コロナウイルス感染症の世界的流行が起こり、感染症に加え、感染を予防するワクチンに対する関心が強くなった５年間だった。急激な需要増加や一部
メーカーの出荷停止等の影響で、HPVワクチンやＭＲワクチンの条件付きの延長や措置が急遽講じられた。迅速な対応が求められたが、医師会等と情報共有
を行い混乱がないように努めてきた。　ワクチンの変遷が多い５年間であったが、周知が行き届いたことによる反響であったと振り返る。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 92.9

キャッチアップ接種条件付き延長や、ＭＲワク
チン偏在による措置等が行われるが、期間の
終盤になって接種希望者が急激に増加する等
により、ワクチンの供給不足が生じないよう、
早期に接種完了ができるよう引き続き周知を
行っていく必要がある。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響による
受診・接種控え等の影響を可能な限り抑
え、高い接種率を維持していく必要があ
る。

引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響
による受診・接種控え等の影響を可能な限り
抑え、高い接種率を維持していく必要がある。
また、日本脳炎ワクチンの供給不足により、接
種を控えていた世代が忘れずに接種できるよ
うにしていく必要がある。

引き続き、日本脳炎ワクチンの供給不足によ
り、接種を控えていた世代が忘れずに接種で
きるように周知していくとともに、HPVワクチン
接種の効果とリスクについて正しい情報を周
知していく必要がある。

ＨＰＶワクチンの接種者数が増となったもの
の、特にキャッチアップ世代において接種件
数が伸びていないため、より一層接種勧奨し
ていく必要がある。

ＨＰＶワクチンの駆け込み接種や、ＭＲワクチ
ンの一部メーカーや医療機関によるワクチン
の偏在が生じることがあり、混乱が起きた。就
学前から就学後にかけて、様々なスケジュー
ルで動いていく中で、計画的に定期接種を行っ
ていくよう理解してもらう必要がある。

次年度に向け
ての対応

今後対象年齢が拡大していくと考えられる
新型コロナウイルスワクチンについて、現
行のワクチンへの影響ができる限り少なく
なるよう対策を取っていく。

引き続き、新型コロナウイルスワクチンについ
て、現行のワクチンへの影響ができる限り少な
くなるよう対策を取っていく。
また、日本脳炎の接種を控えていた令和４年
度１０歳になる方に対して、予診票を送付し、
接種を促す。

日本脳炎、HPVワクチンなど過去に接種機会
がなかったワクチンの対象者へ、特例措置が
終わるまで接種を促していく。また、定期化が
見込まれている９価のHPVワクチンの情報提
供を適宜行っていく。

令和６年度はキャッチアップ接種の制度が最
終年度となることから、接種を希望する人が
接種機会を逃すことのないよう周知啓発を図
る。

麻しん（はしか）の感染者が国内で発生し
ていることから、ワクチンに対する関心が
高まった。適正な時期に接種が完了でき
るよう、周知等対策を図っていく。

事業の成果

HPVワクチンの接種者数が増となった。
（送付前に比べおおむね２倍程度）
新型コロナウイルス感染症の流行による
接種控えの影響はほぼ見られなかった。

HPVワクチンの接種者数が増となった。
新型コロナウイルス感染症の流行による接種
控えの影響が少なからず見られた（主に１歳、
１１歳が対象の予防接種）。

HPVワクチンの接種者数が増となった。
令和３年度に接種機会がなかった日本脳炎ワ
クチン接種対象者（10歳）へも、予診票の個別
送付により接種を促すことができた。

ＨＰＶワクチンの接種者数が増となった。
９価ワクチンについて、ホームページや個別
通知等での周知の結果、問い合わせも増え、
ＨＰＶワクチンの接種について関心を持っても
らうという成果が見受けられる。また、９価で
接種を開始する傾向が見られた。

ＨＰＶワクチンの接種者数が前年比約２７
４％と大幅に増となった。急激な需要増に
よるワクチン不足が懸念されたが、医師会
等の協力により大きな混乱なく接種を進め
ることができた。

関係する事業
等の状況

今後新型コロナウイルスワクチン接種事業が、子ど
もの予防接種を行う世代にも影響を及ぼしてくること
が予想される。定期予防接種に支障がないよう、接
種間隔の周知等、しっかりと対策を図っていく。

令和３年度より５歳以上の新型コロナウイルス
ワクチン接種が可能となったため、定期予防接
種に支障がないよう、接種間隔の周知等、しっ
かりと対策を図っていく。

令和４年度より生後６か月以上の新型コロナ
ウイルスワクチン接種が可能となったため、定
期予防接種に支障がないよう、接種間隔の周
知等、しっかりと対策を図っていく。

令和5年度は、新型コロナウイルスワクチン接
種の特例臨時接種が最終年度となり、定期
予防接種に支障がないよう、接種間隔の周知
等、しっかりと対策を図っていく。

ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種が最終年度とな
るため、周知啓発に努めた。高校・大学へチラシの
配布、ポスターの掲示、広報やＬＩＮＥ等、個別通知
に加え様々な媒体を利用して周知を行った。四種混
合の販売中止やキャッチアップ接種の条件付延長、
ＭＲワクチンの偏在等、変化の多い年だったため、
医師会等を通して医療機関への情報共有を速やか
に行い、円滑な定期接種の実施に努めた。

年度評価 A A A A A

取組内容

令和２年10月からロタウイルスワクチン定期予
防接種を開始した。
厚生労働省の通知に従い、HPVワクチンの接
種最終年度の対象者に対して個別通知を行っ
た。
新型コロナウイルス感染症の流行により接種
控えが懸念されたため、ホームページや広報
紙で接種を遅らせないよう周知した。

令和３年１１月の厚生労働省の通知により、
HPVワクチンの積極的勧奨が再開されたこと
に伴い、ホームページにて、周知した。
新型コロナウイルス感染症の流行により接種
控えが懸念されたため、ホームページや広報
紙で接種を遅らせないよう周知した。
日本脳炎ワクチンの供給不足により、９歳にな
る方への予診票送付を中止した。

HPVワクチンの定期接種対象者へ予診票の個
別送付を行った。
令和３年度に、日本脳炎ワクチンの供給不足
により予診票送付が出来なかった対象者に対
し、1年遅れで予診票を送付した。また、日本
脳炎ワクチンの特例対象者（18歳）へはがきを
送付し、20歳になるまでの間に合計４回接種を
済ませるよう勧奨した。

令和５年度よりＨＰＶワクチンの９価が新たに
定期接種化されたため、定期接種対象者へ
の予診票の個別送付や、キャッチアップ対象
者への個別通知の際に、9価ワクチンの情報
提供と定期接種化の周知を行った。また、令
和3年度に日本脳炎ワクチンの供給不足によ
る限定出荷のため、接種をお控えいただいた
１期追加と2期の対象者に対して、はがきを送
付した。

92.9％
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

年度目標
100%

（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリオ
を除く）

100%
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

100%
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

100%
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

100%
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

年度実績
99.2%

（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリオ
を除く）

94.4%
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

93.1%
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

90.2%
（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリ

オ、日本脳炎を除く）

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
感染症に対する免疫を確保し疾病の発生及び流行を予防します。児童・生徒の接種率が乳幼児に比べ低くなる傾向にあることから、学校・教育機関との連携により正しい予防接種の知識
を保護者に提供し、予防接種率の向上を図ります。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

接種率（子宮頸がん、３種混合、不活化ポリオを除く） 101.7% 100%

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

健康増進課施策の方向 ① 親と子の健康の確保

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 予防接種の推進 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 77
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進
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％A
「こんにちは赤ちゃん訪問事業」として、生後4か月までの子どものいるすべての家庭を訪問し、発育発達の確認や地域の子育て情報を提供し、必要な子育て
支援を行った。また、妊娠届出、各健診、相談のフォローや各機関からの依頼等により把握した、妊産婦、乳幼児とその保護者について継続的に訪問し、安心
して出産、子育てができるように支援した。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 98.6

妊婦支援給付金や産後ケア事業の案内、また
機会をとらえて全数訪問できるように母子保健
コーディネーターや地区担当保健師から連絡
をしている。赤ちゃん訪問での産後うつ病ス
ケールも、引続き実施していく。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響で訪問
を希望しない方がいるため、全数を訪問
することは難しい。

コロナ禍で転入前の市町村で済ませたた
め本市での希望がない、感染を心配して
訪問を希望しない、長期里帰り等の理由
により訪問実施率は昨年度に比べて低く
なった。

コロナ禍で転入前の市町村で済ませたた
め本市での希望がない、感染を心配して
訪問を希望しない、長期里帰り等の理由
により訪問実施率は低めである。

転入前の市町村で訪問を済ませたため本
市での希望がない、長期入院や長期里帰
りの場合もあるため、生後４か月までに全
数訪問することは難しい。

転入前の市町村で訪問を済ませたため本
市での希望がない、長期入院や長期里帰
りの場合もあるため、生後４か月までに全
数訪問することは難しい。

次年度に向け
ての対応

主任児童委員向けの研修を継続する。
R３年度新規事業である産後ケアについ
て、こんにちは赤ちゃん訪問との連携を検
討していく。

転入された方について、母子保健コーディ
ネーターや保健師から連絡をして訪問の
案内をし、できる限り訪問につなげるが、
希望しない方についても市の母子保健
サービス等案内をする。

転入された方について、母子保健コーディ
ネーターや保健師から連絡をして訪問の
案内をし、できる限り訪問につなげるが、
希望しない方についても市の母子保健
サービス等案内をする。

いとしのベビー子育て応援金や産後ケア事業
の案内、また機会をとらえて全数訪問できるよ
うに母子保健コーディネーターや地区担当保
健師から連絡をしている。赤ちゃん訪問での産
後うつ病スケールを実施しており、引続き実施
していく。

産後ケア事業、母子保健コーディネーターや母子訪
問事業によるフォローを行った。また、いとしのベ
ビー出産子育て応援金申請チラシを乳児全戸訪問
を受けた方に配布を行った。出生連絡票を直接受
理できるようになり、その場での相談も可能になっ
た。

事業の成果

新型コロナウイルス感染症対策下での訪
問であったが、訪問率を例年並みに維持
し、必要な子育て支援を実施できた。

新型コロナウイルス感染症の影響で、妊
娠中から他の妊婦と交流する機会が減
り、また産後も外出を控えて孤立している
家庭が多く、助産師保健師等による訪問
によって、不安な気持ちを傾聴したり、産
後ケア事業等につなげることで不安軽減
につなげることができた。

令和３年度と同様に、新型コロナウイルス感染症
の影響で、医療機関での両親学級の参加機会が
減る等妊娠中から他の妊婦と交流する機会が
減った。また産後も外出を控える家庭が多く、助
産師保健師等による訪問によって、不安な気持
ちを傾聴したり、産後ケア事業等につなげること
で不安軽減につなげることができた。

医療機関での両親学級の参加機会が減る等
妊娠中から他の妊婦と交流する機会が少な
く、また産後も外出を控える家庭が多い。助産
師保健師等による訪問によって、不安な気持
ちを傾聴したり、産後ケア事業等につなげるこ
とで不安軽減につなげることができ、昨年度よ
り訪問率も上昇した。

初産婦の高年齢や、就労妊婦の増加もあ
る中で、助産師保健師等による訪問によ
り、不安な気持ちを傾聴したり、育児の相
談ができる産後ケア事業やヘルパー事業
等につなげることで不安軽減につなげるこ
とができた。また、昨年度より訪問実施率
も上昇した。

関係する事業
等の状況

―

産後ケア事業、母子保健コーディネーター
や母子訪問事業によるフォローを行った。

産後ケア事業、母子保健コーディネーター
や母子訪問事業によるフォローを行った。

産後ケア事業、母子保健コーディネーターや母子訪
問事業によるフォローを行った。また、いとしのベ
ビー出産子育て応援金申請チラシを乳児全戸訪問
を受けた方に配布を行った。出生連絡票を直接受
理できるようになり、その場での相談も可能になっ
た。

乳児の発育発達の確認や産婦の心身の
状態、養育環境の確認のため、保健師、
助産師による訪問を実施した。産後ケア
事業やヘルパー事業等の紹介も併せて実
施した。Ｒ６年度の主任児童委員の訪問
は８．４％だった。

年度評価 A A A A A

取組内容

訪問直前に対象者宅および訪問者の健康状
態の確認をする等、感染症対策に努めながら
実施した。
主任児童委員が担う訪問について、R１年度は
全てのこんにちは赤ちゃん訪問の内、22%を実
施していたが、感染症対策のためになるべく助
産師・保健師の訪問としていたため、R２年度
の主任児童委員訪問は９．３％だった。

訪問直前に対象者宅および訪問者の健康状
態の確認をする等、感染症対策に努めながら
実施した。
主任児童委員が担う訪問について感染症対策
のためになるべく助産師・保健師の訪問として
いたため、R3年度の主任児童委員訪問は８．
９％だった。

訪問直前に対象者宅および訪問者の健康状
態の確認をする等、感染症対策に努めながら
実施した。
主任児童委員が担う訪問について感染症対策
のためになるべく助産師・保健師の訪問として
いたため、R４年度の主任児童委員訪問は
12.8％だった。

訪問直前に対象者宅および訪問者の健康状
態の確認をする等、感染症対策に努めながら
実施した。
主任児童委員が担う訪問について感染症対策
のためになるべく助産師・保健師の訪問として
いたため、R５年度の主任児童委員訪問は
13.3％だった。

98.6%

年度目標 100% 100% 100% 100% 100%

年度実績 98.4% 96.5% 96.3% 97.5%

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
「こんにちは赤ちゃん訪問事業」として、生後4か月までの子どものいるすべての家庭を訪問し、地域の子育て情報を提供、必要な子育て支援を行います。主に第1子を出産された方等へは
助産師が、第2子以降の出産をされた方で不安がない方へは主任児童委員が訪問します。また、妊娠届出、各健診、相談のフォローや各機関からの依頼により、妊産婦、乳幼児とその保
護者を継続して訪問し、安心して出産、子育てができるように支援します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

こんにちは赤ちゃん訪問実施率 98.1% 100%

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども育成相談課施策の方向 ① 親と子の健康の確保

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 妊産婦、新生児、乳幼児などへの訪問指導 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 77
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進
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％A 幼児の心理発達・育児不安・母子関係等について、発達相談員が個別に相談に応じ、保健師やこどもセンターをはじめ、他関係機関等との連携を図りながら、
親子教室での継続的な支援を実施し、こどもの発達支援や親への育児相談・育児支援等を実施した。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

個々の乳幼児の発達や、保護者の育児環境に応じ
た様々な相談に対応できるよう、発達相談員や他専
門職種等と連携・協働等をしながら、適切な支援に
つなげられるよう他関係機関等とも連携を図ってい
く。また、実績等を踏まえて、教室運営の在り方等を
検討し、適時見直しを行う。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響により、
親子で外出する場が減り、児の社会性を
育む場が少なく、経験不足が見られる。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
親子で外出する場が減り、児の社会性を
育む場が少なく、経験不足が見られる。

乳幼児の発達について周知する機会を
作っていくなど他事業との連携を検討して
いく必要がある。

引き続き乳幼児の発達について周知する
機会を作っていくなど他事業との連携を検
討していく必要がある。また、早期からの
相談の方が増えているが、他機関につな
ぐには年齢が低い場合は、相談期間が長
くなる傾向がある。

予約制の面接相談等の利用件数は減少している。
また、教室に参加するこどもの対象年齢は２歳代に
集中しており、３歳代の教室運営の見直しが必要で
ある。一方で、発達に課題を抱えるこどもの数は増
加しており、各関係機関（保育園や、医療機関、障
がい福祉課等）と連携する必要性がより高まってき
ている。

次年度に向け
ての対応

引き続き乳幼児の発達や育児について相
談に応じられるよう発達相談員と情報共
有しながら、必要な支援につなげられるよ
う他機関と連携を図る。

引き続き乳幼児の発達や育児について相
談に応じられるよう発達相談員と情報共
有しながら、必要な支援につなげられるよ
う他機関と連携を図る。

こどもセンターと同じ課になったことで、こ
ども相談と親子教室の役割を明確にし、
必要な支援にもれなくつなげられるように
連携を強化する。

引き続き乳幼児の発達や育児について相
談に応じられるよう発達相談員と情報共
有しながら、必要な支援にもれなくつなげ
られるよう連携を図る。

こども相談で発達段階に合わせたかかわ
り方をアドバイスし、必要な方に、親子教
室を案内している。

事業の成果

児への関わり方に関する助言をするととも
に、発達に関する継続的な相談先の紹介
により、保護者の不安の軽減につながっ
た。

児への関わり方に関する助言をするととも
に、発達に関する継続的な相談先の紹介
により、保護者の不安の軽減につながっ
た。

児への関わり方に関する助言をするととも
に、発達に関する継続的な相談先の紹介
により、保護者の不安の軽減につながっ
た。

児への関わり方に関する助言をするととも
に、発達に関する継続的な相談先の紹介
により、保護者の不安の軽減につながっ
た。

児への関わり方に関する助言をするととも
に、発達に関する継続的な支援機関の紹
介や関係機関等との連携支援等により、
保護者の不安の軽減につながった。

関係する事業
等の状況

こども相談で発達段階に合わせたかかわ
り方をアドバイスし、必要な方に、親子教
室を案内している。

こども相談で発達段階に合わせたかかわ
り方をアドバイスし、必要な方に、親子教
室を案内している。

こども相談で発達段階に合わせたかかわ
り方をアドバイスし、必要な方に、親子教
室を案内している。

こども相談で発達段階に合わせたかかわ
り方をアドバイスし、必要な方に、親子教
室を案内している。

保健師や、臨床心理士、保育士、栄養士
等の多職種連携により、個々のこどもの
特性等に合わせた支援を実施した。発達
相談では、保護者の思いを受け止めなが
ら、継続的で丁寧な支援を行った。
相談：面接２３５件、電話０件
親子教室：４５回、参加者延べ件数２７８件

年度評価 A A A A A

取組内容

新型コロナウイルス感染症流行下であったため、外出自
粛や同年齢の児との関わり体験をする機会が減少してい
ることが影響してか、児の発達や対応の仕方について不
安を抱える保護者が増えたことと、親子教室を中止したこ
とからフォロー先としてこども相談枠を追加したため、例
年よりも件数が増加し、面接323件、電話20件の相談が
寄せられた。
(現状値：323件）
発達の遅れが疑われたり、危険な行動を好む特性のある
子どもいる親子教室で、事故予防及び感染症拡大対策に
努めながら教室運営を行った。（運営実績32回・参加141
名）

新型コロナウイルス感染症流行下であったため、
外出自粛や同年齢の児との関わり体験をする機
会が減少していることが影響してか、児の発達や
対応の仕方について不安を抱える保護者が昨年
同様多く、面接313件、電話5件の相談を行った。
(現状値：313件）
発達の遅れが疑われたり、発達の偏りや特性の
ある子どもいる親子教室で、事故予防及び感染
症拡大対策に努めながら教室運営を行った。（運
営実績２７回・参加１２３名）

新型コロナウイルス感染症流行下であったた
め、外出自粛や同年齢の児との関わり体験を
する機会が減少していることが影響してか、児
の発達や対応の仕方について不安を抱える保
護者が昨年同様多く、面接301件、電話3件の
相談を行った。(現状値：301件）
発達の遅れが疑われたり、発達の偏りや特性
のある子どもいる親子教室で、事故予防及び
感染症拡大対策に努めながら教室運営を行っ
た。（運営実績４５回・参加２３３名）

新型コロナウイルスによる外出自粛等の影響
もあり、児の発達や対応の方法について不安
を抱える保護者が増えている。
面接254件、電話3件の相談を行った。(現状
値：254件）
発達に課題がある等の子どもが参加する親子
教室で、事故予防に努めながら教室運営を
行った。（運営実績４５回・参加２５０名）

発達相談員が保護者の不安を傾聴
し、発達や育児に関する相談に応じる
ことで、必要な支援につながった。

年度目標
乳幼児の発達や育児について相談に
応じ、不安軽減を図る。

乳幼児の発達や育児について相談に
応じ、不安軽減を図る。

乳幼児の発達や育児について相談に
応じ、不安軽減を図る。

乳幼児の発達や育児について相談に
応じ、不安軽減を図る。

乳幼児の発達や育児について相談に
応じ、不安軽減を図る。

年度実績
発達相談員が保護者の不安を傾聴し、発
達や育児に関する相談に応じることで、必
要な支援につながった。

発達相談員が保護者の不安を傾聴
し、発達や育児に関する相談に応じる
ことで、必要な支援につながった。

発達相談員が保護者の不安を傾聴
し、発達や育児に関する相談に応じる
ことで、必要な支援につながった。

発達相談員が保護者の不安を傾聴
し、発達や育児に関する相談に応じる
ことで、必要な支援につながった。

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
乳幼児の発達や育児不安について、発達相談員が個別の相談に応じ、保護者が安心して育児できるよう支援します。また、必要に応じて親子教室への参加を促し、健やかな発育発達を促
すとともに、適切な時期に療育等の関係機関を紹介します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　延べ相談件数　） （　241件　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども育成相談課施策の方向 ① 親と子の健康の確保

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 乳幼児発育・発達支援 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 77
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進

29



％A 社会情勢の変化により増加する相談ニーズに対応し、各種専門相談や機関連携によりこどもと保護者の適切な支援を実施することができた。
５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

相談件数が上昇している中で、事業を継
続実施するため、一層の関係機関との連
携と支援体制を強化するとともに、事業内
容を精査する。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響で令和
２年度は減少しているが、ここ数年、相談
件数が大幅に増加しており、事業運営に
支障を来たさないような体制づくりが必要
である。

療育相談に特化し、専門性をもってやっている
こどもセンターの魅力の維持と事業運営に支
障をきたさないような体制づくりの検討していく
必要がある。

関係機関との連携について、市南西部に
位置し、距離があることから、タイムリーな
意思疎通が難しいケースがあり、専門性
をもってやっているこどもセンターの魅力
の維持と事業運営に支障をきたさないよう
な体制づくりの検討していく必要がある。

こども家庭支援をより幅広く実施できる支
援体制の強化とネットワークづくりが必要
である。

こども家庭支援をより幅広く実施できる支
援体制の強化とネットワークづくりが必要
である。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症に対する十分
な予防対策を講じ、所要の事業運営の見
直し等を行ったうえで必要な療育相談事
業を継続して実施する。

相談件数が上昇している中で、事業を継
続実施するため、一層の関係機関との連
携と支援体制の強化するとともに、事業内
容を精査する。

相談件数が上昇している中で、事業を継
続実施するため、一層の関係機関との連
携と支援体制の強化するとともに、事業内
容を精査する。

相談件数が上昇している中で、事業を継
続実施するため、一層の関係機関との連
携と支援体制の強化するとともに、事業内
容を精査する。

巡回相談事業（巡回回数：319件）
幼児のことばの教室（参加人数：延べ247
人）

事業の成果

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親の支援のため、各関係機関と
の連携を密にして適切な支援を行い十分
な成果が出ている。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親の支援のため、各関係機関と
の連携を密にして適切な支援を行い十分
な成果が出ている。
令和２年度の減少から３年度の相談件数
は増加しており、コロナ禍前に迫る件数と
なっている。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親の支援のため、各関係機関と
の連携を密にして適切な支援を行い十分
な成果が出ている。
令和４年度の相談件数は増加しており、コ
ロナ禍前の最高値と同程度の件数となっ
ている。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親の支援のため、各関係機関と
の連携を密にして適切な支援を行い十分
な成果が出ている。相談件数は増加して
いる。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親の支援のため、各関係機関と
の連携を密にして適切な支援を行い十分
な成果が出ている。相談件数は増加して
いる。

関係する事業
等の状況

巡回相談事業（巡回回数：237回）
幼児のことばの教室（参加人数：延べ341
人）

巡回相談事業（巡回回数：260件）
幼児のことばの教室（参加人数：延べ318
人）

巡回相談事業（巡回回数：293件）
幼児のことばの教室（参加人数：延べ302
人）

巡回相談事業（巡回回数：324件）
幼児のことばの教室（参加人数：延べ263
人）

新規相談、継続相談、巡回相談、個別専
門相談、教室事業等を実施し、児童の状
態及び保護者の状況等に合わせ支援を
行った。
（現状値：4,669件）

年度評価 A A A A A

取組内容

新規相談、継続相談、巡回相談、個別専
門相談、教室事業等を実施し、児童の状
態及び保護者の状況等に合わせ支援を
行った。
（現状値：2,834件）

新規相談、継続相談、巡回相談、個別専
門相談、教室事業等を実施し、児童の状
態及び保護者の状況等に合わせ支援を
行った。
（現状値：3,531件）

新規相談、継続相談、巡回相談、個別専
門相談、教室事業等を実施し、児童の状
態及び保護者の状況等に合わせ支援を
行った。
（現状値：3,800件）

新規相談、継続相談、巡回相談、個別専
門相談、教室事業等を実施し、児童の状
態及び保護者の状況等に合わせ支援を
行った。
（現状値：4,250件）

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を行った。

年度目標
子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を実施する。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を実施する。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を実施する。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を実施する。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を実施する。

年度実績
子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を行った。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を行った。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を行った。

子どもの発達と子育てに対する不安や悩
みを持つ親および関係機関に対し、適切
な時期に適切な方法で支援を行った。

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 発達に気がかりのある子どもについて、個別相談、巡回相談、親子教室、専門相談等を実施し、親子が適切な支援が受けられるよう、保健・医療・福祉・教育との連携を図ります。

実績

項目 現状値（H３０）

（　相談件数　） （　3,801件　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども育成相談課施策の方向 ① 親と子の健康の確保

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 療育相談事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 78
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進

30



％A こどもセンターの各種専門相談と連携してこどもと保護者の適切な支援を実施することができた。
５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

今後も児童が持っている力をより引き出せ
るよう、一人一人の状態に応じた指導・訓
練を継続していく。

課題

新型コロナウイルス感染症への対応の徹
底。

新型コロナウイルス感染症への対応の徹
底。療育相談に特化し、専門性をもって
やっているこどもセンターの魅力の維持と
事業運営に支障をきたさないような体制づ
くりの検討していく必要がある。

療育相談に特化し、専門性をもってやって
いるこどもセンターの魅力の維持と事業運
営に支障をきたさないような体制づくりの
検討していく必要がある。

こども家庭支援をより幅広く実施できる支
援体制の強化とネットワークづくりが必要
である。

こども家庭支援をより幅広く実施できる支
援体制の強化とネットワークづくりが必要
である。

次年度に向け
ての対応

今後も児童が持っている力をより引き出せ
るよう、一人一人の状態に応じた指導・訓
練を継続していく。

今後も児童が持っている力をより引き出せ
るよう、一人一人の状態に応じた指導・訓
練を継続していく。

今後も児童が持っている力をより引き出せ
るよう、一人一人の状態に応じた指導・訓
練を継続していく。

今後も児童が持っている力をより引き出せ
るよう、一人一人の状態に応じた指導・訓
練を継続していく。

療育相談事業（相談件数：4,669件）

事業の成果

必要の子に対し、適切な時期に幼児のこ
とばの教室に繋げることができた。

必要の子に対し、適切な時期に幼児のこ
とばの教室に繋げることができた。

必要の子に対し、適切な時期に幼児のこ
とばの教室に繋げることができた。

必要の子に対し、適切な時期に幼児のこ
とばの教室に繋げることができた。

必要な子に対し、適切な時期に幼児のこ
とばの教室に繋げることができた。

関係する事業
等の状況

療育相談事業（相談件数：2,834件） 療育相談事業（相談件数：3,531件） 療育相談事業（相談件数：3,800件） 療育相談事業（相談件数：4,250件）

「幼児のことばの教室」の利用に関する初
回面談をこどもセンターが行い、子どもの
状態を十分把握したうえで幼児のことば
の教室を含め適切な支援につなげた。
（現状値：延べ247人）

年度評価 A A A A A

取組内容

「幼児のことばの教室」の利用に関する初
回面談をこどもセンターが行い、子どもの
状態を十分把握したうえで幼児のことば
の教室を含め適切な支援につなげた。
（現状値：延べ341人）

「幼児のことばの教室」の利用に関する初
回面談をこどもセンターが行い、子どもの
状態を十分把握したうえで幼児のことば
の教室を含め適切な支援につなげた。
（現状値：延べ318人）

「幼児のことばの教室」の利用に関する初
回面談をこどもセンターが行い、子どもの
状態を十分把握したうえで幼児のことば
の教室を含め適切な支援につなげた。
（現状値：延べ302人）

「幼児のことばの教室」の利用に関する初
回面談をこどもセンターが行い、子どもの
状態を十分把握したうえで幼児のことば
の教室を含め適切な支援につなげた。
（現状値：延べ263人）

「幼児のことばの教室」の利用に関する初回面
談をこどもセンターが行い、子どもの状態を十
分把握したうえで幼児のことばの教室を含め
適切な支援につなげた。

年度目標
初回面談を行うこどもセンターと幼児のこ
とばの教室の職員が連携を密にすること
で、適切な時期に通室できるようにする。

こどもセンターと幼児のことばの教室の職
員が連携を密にし、適切な時期に適切な
支援を受けられるようにする。

こどもセンターと幼児のことばの教室の職
員が連携を密にし、適切な時期に適切な
支援を受けられるようにする。

こどもセンターと幼児のことばの教室の職
員が連携を密にし、適切な時期に適切な
支援を受けられるようにする。

こどもセンターと幼児のことばの教室の職
員が連携を密にし、適切な時期に適切な
支援を受けられるようにする。

年度実績

「幼児のことばの教室」の利用に関する初回面
談をこどもセンターが行い、子どもの状態を十
分把握したうえで幼児のことばの教室を含め
適切な支援につなげた。

「幼児のことばの教室」の利用に関する初回面
談をこどもセンターが行い、子どもの状態を十
分把握したうえで幼児のことばの教室を含め
適切な支援につなげた。

「幼児のことばの教室」の利用に関する初回面
談をこどもセンターが行い、子どもの状態を十
分把握したうえで幼児のことばの教室を含め
適切な支援につなげた。

「幼児のことばの教室」の利用に関する初回面
談をこどもセンターが行い、子どもの状態を十
分把握したうえで幼児のことばの教室を含め
適切な支援につなげた。

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
ことばの発達等に課題のある幼児に対し、母子保健事業をはじめ療育相談事業や学齢児を対象とした「ことばの教室」事業など、他の関係事業と連携を図りながら、言語に関する指導・訓
練を行います。

実績

項目 現状値（H３０）

（　参加人数　） （　延べ361人　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども育成相談課施策の方向 ① 親と子の健康の確保

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 幼児のことばの教室 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 78
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進

31



％B 公立・民間の垣根を越えて集う場を設けることができているほか、相談件数も増えており、工夫しながら地道な活動を続けることで浸透、活性化が進んだものと
考えています。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

引き続き他課との連携を図り、災害食や
物価高騰で食材費が限られる中でもでき
る食育活動ができるよう支援を行う。また
公立保育園のみならず民間保育園に食育
の指導案を共有できるよう検討していく。

課題

新設の保育園や受け入れ児童数が増加
し、実態の把握が難しい中ではあるが、新
型コロナウイルス感染拡大防止対策を実
施しながら食育活動の支援を行う。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を
実施しながら食育活動の支援を行う。

令和５年度以降、新型コロナウイルス感染
症への配慮緩和に伴う食育活動が本格
的に復活していく中で、各園実態にあった
食育活動ができるよう支援を行う。

令和５年度以降、新型コロナウイルス感染
症への配慮緩和に伴う食育活動が本格
的に復活していく中で、各園実態にあった
食育活動ができるよう支援を行う。

物価高騰で食材費が限られるため、以前
よりも地場産物の購入が厳しい、また食品
ロスが多い等の理由で食育活動が縮小し
つつある民間保育園がある。そうした中で
もできる食育活動を共有し支援を行う。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を
実施しながら市内保育園へ食育活動の支
援を続けていく。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を
実施しながら市内保育園へ食育活動の支
援を続けていく。

食育活動の本格的再開に向け、市内保育
園へ食育活動の支援を続けていく。

食育活動の本格的再開に向け、市内保育
園へ食育活動の支援を続けていく。

民間保育園と公立保育園の調理担当者を
集め、給食についての情報交換を行う会
議を対面で開催し、市内認可保育所全体
の食育の推進を図った。

事業の成果

前年度より民間保育園からの相談の回数
や巡回等、対面での相談は減少した。栄
養士を配置する民間保育園が増えている
など、自主的な食育へ取り組みが進んで
いる。

民間保育園からの相談回数は、前年度と
ほとんど変わらなかった。栄養士を配置
し、自主的な食育への取り組みが増えて
いる一方、感染症対策を講じながらの食
育についての相談があった。

新型コロナウイルス感染症対策を行いな
がら、積極的な食育活動を再開したこと
や、対面で研修会等を再開したこともあ
り、相談件数は増加した。

新型コロナウイルス感染症対策を行いな
がら、積極的な食育活動を再開したこと
や、対面で研修会等を再開したこともあ
り、相談件数は増加した。

他課との連携で積極的な食育活動を
再開したことや、対面で研修会等を再
開したこともあり、最近の情報やより市
全体で取り組む必要のある内容を共
有したことで相談件数は増加した。

関係する事業
等の状況

民間保育園と公立保育園の調理担当者を
集め、献立の検討や給食についての情報
交換を行う会議を書面で開催し、市内認
可保育所全体の食育の推進を図った。

民間保育園と公立保育園の調理担当者を
集め、献立の検討や給食についての情報
交換を行う会議を書面で開催し、市内認
可保育所全体の食育の推進を図った。

民間保育園と公立保育園の調理担当者を
集め、給食についての情報交換を行う会
議を対面で開催し、市内認可保育所全体
の食育の推進を図った。

民間保育園と公立保育園の調理担当者を
集め、給食についての情報交換を行う会
議を対面で開催し、市内認可保育所全体
の食育の推進を図った。

希望のあった民間保育園に対し、献立の情報提供
を行い、給食情報交換会ではこども育成相談課や
地域保健課に講師依頼するなど他課との連携を生
かし食育活動支援を行った。公立保育園では、茅ヶ
崎産の食材を栄養士が直接発送、保育士に食育の
指導案を提案するなど各保育園の園児の偏食や興
味関心を聞き取り実態に合った食育が行われるよう
支援した。（相談件数：22件）

年度評価 B B B B B

取組内容

希望のあった民間保育園へ献立や、給食
だよりの情報提供を行い、日常的な食育
活動支援をおこなった。
また、民間保育園への巡回は新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため中止した
が、実態に合った食育が行われるよう、電
話等で相談を受けた。
（現状値：１０件）

希望のあった民間保育園に対し、給食だ
よりの等の情報提供を行い、日常的な食
育活動支援をおこなった。
また、民間保育園が参加する給食につい
ての情報交換会では、食育について取り
上げ、相談を受けたりや情報交換うこと
で、各保育園の実態に合った食育が行わ
れるよう、支援した。

希望のあった民間保育園に対し、給食だよりの等の情報
提供を行い、日常的な食育活動支援をおこなった。実際
に給食のメニューにトルコナスや八丁味噌を使用し、情報
提供を行うことで茅ヶ崎市や茅ヶ崎市とのかかわりのある
地域（岡崎市）を知るきっかけになった。また、民間保育
園が参加する給食についての情報交換会では、食育につ
いて取り上げ、相談を受けたり情報交換を行うことで、各
保育園の実態に合った食育が行われるよう支援した。（相
談件数：１６件）

希望のある民間保育園へ献立や、給食だ
よりの配布を行い、日常的な食育活動支
援をおこなった。また、民間保育園への巡
回は新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため中止したが、実態に合った食育が行
われるよう、電話等で相談を受けた。
（現状値：８件）

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援を実施した。

年度目標
野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援をする。

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援をする。

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援をする。

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援をする。

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援をする。

年度実績
野菜栽培、給食等の日常的な食育のほか各
園の実態に合った食育活動の支援を実施し
た。

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援を実施した。

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援を実施した。

野菜栽培、給食等の日常的な食育の
ほか各園の実態に合った食育活動の
支援を実施した。

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 市内保育所における栄養・巡回指導において、栄養士による園児への食育を実施します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　訪問件数　） （　70件　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

保育課施策の方向 ② 食育の推進

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 保育所における食育の推進 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 80
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進
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％A
新型コロナウィルス等の影響を大きく受ける事業ではあったが、感染管理や予防の観点から、迅速に事業の実施方法等について対応した。新型コロナウィルス
が５類に移行した以降は、感染防止、感染拡大等の対策を継続しながら、多くの対象者（親子）が希望する対面での教室実施を再開し、合わせてSNSを活用し
た検討をすすめることができた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 100

全体的に、食育関連の教室については、対面での参加を
希望される方が多く、事後アンケートや現場での声等から
は、非常に好評である。一方妊婦を対象とした、マタニ
ティクッキングは参加者が少ないため、インスタグラム等
を活用した動画配信等も活用しながら、妊娠期の食事～
幼児食等について、ライフステージや対象者のニーズを
踏まえた教室や媒体の運用を実施していく。

課題

新型コロナウイルス感染症予防のため、
中止した事業（１歳児の食事と歯の教室、
マタニティクッキング、親子食育教室）の
フォローアップが未熟であった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から試食を伴う事業であるマタニティ
クッキングを中止としたことから、妊婦さん
に向けたホームページでの資料掲載の充
実を図った。

感染防止の観点から試食を伴う事業を中
止していたが、事業再開に伴ってコロナ前
の事業形態に戻していくのか、新たに違う
視点で見直していくのかは課題。

・来年度のマタニティクッキング再開にあたり、コロ
ナ前の事業形態に戻していくのか、新たに違う視点
で見直していくのか検討する。
・新型コロナウイルス感染症が5類になったことか
ら、現在人数制限や回数を分けて実施している事業
について、事業形態の変更や修正を検討する。

・マタニティクッキングを対面実施したが、3回開催して6組
のみの参加にとどまった。対象時期に就業している妊婦
が増加していること等もその理由として想定される。一
方、近年若い女性のやせ志向の高まりにより、胎児の発
育不良等が懸念されることから、妊娠期における栄養管
理等の必要性をいかに対象者に周知していくか等の課題
がある。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症予防のため、
中止している事業（主に試食や調理実習
をメインとしたもの）のフォローアップと、感
染対策を行ったうえで中止事業を一部再
開していく。

実際に教室に参加した方からは好評であ
り、引き続き感染症対策を徹底した上で、
できる限り対面での教室運営を行っていき
たい。

対面での参加を希望される方が多く、参
加者からの評価は良い。今後、試食を増
やしていくことも考えているが、開催場所
（飲食禁止）の問題もあり、現状維持しな
がら検討する。

対面での参加を希望される方が多く、参
加者からの評価は良い。調理を伴う教室
を積極的に実施するとともに、開催場所が
飲食禁止である教室については、ニーズ
などを鑑みて検討する。

動画配信で実施していたマタニティクッキ
ングを対面で実施した。

事業の成果

・離乳食講習会では、離乳食の開始や進め方について、
知識の普及に加え、10倍粥の作り方の見学と試食予定
だった離乳食の見本を見ていただき具体的に伝えること
ができた。
・親子でわくわく教室として、小学生とその保護者を対象
に、栄養バランスを考えた食事の組み合わせ、材料の選
択を身につけることを目的としたオンラインでの講義と調
理の教室を実施したところ好評だった。

離乳食講習会は試食は中止したが、１０
倍がゆの作り方の実演を行い、好評だっ
た。

離乳食講習会は１０倍がゆの実演と離乳
食の展示を実施。離乳食講習会、１歳児
の食事と歯の教室は人数を絞って実施し
ており、参加者からは、好評。

離乳食講習会は引き続き１０倍がゆの実
演と離乳食の展示を実施した。親子食育
では、新しい取り組み（対象の変更、調理
実習を実施など）を行い、アンケート等でも
好評であった。

離乳食講習会では、「実際の食材の柔らかさ
等がわかり、良く理解できた」等の好評な意見
が多かった。親子食育では、前年度のアン
ケート結果を踏まえて、調理実習を取り入れ、
実際の手順や材料、調理後の食品を実際に目
で見て、触れて、食べるという一連を体験して
頂くことができた。

関係する事業
等の状況

離乳食講習会以外の母子栄養教室は中
止とした。（１歳児の食事と歯の教室、マタ
ニティクッキング、親子食育教室）

離乳食講習会（対面）
1歳児の食事と歯の教室（対面またはオンライ
ン）
マタニティクッキング（中止）
親子食育教室（中止）

上記事業は再開しているが、マタニティ
クッキングは動画配信を行っている。

マタニティクッキングのみ引き続き動画配
信を行っている。

全事業を対面で実施した。
親子食育では、協力企業・団体等と協働
をはかり、協力企業管理栄養士・委託事
業者による講話、調理実習、試食等を実
施した。

年度評価 C A A A A

取組内容

上半期では新型コロナウイルス感染症対策の
ため、すべての母子栄養健康教室が中止と
なったが、下半期では感染対策を行った上で、
離乳食講習のみ再開した。離乳食講習会では
試食を中止し、見本として展示した。また、会
場、時間、内容などを変更した。

離乳食講習会は、８～９月、１～２月を中止し
た。１歳児の食事と歯の教室は、９月を中止と
し、８月と１０～３月はオンライン教室を実施し
た。マタニティクッキングについては、試食を伴
うため感染症防止の観点から中止としたことか
ら、ホームページにて、妊婦さんに向けた栄養
に関する資料の掲載を行った。

令和４年度は離乳食講習会、１歳児の食
事と歯の教室ともに中止することなく実
施。親子食育は健康づくり担当と共同で実
施した。

離乳食講習会、１歳児の食事と歯の教室
ともに中止することなく実施。親子食育で
は、対象を幼児（4歳～5歳児）とし、調理
実習と講話を実施した。

離乳食講習会　年12回（210組）
1歳児の食事と歯の教室　年12回（138組）
親子食育　16組（2回）
マタニティクッキング　6組〈3回〉
たまごクラス　120人（6回）
すくすく７か月児育児相談　年36回（748人）

年度目標 30組 60組 200組 330組 460組

年度実績 離乳食講習会　年12回（113組）
離乳食講習会　年12回（119組）
１歳児の食事と歯の教室　年11回（70
組）

離乳食講習会　年12回（176組）
1歳児の食事と歯の教室　年２４回（148組）
親子食育　15組（１回）
すくすく７か月児育児相談　年36回（742人）
たまごクラス（ママの日）　46人(5回）

離乳食講習会　年12回（201組）
1歳児の食事と歯の教室　年２４回（146組）
親子食育　10組（１回）
すくすく７か月児育児相談　年36回（790人）
たまごクラス（ママの日）　102人（6回）

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 母子栄養健康の各教室への積極的な参加を促すとともに、そのほかの食に関する学習機会を提供し、妊産婦や乳幼児及び小学生を育てる保護者への食に関する啓発を図ります。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

参加組数 401組 460組

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども育成相談課施策の方向 ② 食育の推進

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 妊産婦及び乳幼児、小学生とその保護者を対象とした食に関する学習機会や情報提供 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 80
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進
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％A
時限的な取り組みとして、令和３年４月に新型コロナウイルス感染症の影響に伴う小児医療費助成事業を実施し、所得超過により小児医療証を持っていない対象小児の保険
診療分の医療費と、小児医療証を持っている小学４年生から中学３年生までにかかる、通院１回あたり５００円上限の一部負担金を償還払いにて助成し、保護者の経済的負担
の軽減を図った。また、令和５年７月に所得制限・一部負担金撤廃、令和６年７月に高校生年代までの年齢拡大と、２度の制度改正を実施し、子育て世帯が安心して医療機関
にかかれる体制の拡充を行った。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 133.6

市民、機関への個別の通知に加え、市広
報、市ホームページ、市LINEでのセグメン
ト配信による周知を図る。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う
小児医療費助成事業について、時限的な
取り組みであるため、市民に対する周知を
幅広く行う必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う
小児医療費助成事業について、時限的な
取り組みであるため、市民に対する周知を
幅広く行う必要がある。

令和５年７月から実施の所得制限・一部
負担金の撤廃について、医療機関、審査
支払機関へレセプト請求に関する周知を
行う必要がある。また、小児医療証の申
請が必要な市民に対する周知を積極的に
行い、申請を促す必要がある。

令和６年７月から実施の高校生世代まで
の年齢拡大について、医療機関、審査支
払機関へレセプト請求に関する周知を行う
必要がある。また、小児医療証の申請が
必要な市民に対する周知を積極的に行
い、申請を促す必要がある。

令和５年７月から実施の所得制限・一部
負担金の撤廃、令和６年７月から実施の
高校生年代までの年齢拡大の申請をして
いない市民に対する周知を積極的に行
い、申請を促す必要がある。

次年度に向け
ての対応

対象児童に対する郵送の案内に加え、市
広報、市ホームページでの周知を図る。

市広報、市ホームページでの周知を図る。 市民、機関への個別の通知に加え、市広
報、市ホームページ、市LINEでのセグメン
ト配信による周知を図る。

市民、機関への個別の通知に加え、市広
報、市ホームページ、市LINEでのセグメン
ト配信による周知を図る。

ひとり親家庭等医療費助成事業、重度障
がい者医療費助成事業、生活保護等の医
療費助成事業と適宜情報連携を行い、小
児医療証の発行、消滅の処理を行ってい
る。

事業の成果

昨年度の対象年齢拡大に伴い助成対象
となった児童を含む受給者に対し、小児医
療証の発行処理、償還払いの支払処理を
行い、適切な医療費助成を行った。

小児医療証の発行処理、償還払いの支払
処理を行い、適切な医療費助成を行った。

小児医療証の発行処理、償還払いの支払
処理を行い、適切な医療費助成を行った。

所得制限の撤廃に伴い助成対象となった
児童を含む受給者に対し、小児医療証の
発行処理、償還払いの支払処理を行い、
適切な医療費助成を行った。

年齢拡大に伴い助成対象となった小児を
含む受給者に対し、小児医療証の発行処
理、償還払いの支払処理を行い、適切な
医療費助成を行った。

関係する事業
等の状況

ひとり親家庭等医療費助成事業、重度障
がい者医療費助成事業、生活保護等の医
療費助成事業と適宜情報連携を行い、小
児医療証の発行、消滅の処理を行ってい
る。

ひとり親家庭等医療費助成事業、重度障がい
者医療費助成事業、生活保護等の医療費助
成事業と適宜情報連携を行い、小児医療証の
発行、消滅の処理を行っている。

ひとり親家庭等医療費助成事業、重度障
がい者医療費助成事業、生活保護等の医
療費助成事業と適宜情報連携を行い、小
児医療証の発行、消滅の処理を行ってい
る。

ひとり親家庭等医療費助成事業、重度障
がい者医療費助成事業、生活保護等の医
療費助成事業と適宜情報連携を行い、小
児医療証の発行、消滅の処理を行ってい
る。

令和６年７月から実施の高校生年代まで
の年齢拡大に伴い、本事業対象小児、年
齢拡大に伴う新たな対象小児の両者に向
け、小児医療証の一斉送付を実施した。

年度評価 C A A A A

取組内容

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う
小児医療費助成事業の実施に向け、三医
師会、医療機関、校長会、審査支払機関
に対する周知を行った。

令和４年度も新型コロナウイルス感染症
の影響に伴う小児医療費助成事業を継続
実施することに伴い、対象児世帯へ個別
に周知を行った。

令和５年６月診療分までを対象に継続実
施する新型コロナウイルス感染症の影響
に伴う小児医療費助成事業と、令和５年７
月から実施の所得制限・一部負担金の撤
廃について、対象児世帯へ個別に周知を
行った。

令和５年７月から実施の所得制限・一部
負担金の撤廃に伴い、本事業対象児、撤
廃に伴う新たな対象児の両者に向け、小
児医療証の一斉送付を実施した。

541,252件

年度目標 382,032件 318,053件 360,882件 421,879件 405,000件

年度実績 289,139件 328,074件 337,879件 450,579件

担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 小児の健康増進を図り、保護者の経済的負担を軽減するため、医療費の保険診療の自己負担分を助成します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

助成件数 358,709件 405,000件

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

こども政策課施策の方向 ④ 小児医療にかかるサービスの充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 小児医療費助成事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 82
計画
体系

基本施策 3 親と子の健康の確保及び増進
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％A
各学区の青少年育成推進協議会、青少年指導員等と連携・協力し、登下校時の見守り活動及びパトロール等を継続的に実施し、子どもの安全を守る取り組み
を進めてきた。引き続き関係団体と連携・協力し、地域全体で子どもの安全を守る取組を進める。
また、啓発キャンペーンについては、時代に合った啓発方法を検討し、効果的な啓発活動を行う。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

青少年課施策の方向 ③ 子どもを犯罪被害から守るための活動の推進

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 子どもの安全を守る都市の推進 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 86
計画
体系

基本施策 4 子育てを支援する生活環境・安全の確保
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
青少年育成推進協議会等の関係団体の協力のもと、夜間のパトロールを推進するとともに、保護者や学校関係者等による学校付近や通学路等におけるパトロール活動を推進し、子どもを
犯罪から守ります。

実績

項目 現状値（H３０）

（　子どもの安全活動にかかる支援学区数　） （　19学区　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

19学区で登下校時の見守り活動や夜
間パトロールが実施された。

年度目標
関係者等の協力のもと、パトロール活動を
推進し子どもを犯罪被害から守る。

関係者等の協力のもと、パトロール活動を
推進し子どもを犯罪被害から守る。

関係者等の協力のもと、パトロール活動を
推進し子どもを犯罪被害から守る。

関係者等の協力のもと、パトロール活動を
推進し子どもを犯罪被害から守る。

関係者等の協力のもと、パトロール活動を
推進し子どもを犯罪被害から守る。

年度実績
19学区で登下校時の見守り活動や夜間
パトロールが実施された。

19学区で登下校時の見守り活動や夜
間パトロールが実施された。

19学区で登下校時の見守り活動や夜
間パトロールが実施された。

19学区で登下校時の見守り活動や夜
間パトロールが実施された。

各学区の青少年育成推進協議会と青少年指導員を
中心に、登下校時の見守り活動及びパトロールの
実施や、夜間のパトロールを実施した地区もあっ
た。パトロールでは、子どもたちへ声かけを行うとと
もに、通学路の異常・危険箇所の確認等を行った。
（現状値：19学区）各地区の代表が集まる会議で
は、茅ケ崎警察署の協力を得て市内の犯罪発生状
況やパトロール時の注意点を把握する機会を設け
た。

年度評価 A A A A A

取組内容

各学区の青少年育成推進協議会と青少
年指導員を中心に、登下校時の見守り活
動や夜間パトロールを実施した。夜間パト
ロールでは、子どもたちへ声かけを行うと
ともに、危険箇所の確認等を行った。
（現状値：19学区）

各学区の青少年育成推進協議会と青少
年指導員を中心に、登下校時の見守り活
動及びパトロールの実施や、夜間のパト
ロールを実施した地区もあった。パトロー
ルでは、子どもたちへ声かけを行うととも
に、通学路の異常・危険箇所の確認等を
行った。
（現状値：19学区）

各学区の青少年育成推進協議会と青少年指導員を
中心に、登下校時の見守り活動及びパトロールの
実施や、夜間のパトロールを実施した地区もあっ
た。パトロールでは、子どもたちへ声かけを行うとと
もに、通学路の異常・危険箇所の確認等を行った。
（現状値：19学区）
市内事件発生時には各学区の青少年育成推進協
議会と速やかな連絡調整を図り、子どもの安全確保
に努めた。

各学区の青少年育成推進協議会と青少年指導員を
中心に、登下校時の見守り活動及びパトロールの
実施や、夜間のパトロールを実施した地区もあっ
た。パトロールでは、子どもたちへ声かけを行うとと
もに、通学路の異常・危険箇所の確認等を行った。
（現状値：19学区）各地区の代表が集まる会議で
は、茅ケ崎警察署の協力を得て市内の犯罪発生状
況やパトロール時の注意点を把握する機会を設け
た。

・市内新１年生への防犯ブザーの配布
・防災無線による子どもの見守りの呼び掛け
（長期休業明け等）
・青少年育成推進協議会を通じた「子ども110
番の家」の周知及びステッカー配布
・のぼり旗、横断幕の掲示及び啓発物品配付
等のキャンペーンによる啓発活動

事業の成果

パトロールの結果、子どもの安全確保や
犯罪被害の未然防止につながった。

取組の結果、登下校時の子どもの安全確
保や、夜間の未成年外出の抑制、犯罪被
害の未然防止につながった。

取組の結果、登下校時の子どもの安全確
保や、夜間の未成年外出の抑制、犯罪被
害の未然防止につながった。

取組の結果、登下校時の子どもの安全確
保や、夜間の未成年外出の抑制、犯罪被
害の未然防止、関係者の意識向上、知識
力の強化につながった。

取組の結果、登下校時の子どもの安全確
保や、夜間の未成年外出の抑制、犯罪被
害の未然防止、関係者の意識向上、知識
力の強化につながった。

関係する事業
等の状況

・市内新一年生への防犯ブザーの配布
・防災無線による子どもの見守りの呼び掛
け（夏季休業明け等）
・青少年育成推進協議会を通じた「子ども
110番の家」の周知及びステッカー配布

・市内新１年生への防犯ブザーの配布
・防災無線による子どもの見守りの呼び掛
け（長期休業明け等）
・青少年育成推進協議会を通じた「子ども
110番の家」の周知及びステッカー配布
・のぼり旗、横断幕による啓発活動

・市内新１年生への防犯ブザーの配布
・防災無線による子どもの見守りの呼び掛
け（長期休業明け、市内事件発生時　等）
・青少年育成推進協議会を通じた「子ども
110番の家」の周知及びステッカー配布
・のぼり旗、横断幕の掲示及び啓発物品
配付等のキャンペーンによる啓発活動

・市内新１年生への防犯ブザーの配布
・防災無線による子どもの見守りの呼び掛け
（長期休業明け等）
・青少年育成推進協議会を通じた「子ども110
番の家」の周知及びステッカー配布
・のぼり旗、横断幕の掲示及び啓発物品配付
等のキャンペーンによる啓発活動

引き続き関係団体と連携・協力し、学校付近や通学
路におけるパトロールや、危険個所の把握、夜間の
パトロール活動を行い、犯罪等を抑止し、地域全体
で子どもの安全を守る取組を進める。啓発キャン
ペーンについて、時代に合った啓発方法を検討し、
実施する。

課題

各学区でのパトロール体制強化のため、
庁内及び関係団体との横断的な協力体制
強化が必要。

・地域の安全活動の新たな担い手確保 ・市内事件発生時の行政及び地域の連
携・協力体制強化
・地域の安全活動の新たな担い手確保

・地域の安全活動の新たな担い手確保
・啓発物品配付等の安全啓発キャンペー
ンの方向性、継続性ついて検討

・地域の安全活動の新たな担い手確保
・啓発物品配布等の安全啓発キャンペー
ンの方向性、継続性ついて検討

次年度に向け
ての対応

引き続き関係団体と連携・協力し、学校付
近や通学路におけるパトロールや夜間の
パトロール活動を行い、地域全体で子ども
の安全を守る取組を進める。

引き続き関係団体と連携・協力し、学校付
近や通学路におけるパトロールや、危険
個所の把握、夜間のパトロール活動を行
い、犯罪等を抑止し、地域全体で子どもの
安全を守る取組を進める。

引き続き関係団体と連携・協力し、学校付
近や通学路におけるパトロールや、危険
個所の把握、夜間のパトロール活動を行
い、犯罪等を抑止し、地域全体で子どもの
安全を守る取組を進める。万が一犯罪が
起きた場合の連携強化を図る。

引き続き関係団体と連携・協力し、学校付近や
通学路におけるパトロールや、危険個所の把
握、夜間のパトロール活動を行い、犯罪等を抑
止し、地域全体で子どもの安全を守る取組を
進める。
啓発キャンペーンの方向性について検討す
る。
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％A 各関係機関との連携により、社会情勢や環境の変化により増加している多様な相談や支援ニーズに対応し、こどもと保護者の適切な支援を実施することがで
きた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

こども育成相談課施策の方向 ① 児童虐待防止対策の充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 茅ヶ崎市要保護児童対策地域協議会 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 90
計画
体系

基本施策 5 要保護・要支援児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
児童福祉法の規定に基づき、児童虐待が発生した家庭等の子ども及びその保護者への適切な支援を図るため、児童相談所や警察、関係機関等の連携により、必要な情報交換や支援の
内容に関する協議を行います。

実績

項目 現状値（H３０）

（　協議会開催回数　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

（ ①代表者会議　　　　　　　　 　　１回 ）
（ ②実務者会議（全体会）　　 　　２回 ）
（ ③ケース検討会議　　　　　 １１３回 ）

代表者会議を1回、実務者会議を2回開催。法改正
や国の動向等について情報共有を行った。また、関
係機関との個別ケース検討会議を中心とする適切
な連携、支援を行った。

年度目標

子どもの支援に関わる法改正や意識すべき視点を
中心に情報の共有を行う。
適切に感染症対策を講じた上で、個別ケース検討
会議を中心とする適切な連携、支援を行う。

子どもの支援に関わる法改正や意識すべき視点を
中心に情報の共有を行う。
適切に感染症対策を講じた上で、個別ケース検討
会議を中心とする適切な連携、支援を行う。

・子どもの支援に関わる法改正や意識すべき視点を
中心に情報の共有を行う。
・適切に感染症対策を講じた上で、個別ケース検討
会議を中心とする適切な連携、支援を行う。

・子どもの支援に関わる法改正や意識すべき視
点を中心に情報の共有を行う。
・適切に感染症対策を講じた上で、個別ケース検
討会議を中心とする適切な連携、支援を行う。

・子どもの支援に関わる法改正や意識すべき視点を
中心に情報の共有を行う。
・適切に感染症対策を講じた上で、個別ケース検討
会議を中心とする適切な連携、支援を行う。

年度実績

代表者会議及び実務者会議を各１回書面にて開
催。法改正や国の動向等について情報共有を行っ
た。また、感染症対策を講じた上で、個別ケース検
討会議を中心とする適切な連携、支援を行った。

代表者会議及び実務者会議を各１回書面にて開
催。法改正や国の動向等について情報共有を行っ
た。また、感染症対策を講じた上で、個別ケース検
討会議を中心とする適切な連携、支援を行った。

代表者会議及び実務者会議を各１回書面にて開
催。法改正や国の動向等について情報共有を行っ
た。また、感染症対策を講じた上で、個別ケース検
討会議を中心とする適切な連携、支援を行った。

代表者会議を1回、実務者会議を2回開催。法改正
や国の動向等について情報共有を行った。また、関
係機関との個別ケース検討会議を中心とする適切
な連携、支援を行った。

代表者会議及び実務者会議では、体罰を
禁止する児童福祉法改正やヤングケア
ラー等に関する情報の共有を図った。
支援が必要な家庭について個別ケース検
討会議を開催し、適切な連携、支援を行っ
た。（現状値：①代表者会議 1回、②実務
者会議 2回、③個別ケース検討会議 122
回）

年度評価 A A A A A

取組内容

代表者会議及び実務者会議では、体罰を禁止
する児童福祉法改正やヤングケアラー等に関
する情報の共有を図った。
支援が必要な家庭について個別ケース検討会
議を開催し、適切な連携、支援を行った。
（現状値：①代表者会議 1回、②実務者会議 1
回、③個別ケース検討会議 98回）

代表者会議及び実務者会議では、体罰を禁止
する児童福祉法改正やヤングケアラー等に関
する情報の共有を図った。
支援が必要な家庭について個別ケース検討会
議を開催し、適切な連携、支援を行った。
（現状値：①代表者会議 1回、②実務者会議 1
回、③個別ケース検討会議 165回）

代表者会議及び実務者会議では、体罰を禁止
する児童福祉法改正やヤングケアラー等に関
する情報の共有を図った。
支援が必要な家庭について個別ケース検討会
議を開催し、適切な連携、支援を行った。
（現状値：①代表者会議 1回、②実務者会議 1
回、③個別ケース検討会議 134回）

代表者会議及び実務者会議では、体罰を
禁止する児童福祉法改正やヤングケア
ラー等に関する情報の共有を図った。
支援が必要な家庭について個別ケース検
討会議を開催し、適切な連携、支援を行っ
た。（現状値：①代表者会議 1回、②実務
者会議 2回、③個別ケース検討会議 144
回）

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
821件）

事業の成果

書面会議による会議や感染症対策を講じた上
でケース検討会議を開催し、継続的に支援を
行うことができた。また、今年度は特に教育委
員会と支援のあり方を検討整理したことによ
り、適切な役割分担のもと支援を行うことがで
きた。

書面会議による会議や関係機関とのケー
ス検討会議を開催し、切れ目のない支援
を行うことができた。さらに、今年度は児
童相談所とケースの進行管理や支援技術
について協議を重ね、連携強化を図ること
ができた。

対面及び書面会議による会議や関係機関
とのケース検討会議を開催し、切れ目の
ない支援を行うことができた。さらに、今年
度は児童相談所とケースの進行管理や支
援技術についてを重ね、連携強化を図る
ことができた。

会議や関係機関とのケース検討会議を開
催し、切れ目のない支援を行うことができ
た。さらに、今年度は児童相談所とケース
の進行管理や支援技術についてを重ね、
連携強化を図ることができた。

会議や関係機関とのケース検討会議を開
催し、切れ目のない支援を行うことができ
た。引き続き、定期的に児童相談所とケー
スの進行管理や支援技術についての協
議を重ね、連携強化を図ることができた。

関係する事業
等の状況

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
524件）

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
644件）

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
654件）

家庭児童相談事業（家庭児童相談件数：
800件）

※精査中のため、今後修正の可能性あ
り。

埋もれるケースがないよう複数名の班体
制による適切な進行管理を行うとともに、
他機関と定期的な情報提供と共有を図り
ながら協議会の運営を行う。

課題

ヤングケアラーなどの新しい情報の周知やそれらを
意識した現場の理解・気付きの促進。

増加傾向にある相談や通告への対応や
それに伴う関係機関との調整・進行管理。

増加傾向にある相談や通告への対応、そ
れに伴う関係機関との調整・進行管理。

増加傾向にある相談や通告への対応、そ
れに伴う関係機関との調整・進行管理。

増加傾向にある相談や通告への対応、そ
れに伴う進行管理方法の見直し、関係機
関との調整。

次年度に向け
ての対応

児童福祉に関する法改正やヤングケアラー等、新し
い情報の収集と適切な情報の共有を行いつつ、適
切な連携、支援を行う。

埋もれるケースがないよう適切な進行管
理を行うとともに、他機関と定期的な情報
提供と共有を図りながら協議会の運営を
行う。

埋もれるケースがないよう複数名の班体
制による適切な進行管理を行うとともに、
他機関と定期的な情報提供と共有を図り
ながら協議会の運営を行う。

埋もれるケースがないよう複数名の班体
制による適切な進行管理を行うとともに、
他機関と定期的な情報提供と共有を図り
ながら協議会の運営を行う。
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要保護・要支援児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進 子どもの今と未来を応援する取り組みの推進
ひとり親家庭等の自立支援の推進 経済的支援の充実

％A
障害年金との併給調整の見直しや所得制限の緩和、第３子以降加算額の引き上げ等の制度改正に適切に対応した。
また、コロナ禍への対策、及び受給者の負担軽減の観点から、現況届の郵送における受付体制を整備し、その体制を継続した。
引き続き、ひとり親家庭等の生活の安定と自立促進を図ることを目的として、適切な手当の給付と制度周知を図っていく。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

こども政策課施策の方向 ② ④

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 児童扶養手当の支給 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 92・102
計画
体系

基本施策 5 6
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 父母の離婚や父または母の死亡等により父または母と生計を同じくしていない等の児童について、生活の安定と自立を促進するため手当を支給します。

実績

項目 現状値（H３０）

（　延べ受給対象児童数　） （　24,989件　） 目標となる指標の数値設定なし

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

21,650人

年度目標
対象者の生活状況を確認し、適切な
支給を行う。

対象者の生活状況を確認し、適切な
支給を行う。

対象者の生活状況を確認し、適切な
支給を行う。

対象者の生活状況を確認し、適切な
支給を行う。

対象者の生活状況を確認し、適切な
支給を行う。

年度実績

延べ受給対象児童数　24,282人。
令和元年度と比較すると延べ月児童数及び支給額ともに
減少（令和元年度の制度改正により支払い回数が変更と
なったため）。延べ月児童数は20.9％減少し、支給額も
20.4％減少した。

23,512人 23,272人 22,251人

現況届について、受給者の負担軽減の観
点から引き続き郵送による提出も可能と
し、案内や受付・審査体制を工夫した。ま
た、令和６年１１月制度改正による所得制
限の緩和、第３子以降加算額の引き上げ
に対応した。
（現状値：21,650人）

年度評価 A A A A A

取組内容

国の制度改正に伴い、児童扶養手当と障
害年金併給者について支給の見直しを
行った。広報やHP、チラシ等で制度改正
について周知した。
コロナ禍において、各種変更手続き及び
現況届を郵送でも提出できるよう受付・審
査体制を整えた。
（現状値：24,282人）

令和３年度税制改正に伴い、児童扶養手当額
の算出方法を一部変更し、適正に審査・支給
を行った。
現況届について、コロナ禍が続く中で、感染拡
大防止及び受給者の負担を減らすために郵送
提出を推奨し、案内や受付・審査体制を工夫し
た。
（現状値：23,512人）

現況届について、コロナ禍が続く中で、感
染拡大防止及び受給者の負担を減らすた
めに郵送提出を推奨し、案内や受付・審
査体制を工夫した。
（現状値：23,272人）

現況届について、コロナの分類変更後に
おいても、受給者の負担軽減の観点から
郵送による提出も可能とし、案内や受付・
審査体制を工夫した。
（現状値：22,251人）

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生
活や仕事、子育てなどの生活一般につい
て、母子・父子自立支援員が相談に応じ
た。

事業の成果

制度や各種手続き方法が変化していく中
で、滞りなく事務を遂行し、手当の適切な
支給を行った。

コロナ禍において、制度や各種手続き方
法が変化していく中で、滞りなく事務を遂
行し、手当の適切な支給を行った。
令和２年度と比較すると延べ月児童数は
約3.2％減少、支給額は約3.3％減少した。

コロナ禍において、制度や各種手続き方
法が変化していく中で、滞りなく事務を遂
行し、手当の適切な支給を行った。
令和３年度と比較すると延べ月児童数は
約1.0％減少、支給額は約1.9％減少した。

コロナの分類変更後においても、郵送にお
ける受付を継続し、受給者の負担軽減を図
りつつ、滞りなく事務を遂行し、手当の適切
な支給を行った。
令和４年度と比較すると延べ月児童数は約
4.4％減少、支給額は約1.9％減少した。

現況届の郵送における受付を継続し、受給
者の負担軽減を図った。また、令和６年１１
月制度改正に対応し、手当の適切な支給を
行った。
令和５年度と比較すると延べ月児童数は約
2.7％減少、支給額は約1.6％増加した。

関係する事業
等の状況

ひとり親家庭総合相談会を開催し、生活や子育て等
に悩みを抱えるひとり親の生活の安定と自立へ向
けて、相談機会を拡充した。
ひとり親関連の臨時給付金の支給について、支給
要件を満たすひとり親に滞りなく給付金を給付した。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生活や仕事、子育
てなどの生活一般について、母子・父子自立支援員が相
談に応じた。
コロナに関連するひとり親世帯への給付金の支給につい
て、支給要件を満たすひとり親に滞りなく給付金を支給し
た。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生活や仕事、
子育てなどの生活一般について、母子・父子自立支
援員が相談に応じた。コロナに関連するひとり親世
帯への給付金の支給について、支給要件を満たす
ひとり親に滞りなく給付金を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生活や仕事、子
育てなどの生活一般について、母子・父子自立支援員
が相談に応じた。物価高騰に関連するひとり親世帯へ
の給付金の支給について、支給要件を満たすひとり親
に滞りなく給付金を支給した。

制度改正が続き、業務が煩雑化しているため、簡素
化できる事務を整理する。また、利用者にわかりや
すく情報が行き届くよう、広報媒体やホームページ
による周知だけでなく、母子・父子自立支援員の離
婚前相談や養育費等法律相談、ひとり親家庭等の
ための総合相談会等、あらゆる機会を捉えて、制度
周知を図っていく。

課題

コロナ禍が続く中、生活に困窮しているひとり
親が増加している。こうしたひとり親を救うため
に、制度改正や臨時給付金等が今後も国から
発表されることが考えられる。より煩雑化する
制度について、利用者へのわかりやすい案
内・周知が課題である。

複雑化する制度を十分に理解し、必要な事務と簡
素化できる事務を見極めて整理することが課題であ
る。また、コロナ禍において、生活に困窮しているひ
とり親を支援する制度や給付金等が新設・拡大して
いる中で、こうした支援の対象となるひとり親をでき
る限り漏らさず、必要な情報や支援を提供すること
が課題である。

複雑化する制度を十分に理解し、簡素化でき
る事務の整理が課題である。また、コロナ禍に
おいて、ひとり親を支援する制度や給付金等
が新設・拡大している中で、こうした支援の対
象となるひとり親をできる限り漏らさず、必要な
情報や支援を提供することが課題である。

複雑化する制度へ対応する必要があることか
ら、、簡素化できる事務の整理が課題である。
また、ひとり親を支援する制度等が新設・拡大
している中で、こうした支援の対象となるひとり
親をできる限り漏らさず、必要な情報や支援を
提供することが課題である。

複雑化する制度へ対応する必要があることか
ら、簡素化できる事務の整理が課題である。ま
た、ひとり親家庭等が抱える背景が多様化す
る中、手当の対象となるひとり親家庭等に対
し、できる限り漏らさず、制度周知を行うことが
課題である。

次年度に向け
ての対応

マニュアル等を適宜作成し、制度が煩雑化す
る中でも適切な支給ができるよう努める。
広報媒体やHP等の見直しを行い、利用者によ
りわかりやすく情報が行き届くよう努める。

マニュアル等を適宜作成し、制度が複雑化する中でも適
切な支給ができるよう努める。また、事務の見直しを行
い、必要な事務と簡素化できる事務を見極めて整理す
る。
広報媒体やHP等の見直しを行い、利用者によりわかりや
すく情報が行き届くよう努める。
現況届やひとり親家庭総合相談会において、ひとり親の
生活状況を把握し、必要な情報や支援を提供する。

マニュアル等を適宜作成し、複雑化する制度へ対応
する。また、簡素化できる事務を見極めて整理す
る。広報媒体やホームページによる周知だけでな
く、現況届を案内する際の個別通知を活用し、ひとり
親家庭への周知を徹底する。また、離婚前の方に
は母子・父子自立支援員への相談時など、あらゆる
機会を捉えて、情報提供する。

マニュアル等を更新しつつ、複雑化する制度へ対応
する。また、簡素化できる事務を見極めて整理す
る。広報媒体やホームページによる周知だけでな
く、現況届を案内する際の個別通知を活用し、ひとり
親家庭への個別周知を継続する。また、離婚前の
方には母子・父子自立支援員への相談時など、あら
ゆる機会を捉えて、情報提供する。
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要保護・要支援児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進 子どもの今と未来を応援する取り組みの推進
ひとり親家庭等の自立支援の推進 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援の充実

％A
修業期間の条件を１年以上から６ヶ月以上に変更し、新たにIT分野を講座も対象とすることにより、給付対象を拡大した。給付件数については、増加傾向であり、特にIT分野の
講座を受講する方が増えている状況である。本給付金の対象となるひとり親家庭が漏れなく申請できるよう、児童扶養手当の現況届に本給付金のチラシを同封するなどし、積
極的な情報発信を行い、より多くのひとり親家庭に周知を図った。また、申請に対して給付するだけでなく、申請前の段階から相談を受け付け、現在の生活状況や就業状況、
資格取得後の就労に関する情報などについて把握し、必要に応じて助言を行うとともに専門機関への相談を促し、適切な資格取得・就業に繋げた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 133.3

こども政策課施策の方向 ② ③

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 母子家庭父子家庭高等職業訓練促進給付金等事業 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 92・101
計画
体系

基本施策 5 6
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 母子家庭の母または父子家庭の父が看護師などの資格を取得するため養成機関で受講中、生活の安定を図るため支援します。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

支給対象者数 13人 18人

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

24人

年度目標 14人 14人 18人 18人 18人

年度実績 12人 13人 11人 14人

母子・父子家庭や寡婦の方が、看護師な
どの資格を取得するため、養成機関で６
月以上修業する場合、一定期間、給付金
を支給した。

年度評価 B A C C A

取組内容

母子・父子家庭や寡婦の方が、看護師な
どの資格を取得するため、養成機関で１
年以上修業する場合、一定期間、給付金
を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方が、看護師な
どの資格を取得するため、養成機関で６
月以上修業する場合、一定期間、給付金
を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方が、看護師な
どの資格を取得するため、養成機関で６
月以上修業する場合、一定期間、給付金
を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方が、看護師な
どの資格を取得するため、養成機関で６
月以上修業する場合、一定期間、給付金
を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的な自
立や子どもの修学のための資金貸付けの実施や、
一時的な病気などで家事や育児などで困ったとき
に、生活支援員を派遣した。また、生活や仕事、子
育てなどの生活一般について、母子・父子自立支援
員が相談に応じた。

事業の成果

新型コロナウイルス感染症の影響により、
社会情勢が激変していく中で、母子・父子
家庭や寡婦の方に安定した就労を通じた
中長期的な自立支援を行うため、給付金
の支給を行った。

新型コロナウイルス感染症の影響により、社会情勢が激
変していく中で、母子・父子家庭や寡婦の方に安定した就
労を通じた中長期的な自立支援を行うため、給付金の支
給を行った。
また、制度改正に伴い、給付対象を拡大（対象講座の修
業期間を１年以上から６月以上に、新たにIT分野を追加）
し、適切な支給を行った。
・高等職業訓練促進給付金：13人
・高等職業訓練修了支援給付金：3人

母子・父子家庭や寡婦の方に安定した就労を通じた
中長期的な自立支援を行うため、給付金の支給を
行った。
また、制度改正に伴い、給付対象を拡大（対象講座
の修業期間を１年以上から６月以上に、新たにIT分
野を追加）し、適切な支給を行った。
・高等職業訓練促進給付金：11人
・高等職業訓練修了支援給付金：5人

母子・父子家庭や寡婦の方に安定した就労を通じた
中長期的な自立支援を行うため、給付金の支給を
行った。
また、制度改正に伴い、給付対象を拡大（対象講座
の修業期間を１年以上から６月以上に、新たにIT分
野を追加）し、適切な支給を行った。
・高等職業訓練促進給付金：14人
・高等職業訓練修了支援給付金：7人

母子・父子家庭や寡婦の方に安定した就労を通じた
中長期的な自立支援を行うため、給付金の支給を
行った。
また、制度改正に伴い、給付対象を拡大（対象講座
の修業期間を１年以上から６月以上に、新たにIT分
野を追加）し、適切な支給を行った。
・高等職業訓練促進給付金：24人
・高等職業訓練修了支援給付金：4人

関係する事業
等の状況

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生活や仕事、子育
てなどの生活一般について、母子・父子自立支援員が相
談に応じた。また、母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、
経済的な自立や子どもの修学のための資金貸付けの実
施や、一時的な病気などで家事や育児などで困ったとき
に、生活支援員を派遣した。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的な自立や子ども
の修学のための資金貸付けの実施や、一時的な病気などで
家事や育児などで困ったときに、生活支援員を派遣した。
母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生活や仕事、子育てな
どの生活一般について、母子・父子自立支援員が相談に応じ
た。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的な自
立や子どもの修学のための資金貸付けの実施や、
一時的な病気などで家事や育児などで困ったとき
に、生活支援員を派遣した。また、生活や仕事、子
育てなどの生活一般について、母子・父子自立支援
員が相談に応じた。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的な自
立や子どもの修学のための資金貸付けの実施や、
一時的な病気などで家事や育児などで困ったとき
に、生活支援員を派遣した。また、生活や仕事、子
育てなどの生活一般について、母子・父子自立支援
員が相談に応じた。

広報媒体やホームページによる周知だけでな
く、児童扶養手当の現況届を案内する際の個
別通知によりひとり親家庭へ周知する。また、
離婚前の方には母子・父子自立支援員への相
談時など、あらゆる機会を捉えて、情報提供す
る。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大
で、特に厳しい状況にあるひとり親の方々
について、安定した就労を通じた中長期
的な自立支援を行う必要がある。

制度の改正に伴い、給付対象が拡大され
ている中で、当該給付金の対象となるひと
り親へできる限り漏れなく情報を発信する
ことが課題である。

制度の改正に伴い、給付対象が拡大され
ている中で、当該給付金の対象となるひと
り親へできる限り漏れなく情報を発信する
ことが課題である。

制度の改正に伴い、給付対象が拡大され
ている中で、当該給付金の対象となるひと
り親へできる限り漏れなく情報を発信する
ことが課題である。

制度の改正に伴い、給付対象が拡大され
ている中で、当該給付金の対象となるひと
り親へできる限り漏れなく情報を発信する
ことが課題である。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大
で、特に厳しい状況にあるひとり親の方々
について、安定した就労を通じた中長期
的な自立支援を行うため、ひとり親家庭へ
の支援施策について積極的な情報の周
知に努める。

広報媒体やホームページ等の見直しを行い、
利用者によりわかりやすく情報が行き届くよう
努める。
児童扶養手当の現況届やひとり親家庭総合
相談会などの機会を活かし、積極的な情報の
周知に努める。

広報媒体やホームページによる周知だけでな
く、児童扶養手当の現況届を案内する際の個
別通知によりひとり親家庭への周知を徹底す
る。また、離婚前の方には母子・父子自立支援
員への相談時など、あらゆる機会を捉えて、情
報提供する。

広報媒体やホームページによる周知だけでな
く、児童扶養手当の現況届を案内する際の個
別通知によりひとり親家庭へ周知する。また、
離婚前の方には母子・父子自立支援員への相
談時など、あらゆる機会を捉えて、情報提供す
る。
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要保護・要支援児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進 子どもの今と未来を応援する取り組みの推進
ひとり親家庭等の自立支援の推進 教育の支援の充実

生活困窮世帯及び生活保護受給世帯の中学生等を対象に、学習支援や日常的な生活習慣を育む支援を行うことにより、長期的な視点で生活の安定を図ります。
① 高校進学への動機付け、高校進学に関する的確な情報提供や学習支援を行います。
② 他者との関係が希薄な生徒への「居場所」を提供し、社会性を身につけさせひきこもり不登校等を未然に防ぎます。
③ 各種支援制度の説明を行います。（生活保護、家計改善、自立相談、就労支援等）

％A
新型コロナウイルス感染症の影響により、 Ｒ2～4年度前半までは通常とは異なる添削型授業や、 電話等による学習・生活面をフォローすることで切れ目のな
い支援を実施することができた。以降は農業体験や調理実習（ソーシャルスキルトレーニング）など学習面だけではなく、生活面でのフォローアップに重点を置
いた事業を実施。学習意欲の動機づけ及び日常的な生活習慣を身につけるための支援を行うことができた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合）

施策の方向 ② ①

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 生活困窮者自立支援事業（子ども健全育成推進事業） 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 92・97
計画
体系

基本施策 5 6
担当課

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

項目 現状値（H３０）

（　高校進学者数　） （　14人（高校進学率93%）　） 目標となる指標の数値設定なし

地域福祉課

学力の向上及び社会性を身につける
居場所としての機能を果たすことがで
きた。

年度目標
学力の向上及び社会性を身につける
居場所としての機能を果たす。

学力の向上及び社会性を身につける
居場所としての機能を果たす。

学力の向上及び社会性を身につける
居場所としての機能を果たす。

社会性を身につける居場所としての機
能、ソーシャルスキルの形成、学力の
向上を果たす。

社会性を身につける居場所としての機
能、ソーシャルスキルの形成、学力の
向上を果たす。

年度実績
学力の向上及び社会性を身につける居場
所としての機能を果たすことができた。

学力の向上及び社会性を身につける
居場所としての機能を果たすことがで
きた。

学力の向上及び社会性を身につける
居場所としての機能を果たすことがで
きた。

学力の向上及び社会性を身につける
居場所としての機能を果たすことがで
きた。

Ｒ６年度

事業内容と目標

実績

子ども支援相談員を中心に、週２回、いこりあ
にて学習支援を行い、学習意欲の動機づけ及
び日常的な生活習慣を身につけるための支援
を行ったほか、ソーシャルスキルの形成のため
農業体験や調理実習を実施、各世帯における
個別の相談事案についても適宜対応し、生活
の安定を図った。（現状値：11人（高校進学率
100％））

年度評価 A A A A A

取組内容

子ども支援相談員を中心に、週２回、いこ
りあにて学習支援を行い、学習意欲の動
機づけ及び日常的な生活習慣を身につけ
るための支援を行ったほか、新型コロナウ
イルス感染症対策として、学校の宿題や
個別の問題集を郵送にてやり取りする添
削型学習支援を実施した。
（現状値：16人（高校進学率100％））

子ども支援相談員を中心に、週２回、いこ
りあにて学習支援を行い、学習意欲の動
機づけ及び日常的な生活習慣を身につけ
るための支援を行ったほか、各世帯にお
ける個別の相談事案についても適宜対応
し、生活の安定を図った。
（現状値：25人（高校進学率96％））

子ども支援相談員を中心に、週２回、いこ
りあにて学習支援を行い、学習意欲の動
機づけ及び日常的な生活習慣を身につけ
るための支援を行ったほか、各世帯にお
ける個別の相談事案についても適宜対応
し、生活の安定を図った。
（現状値：13人（高校進学率100％））

子ども支援相談員を中心に、週２回、いこりあにて
学習支援を行い、学習意欲の動機づけ及び日常的
な生活習慣を身につけるための支援を行ったほか、
ソーシャルスキルの形成のため農業体験や調理実
習を実施、各世帯における個別の相談事案につい
ても適宜対応し、生活の安定を図った。（現状値：13
人（高校進学率100％））※他1人一度参加するもそ
の後音信不通になり結果等不明。

ソーシャルスキルの形成研修、調理実習、
夏期講習、冬期講習、全国模試を２回実
施。その他適宜保護者からの相談に対応
した。

事業の成果

添削型学習支援を実施するなど、コロナ
禍においても、切れ目ない支援を継続す
ることで、生活保護受給中の中学３年生１
６人全員が高校に進学した。また、１，２年
生については、次年度以降の参加につい
ても意欲的に捉えており、社会性構築の
一助を担うことができた。

新型コロナウイルス感染症の影響が心配され
たが、一年を通していこりあにて学習支援を実
施できたことで、対象の中学３年生２６人のうち
２５人が高校に進学した。また、１，２年生につ
いては、次年度以降の参加についても意欲的
に捉えており、社会性構築の一助を担うことが
できた。

新型コロナウイルス感染症の影響が心配
されたが、一年を通していこりあにて学習
支援を実施できたことで、対象の中学３年
生１３人のうち１３人が高校に進学した。ま
た、１，２年生については、次年度以降の
参加についても意欲的に捉えており、社会
性構築の一助を担うことができた。

一年を通していこりあにて学習支援を実施できたこ
とで、対象の中学３年生１３人のうち１３人が高校に
進学した※。また、１，２年生については、次年度以
降の参加についても意欲的に捉えており、社会性構
築の一助を担うことができた。※他1人一度参加す
るもその後音信不通になり結果等不明。

一年を通していこりあにて学習支援を実
施できたことで、対象の中学3年生11人の
うち11人が高校に進学した。また、1.2年生
については、次年度以降の参加について
も意欲的に捉えており、社会性構築の一
助を担うことができた。

関係する事業
等の状況

夏期講習、冬期講習、全国模試を２回実
施。その他適宜保護者からの相談に対応
した。

レクリエーション活動、夏期講習、冬期講
習、全国模試を２回実施。その他適宜保
護者からの相談に対応した。

ソーシャルスキルの形成研修、調理実習、
夏期講習、冬期講習、全国模試を２回実
施。その他適宜保護者からの相談に対応
した。

ソーシャルスキルの形成研修、調理実習、夏
期講習、冬期講習、全国模試を２回実施。その
他適宜保護者からの相談に対応した。

生活面でのフォローアップに重点を置く。
学習面も引き続き週２回、いこりあにて学
習支援を行い、学習意欲の動機づけ及び
日常的な生活習慣を身につけるための支
援を行う。

課題

学問に興味を持てない、時間を費やす環
境にない子が多く、そういった子たちの意
識改善の難しさがある。

学問に興味を持てない、時間を費やす環
境にない子が多く、そういった子たちの意
識改善の難しさがある。

学問に興味を持てない、時間を費やす環
境にない子が多く、そういった子たちの意
識改善の難しさがある。

学問に興味を持てない、時間を費やす環境に
ない子が多く、そういった子たちの意識改善の
難しさがある。

学問に興味を持てない、時間を費やす環
境にない子が多く、そういった子たちの意
識改善の難しさがある。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症の影響が不透
明なため、 添削型授業の継続や、 電話
等により積極的に声掛けを行い、学習の
進捗状況、生活面を支援していく。

新型コロナウイルス感染症の影響が不透
明なため、 添削型授業の継続や、 電話
等により積極的に声掛けを行い、学習の
進捗状況、生活面を支援していく。

生活面でのフォローアップに重点を置く。
学習面も引き続き週２回、いこりあにて学
習支援を行い、学習意欲の動機づけ及び
日常的な生活習慣を身につけるための支
援を行う。

生活面でのフォローアップに重点を置く。学習
面も引き続き週２回、いこりあにて学習支援を
行い、学習意欲の動機づけ及び日常的な生活
習慣を身につけるための支援を行う。
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％A
コロナ禍というこれまでに経験のなかった未曽有の事態の発生により、社会のあり方自体が変容し、こどもを取り巻く環境も著しい変化が生じた５年間となった。コロナ禍におい
ては、こどもの育ちのベースとなる人との関わりを希薄にせざるを得ない状況が続くなか、国の方針に基づき児童発達支援についても電話等の代替手段による支援を認めるこ
とで、できる限り療育支援が途切れることのないように対応を行った。特に発達障害の認知度が高まる中、早期療育という意識も高まりを見せており、相談機関を経由せず直
接当課に相談に来られるケースも増えているため、関係機関との連携のもと適切な支給決定に努めた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 101

障がい福祉課施策の方向 ③ 障がい児施策の充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 児童発達支援（児童発達支援センター含む） 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 94
計画
体系

基本施策 5 要保護・要支援児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標
未就学の障がい児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練を行います。児童発達支援には児童発達支援センターと児童発達支援事業があり
ます。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R５）

1か月当たりの利用量（実利用者数） 215人分／月 347人分／月

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

297人分／月

年度目標 250人分／月 286人分／月 315人分／月 347人分／月 294人分／月

年度実績 280人分／月 298人分／月 332人分／月 393人分／月

こどもセンターや母子保健等の発達相談に関
わる部署や相談支援事業所等と連携し、療育
的支援が必要と判断されたケースについて児
童発達支援事業の支給決定を行った。また、
相談機関を経ずに直接窓口へ相談に来られる
保護者も増えているため、個々の状況を聞き
取り、最適な支援方法を保護者とともに考え、
対応をした。

年度評価 A A B A A

取組内容

こどもセンターを始めとする療育関係機関（行政）や
教育機関等と連携し、個々に合った療育的支援
（サービス）を支給決定した。
新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言中
であっても療育的な支援が途切れることがないよう
通常の受入れのほか、国の方針に合わせて電話等
による代替サービスの提供を可とした。

こどもセンターを始めとする療育関係機関（行
政）や教育機関等と連携し、個々に合った療育
的支援（サービス）を支給決定した。
新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣
言中であっても療育的な支援が途切れること
がないよう通常の受入れのほか、国の方針に
合わせて電話等による代替サービスの提供を
可とした。

こどもセンターを始めとする療育関係機関
（行政）や教育機関等と連携し、個々に
合った療育的支援（サービス）を支給決定
した。コロナ禍においても療育的な支援が
途切れることがないよう、必要に応じて国
の方針等に合わせた代替支援の提供を
可とした。

こどもセンターや母子保健等の発達相談
にかかわる機関や相談支援事業所等と連
携し、個々の支援ニーズに合わせて子ど
もひとりひとりの発達に応じた適切な療育
支援が受けられるよう、児童発達支援事
業の支給決定を行った。

―

事業の成果

障がいの早期発見や障がい者手帳を所
持しない児童が増えている中で、関係機
関との連携により支援が必要な児童に対
して適切な療育を提供することができた。

障がいの早期発見や障がい者手帳を所
持しない児童が増えている中で、関係機
関との連携により支援が必要な児童に対
して適切な療育を提供することができた。

障がいが早期に発見されたり、障がい者
手帳を所持しないが療育的支援が必要な
児童が増えている中で、関係機関との連
携により支援が必要な児童に対して適切
な療育を提供することができた。

児童発達支援の利用により早期の段階か
ら子どもの発達に合わせた療育的支援が
行われ、子ども自身の成長・発達が促され
ることはもとより、同じく早期の段階から保
護者に対し子どもへのかかわり方の助言
が行われることにより、保護者支援につな
がった。

児童発達支援の利用により、早期の段階から
子どもの発達状況に適した療育を受けること
ができ、子ども自身の成長・発達を促進するこ
とができた。また、早期の段階から療育的支援
を受けることにより、保護者が子どもへの関わ
り方を知ることができ、保護者支援につながっ
た。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

発達相談にかかわる機関等との連携を図りな
がら、子ども一人一人の発達状況に合わせた
適切な支給決定を行うとともに、研修等を通じ
て、児童発達支援センターとともに市内児童発
達支援事業所のサービスの質の担保に努め
ていく。

課題

障がい児に対する支援のニーズが増えて
いる中で、専門的な相談支援の体制強化
が求められている。

障がい児に対する支援のニーズが増えて
いる中で、専門的な相談支援の体制強化
が求められている。

障がい、特に発達障がいの認知が高まる中で障がい
が早期発見される土壌が育ってきていると同時に、
SNSに溢れる情報に翻弄される保護者も散見されてお
り、相談支援体制の強化が必要である。また、子ども自
身への療育だけではなく、保護者が子どもへの関わり
方学ぶこと、子どもの理解を深めることといった保護者
支援機能の更なる強化も必要である。

次年度に向け
ての対応

近年の利用動向等を踏まえ、令和３年３
月に策定した「第６期茅ヶ崎市障がい者保
健福祉計画」の本事業の令和３～５年度
の見込み量（本計画における年度目標）を
設定した。

左記計画における見込み量を年度目標に設
定しているが、それを上回る年度実績となっ
た。
今後も療育的支援を必要とする児童が増える
ことが予想されることから、こどもセンター等と
の情報共有の体制を強化していく。

コロナ禍にあり、障がい児に対する支援のニーズが
増加する傾向が続いており、専門的な相談支援の
体制強化が求められている。児童を取り巻く環境に
おいては、外出等活動制限や母子保健・子育て支
援等必要な事業実施に制限が継続したことなどに
より、児童の成長発達に少なからず影響が出ている
と聞いている。

左記計画における見込み量を年度目標に
設定しているが、今後も療育的支援を必
要とする児童が増えることが予想されるこ
とから、こどもセンター等との情報共有の
体制を強化していく。

障がい、特に発達障がいの認知が高まる中で、障
がいの早期発見により療育的支援を必要とする子
どもは増加の一途をたどっている。合わせて児童発
達支援事業所も増加しているが、サービス内容の質
の担保が求められているほか、相談支援体制の強
化も必要となっている。

近年の利用動向等を踏まえ、令和６年３月に「第７期茅ヶ
崎市障がい者保健福祉計画」の本事業にかかる令和６年
～８年度の見込み量（本計画における年度目標）を、請求
実人数ベースの実績を根拠とすることに変更し、設定し
た。今後も、発達相談にかかわる機関等との連携を図り
ながら適切な支給決定を行うともに、研修等を通じて事業
所と連携しサービスの質と量の確保を図っていく。
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％A
コロナ禍というこれまでに経験のなかった未曽有の事態の発生により、社会のあり方自体が変容し、こどもを取り巻く環境も著しい変化が生じた５年間となった。コロナ禍におい
ては、こどもの育ちのベースとなる人との関わりを希薄にせざるを得ない状況が続くなか、国の方針に基づき放課後等デイサービスについても電話等の代替手段による支援を
認めることで、できる限り療育支援が途切れることのないように対応を行った。また、手帳の所持なく、発達検査も未受検など客観的根拠がない中で療育利用を希望するケース
等について、子どもにとって最適な支援につながることを一番に考え、適切な支給決定に努めた。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 103.9

障がい福祉課施策の方向 ③ 障がい児施策の充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 放課後等デイサービス 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 94
計画
体系

基本施策 5 要保護・要支援児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 就学中の障がい児に、授業終了後または夏休み等の休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進等を行います。

実績

指標 現状値（H３０） 目標値（R５）

1か月当たりの利用量（実利用者数） 501人分／月 738人分／月

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

645人分／月

年度目標 435人分／月 610人分／月 671人分／月 738人分／月 621人分／月

年度実績 581人分／月 671人分／月 783人分／月 913人分／月

児童発達支援からの切り替えとして継続
的に療育を利用する場合や、就学後に集
団適応や学習面における困難さが生じて
いる場合など、こども一人ひとりの発達状
況に応じた必要な支援が受けられるよう、
こどもセンターや相談支援事業所、教育関
係機関等と連携し、支給決定を行った。

年度評価 A A A A A

取組内容

こどもセンターを始めとする療育関係機関（行
政）や教育機関等と連携し、個々に合った療育
的支援（サービス）を支給決定した。
新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣
言中であっても療育的な支援が途切れること
がないよう通常の受入れのほか、国の方針に
合わせて電話等による代替サービスの提供を
可とした。

こどもセンターを始めとする療育関係機関（行
政）や教育機関等と連携し、個々に合った療育
的支援（サービス）を支給決定した。
新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣
言中であっても療育的な支援が途切れること
がないよう通常の受入れのほか、国の方針に
合わせて電話等による代替サービスの提供を
可とした。

こどもセンターを始めとする療育関係機関
（行政）や教育機関等と連携し、個々に
合った療育的支援（サービス）を支給決定
した。コロナ禍においても療育的な支援が
途切れることがないよう、必要に応じて国
の方針等に合わせた代替支援の提供を
可とした。

児童発達支援事業からの切り替えとして、ま
た、就学後の集団生活の中で発達への気が
かりが明らかになった子どもに対し、発達相談
にかかわる機関や教育機関、相談支援事業
所等と連携し、個々の支援ニーズに合わせて
子どもひとりひとりの発達に応じた療育的支援
が受けられるよう、放課後等デイサービスの支
給決定を行った。

―

事業の成果

障がいの早期発見や障がい者手帳を所持しな
い児童が増えている中で、関係機関との連携
により支援が必要な児童に対して適切な療育
を提供することができた。
緊急事態宣言に伴う学校の臨時休校等の際も
障がい児の特性に合わせて柔軟に受け入れ
することができた。

障がいの早期発見や障がい者手帳を所
持しない児童が増えている中で、関係機
関との連携により支援が必要な児童に対
して適切な療育を提供することができた。

障がいが早期に発見されたり、障がい者
手帳を所持しないが療育的支援が必要な
児童が増えている中で、関係機関との連
携により支援が必要な児童に対して適切
な療育を提供することができた。

放課後等デイサービスの利用を希望する
子どもに対し、教育機関との連携により障
がい者手帳の有無や発達検査の実施状
況だけにとらわれることなく支給決定を
行ったことで、療育的支援を必要とする
ケースへ幅広く対応することができた。

障がい者手帳の有無や発達検査の実施
状況のみで一律に判断するのではなく、
教育機関との連携により療育支援の必要
性の有無という視点で放課後等デイサー
ビスの支給決定を行うことで、幅広いケー
スへの対応を可能とした。

関係する事業
等の状況

― ― ― ―

引き続き、療育的支援を必要とするこども
一人ひとりの状態に応じた適切な支給決
定を行い、こどもたちのより良い成長に繋
げられるよう、対応していく。

課題

障がい児に対する支援のニーズが増えて
いる中で、専門的な相談支援の体制強化
が求められている。

障がい児に対する支援のニーズが増えて
いる中で、専門的な相談支援の体制強化
が求められている。

コロナ禍にあり、障がい児に対する支援のニーズが
増加する傾向が続いており、専門的な相談支援の
体制強化が求められている。児童を取り巻く環境に
おいては、外出等活動制限や母子保健・子育て支
援等必要な事業実施に制限が継続したことなどに
より、児童の成長発達に少なからず影響が出ている
と聞いている。

障がい、特に発達障がいの認知が高まる中で、障がいの
早期発見により療育的支援を必要とする子どもは増加の
一途をたどっている。合わせて放課後等デイサービス事
業所の数も増加しているが、サービス内容の質の担保が
求められているほか、成人期へのサービス移行や就労等
を見据え、切れ目のない支援体制づくりが求められてい
る。

障がい、特に発達障がいの認知度が高まる中で、療育的
支援を必要とする子どもは増加の一途をたどっている。放
課後等デイサービス事業所の数も緩やかに増加し続けて
おり、各事業所で提供されるサービスの質の担保が必要
となっているほか、保護者支援の強化、成人期へのサー
ビス移行や就労等を見据えた切れ目のない支援体制づく
りが求められている。

次年度に向け
ての対応

近年の利用動向等を踏まえ、令和３年３
月に策定した「第６期茅ヶ崎市障がい者保
健福祉計画」の本事業の令和３～５年度
の見込み量（本計画における年度目標）を
設定した。

左記計画における見込み量を年度目標に設
定しているが、それを大きく上回る年度実績と
なった。
今後も療育的支援を必要とする児童が増える
ことが予想されることから、教育機関等との情
報共有の体制を強化していく。

左記計画における見込み量を年度目標に
設定しているが、今後も療育的支援を必
要とする児童が増えることが予想されるこ
とから、こどもセンター等との情報共有の
体制を強化していく。

近年の利用動向等を踏まえ、令和６年３月に「第７期茅ヶ
崎市障がい者保健福祉計画」の本事業にかかる令和６年
～８年度の見込み量（本計画における年度目標）を、請求
実人数ベースの実績を根拠とすることに変更し、設定し
た。今後も、教育機関等との連携を図りながら適切な支
給決定を行うともに、研修等を通じて事業所と連携しサー
ビスの質と量の確保を図っていく。
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％C
相談件数は、令和２年度から比較すると減少してはいるものの、ひとり親家庭が抱える様々な問題に対して、家庭児童相談所、地域福祉課、都市政策課等の
関係課と連携しながら、多角的な視点を持ち、問題解決に繋げられるよう適切に対応することができた。今後もひとり親が抱える問題を的確に捉え、ひとり親に
関わる法制度を踏まえながら、ひとり親家庭の生活の自立と安定が図られるよう支援していく必要がある。

５年間の
振り返り

評価 ５年間の総括

達成率
（数値目標がある場合） 73.9

こども政策課施策の方向 ② 生活の安定に資するための支援の充実

第２期茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画　重点事業進捗管理シート

事業名 母子・父子自立支援員による支援 方向性 継続 掲載頁 Ｐ 99
計画
体系

基本施策 6 子どもの今と未来を応援する取り組みの推進
担当課

Ｒ６年度

事業内容と目標 ひとり親家庭等からの相談等について、母子・父子自立支援員により支援を行います。

指標

指標 現状値（H３０） 目標値（R６）

延べ相談件数 1,428件 1,580件

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

1,168件

年度目標 1,450件 1,550件 900件 1,000件 1,580件

年度実績 1,567件 905件 991件 1,178件

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生
活や仕事、子育てなどの生活一般につい
て、母子・父子自立支援員が相談に応じ
た。

年度評価 A C A A C

取組内容

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生
活や仕事、子育てなどの生活一般につい
て、母子・父子自立支援員が相談に応じ
た。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生
活や仕事、子育てなどの生活一般につい
て、母子・父子自立支援員が相談に応じ
た。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生
活や仕事、子育てなどの生活一般につい
て、母子・父子自立支援員が相談に応じ
た。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、生
活や仕事、子育てなどの生活一般につい
て、母子・父子自立支援員が相談に応じ
た。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経
済的な自立や子どもの修学のための資金
貸付けの実施や、一時的な病気などで家
事や育児などで困ったときに、生活支援員
を派遣した。また、養育費確保に向けた支
援策として、弁護士相談会（無料）の開
催、公正証書等作成費用や強制執行に係
る費用を補助した。

事業の成果

新型コロナウイルス感染症の影響により、
社会情勢が激変していく中で、母子・父子
家庭や寡婦の方の自立に必要なアドバイ
スや情報提供等を行い、年度目標件数を
達成することが出来た。

前年度と同様に、母子・父子家庭や寡婦の方
の自立に必要なアドバイスや情報提供等を
行ったが、家庭児童相談所、福祉政策課、都
市政策課等の相談先の充実や日常生活支援
事業利用の減少、また、実績件数計上につい
て精査を行ったため、前年度と比較すると件数
が減少した。

相談件数は横ばいであるものの、母子・父
子家庭や寡婦の方が抱える複合的な課
題解決に向けて、家庭児童相談所、福祉
政策課、都市政策課等の関係課が連携し
て対応することができた。

相談件数は横ばいであるものの、母子・父
子家庭や寡婦の方が抱える複合的な課
題解決に向けて、家庭児童相談所、地域
福祉課、都市政策課等の関係課が連携し
て対応することができた。

相談件数は横ばいであるものの、母子・父
子家庭や寡婦の方が抱える複合的な課
題解決に向けて、家庭児童相談所、地域
福祉課、都市政策課等の関係課が連携し
て対応することができた。

関係する事業
等の状況

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的な自
立や子どもの修学のための資金貸付けの実施や、
一時的な病気などで家事や育児などで困ったとき
に、生活支援員を派遣した。
母子・父子家庭や寡婦の方が、職業能力開発のた
めの教育訓練を受講した場合や、看護師などの資
格を取得するため、養成機関で１年以上修業する場
合に給付金を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的
な自立や子どもの修学のための資金貸付けの
実施や、一時的な病気などで家事や育児など
で困ったときに、生活支援員を派遣した。
母子・父子家庭や寡婦の方が、職業能力開発
のための教育訓練を受講した場合や、看護師
などの資格を取得するため、養成機関で6か月
以上修業する場合に給付金を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的
な自立や子どもの修学のための資金貸付けの
実施や、一時的な病気などで家事や育児など
で困ったときに、生活支援員を派遣した。ま
た、職業能力開発のための教育訓練を受講し
た場合や、看護師などの資格を取得するた
め、養成機関で6か月以上修業する場合に給
付金を支給した。

母子・父子家庭や寡婦の方を対象に、経済的
な自立や子どもの修学のための資金貸付けの
実施や、一時的な病気などで家事や育児など
で困ったときに、生活支援員を派遣した。ま
た、養育費確保に向けた支援策として、弁護
士相談会（無料）の開催、公正証書等作成費
用や強制執行に係る費用を補助した。

安定した就労を通じた中長期的な自立支
援を行うことに加え、養育費確保支援策に
ついて積極的に情報を周知する。

課題

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大
で、特に厳しい状況にあるひとり親の方々
について、安定した就労を通じた中長期
的な自立支援を行う必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大
で、特に厳しい状況にあるひとり親の方々
について、安定した就労を通じた中長期
的な自立支援を行う必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大で、特に
厳しい状況にあるひとり親の方々について、安定し
た就労を通じた中長期的な自立支援を行う必要が
ある。また、養育費を受け取ることができていない世
帯も6割以上いることから、その受取に向けて支援
をする必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大で、特に
厳しい状況にあるひとり親の方々について、安定し
た就労を通じた中長期的な自立支援を行う必要が
ある。また、養育費を受け取ることができていない世
帯も6割以上いることから、その受取に向けて支援
を継続する必要がある。

ひとり親家庭が抱える問題は様々ではあるものの、収入
に関する内容が根本的な要因であることが多いことから、
安定した就労を通じた中長期的な自立支援を行う必要が
ある。また、養育費を受け取ることができていない世帯も6
割以上いることから、その受取に向けて支援を継続する
必要がある。

次年度に向け
ての対応

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大で、
特に厳しい状況にあるひとり親の方々につい
て、安定した就労を通じた中長期的な自立支
援を行うため、ひとり親家庭への支援施策に
ついて積極的な情報の周知に努める。

新型コロナウイルス感染症の影響の拡大
で、特に厳しい状況にあるひとり親の方々
について、安定した就労を通じた中長期
的な自立支援を行うため、ひとり親家庭へ
の支援施策について積極的な情報の周
知に努める。

安定した就労を通じた中長期的な自立支
援を行うことに加え、養育費確保支援策に
ついて積極的な情報の周知に努める。

安定した就労を通じた中長期的な自立支
援を行うことに加え、養育費確保支援策に
ついて積極的に情報を周知する。
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